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第1章 はじめに 

1.1 事業概要 

平成３０年度 高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 

可逆性・回収可能性調査・技術高度化開発 

 

 事業の目的 1.1.1

我が国において、これまでの原子力発電の利用に伴って既に放射性廃棄物が発生しており、そ

の処理処分対策を着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物の地層処分に係る研究開発に

ついては、国、研究開発機関等が、それぞれの役割分担を踏まえつつ、密接な連携の下で、基盤

研究開発を着実に進めていくことが重要である。 

平成２６年４月のエネルギー基本計画においては、高レベル放射性廃棄物の問題の解決に向け

た取組の抜本強化として、「地層処分を前提に取組を進めつつ、可逆性・回収可能性を担保し、今

後、より良い処分方法が実用化された場合に将来世代が最良の処分方法を選択できるようにす

る。」、「処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持した場合の影響等について調査・研究を進め、処分

場閉鎖までの間の高レベル放射性廃棄物の管理の在り方を具体化する。」との方針が示された。ま

た、平成２６年５月の総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会放射性廃

棄物 WG においても、「最終処分に向けた取組を進める上では、数世代にも及ぶ長期的な事業で

あることから、可逆性・回収可能性を担保し、将来世代も含めて最終処分に関する意思決定も見

直せる仕組みとすることが不可欠」と示されている。諸外国においては、我が国に先行して可逆

性・回収可能性を担保したプロセスへの見直しが検討・導入されつつあり、我が国においても最

終処分における可逆性・回収可能性の意義や具体的な確保のあり方、必要な技術に関する検討が

必要である。さらに、平成２７年５月の改定された特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方

針では、「安全な管理が合理的に継続される範囲内で、最終処分施設の閉鎖までの間の廃棄物の搬

出の可能性（回収可能性）を確保する」とされている。 

 

回収技術については、これまでに資源エネルギー庁での基盤研究開発（具体的には平成１９年

から２４年まで実施した地層処分技術調査等事業（高レベル放射性廃棄物処分関連：処分システ

ム工学要素技術高度化開発）及び、平成２５年から２６年まで実施した地層処分技術調査等事業

（地層処分回収技術高度化開発））において、操業技術として必要となる遠隔搬送・定置に関する

技術調査ならびに要素試験や地上での適用試験などを通して、多様な地質環境条件や処分概念へ

の対応を念頭に置いた基盤技術として整備を進めてきた。また、操業技術を構成する要素技術の

一つとして、回収技術の中核技術である緩衝材除去技術について、塩水を利用しての遠隔による

機械除去の実証を、地上施設において実施することにより適用性の検討を実施してきた。 

これまでに取り組んできた回収技術の高度化という観点では、今後、地上とは異なる地下環境

での搬送定置・回収技術に関する原位置試験を通じた操業時の工学技術の整備・実証が必要であ

る。これらを背景として、本事業では、回収可能性を維持することに伴う影響等の検討を進める
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とともに、搬送定置や緩衝材除去等に係る技術等の地下環境での適用性確認などの実証的な取組

を進め、国民の地層処分技術に関する信頼感の醸成や事業の柔軟な推進に資することを目的とす

る。 

 

 平成３０年度の実施内容 1.1.2

本事業は平成２７年度から５年程度の期間で進められている。５か年の計画を図 1.1.2-1 に示

す。 

５か年計画のうちの４年目にあたる平成３０年度は、人工バリア材料の搬送定置・回収技術の

高度化開発を目的とした「（１）地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発」、回収可能性の

維持期間の影響評価と影響低減の方策等の検討を目的とした「（２）回収可能性の維持についての

検討」の２つの項目について、検討や研究開発を実施する。併せて、地層処分実規模試験施設の

運用等を行う。 

 

図 1.1.2-1 可逆性・回収可能性調査・技術高度化開発 ５ヵ年計画 

 

本年度は以下の項目を実施する。 

 

(1) 地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発 

搬送定置技術、PEM-坑道間の隙間充填技術、充填材の除去技術、PEMの回収技術等の実証試

験の対象となる要素技術について、地下環境での技術実証に向けて、平成２９年度に引き続き装

置の設計・製作、地上での確認試験等を実施する。 
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1) 実証試験サイトの整備 

幌延深地層研究センター（以下、「幌延 URL」という。）の地下 350m調査坑道に位置する試験

坑道２に整備した地下実証試験サイト、及び平成２９年度に整備した地上実証試験サイトについ

て、実証試験に必要な設備等の整備及び維持管理を実施する。 

 

2) 地下環境での搬送定置・回収技術の実証的整備 

地下環境での実証試験を行うための設備や装置の整備を継続して実施する。 

PEMの回収作業に適用する搬送定置技術については、装置の整備を継続実施するとともに、地

上に構築したコンクリート模擬坑道面（地上実証試験サイト）において充填材除去後を想定した

環境下でのエアベアリングの走行試験を実施し、地下での実証試験計画に反映する。 

PEM-坑道間の隙間充填技術については、平成２９年度までに整備した吹付け方式（上部開放部）

とペレット充填方式（下部狭隘部）を用い、幌延 URLの試験坑道２において PEMと坑道間への

隙間充填材の施工試験を実施する。 

隙間充填材の除去技術については、機械的除去方式と流体を用いたウォータージェット方式に

よる充填材の切削、及び排出等の試験を継続実施し、幌延 URL で除去する充填部の形状を考慮

した実証試験装置の設計・製作を行う。 

 

3) 地層処分実規模試験施設の運用 

平成２０年から２５年まで資源エネルギー庁原子力発電施設広聴・広報等事業（地層処分実規

模設備整備事業）整備した地層処分実規模試験施設を運用する。運用にあたっては、試験等の一

般公開による国民への理解促進活動も念頭に置くこととする。 

 

(2) 回収可能性の維持についての検討 

これまでに、回収維持による影響の定量的評価技術の一つとして坑道の安定性等に着目した定

量的な評価方法の検討を行った。この検討をさらに進めるとともに、平成２９年度には「可逆性・

回収可能性の意義及び確保のあり方の整理」（以下、「R&R 検討会」という。）でまとめられた技

術検討項目を踏まえて、技術検討項目の意味と、その指標、現状技術、課題について整理する。

また、技術検討項目で示されている「回収の容易性」について、取り組み、回収を容易とするた

めのオプションを含めた検討を行う。さらに、安全性への影響について、定量的な評価方法を検

討し、一連の方法と結果を例示する。 

 

1) 回収可能性維持期間の検討 

回収可能性の維持期間を決定するために必要となる R&R検討会で示された「安全性への影響」

と「回収の容易性」に関する技術検討項目について、具体的な検討を行う。「安全性への影響」に

ついては、技術検討項目として示された 11項目について、評価のための指標、現状技術、課題等

を整理する。その上で、本検討で取り組んでいる定量的評価技術の位置づけを明確にする。また、

「回収の容易性」に関しての検討についても本年度から取り組みを開始し、回収容易性を考慮し

た代替技術オプションを提示することを念頭に、国内外の調査に基づき、回収を容易にするため
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の工夫のポイントを抽出し、具体案を示す。 

 

2) 回収可能性維持期間の影響に関する定量的評価 

平成２９年度までの坑道の安定性に着目した検討に加え、水理学的な評価手法についての検討

を進め、力学的影響評価、並びに化学的影響評価に相互に影響する回収維持期間中の水理学的な

影響の評価方法を示す。また、化学的な影響に関する定量的な評価方法についても、水理学的な

評価との関連性を考慮して、評価方法を検討し、関連する技術検討項目についての解析的な評価

方法を例示する。 

 

 報告書の構成 1.1.3

 本事業の実施内容は 1.1.2 で示したように、「（１）地下環境での搬送定置・回収技術の高度化

開発」「（２）回収可能性の維持についての検討」である。報告書は本冊である『（第１分冊）事業

の概要・要旨』にて、事業の概要、本年度の実施内容および成果の概要を示した。各実施内容の

成果の詳細については、『（第２分冊）地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発』『（第３分

冊）回収可能性の維持についての検討』に示した。 
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第2章 地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発 

 

2.1 実証試験の概要 

 本事業で実証の対象とする回収技術は最終処分施設の閉鎖までの操業期間中の廃棄物搬出の可

能性（回収可能性）を確保するための工学技術である。これらに必要となる個別の要素技術につ

いてはで述べたように、処分システム工学要素技術高度化開発、および地層処分回収技術高度化

開発にて、遠隔搬送・定置技術、回収技術に関する技術調査や要素試験、地上での適用試験など

を通して、基盤技術としての整備を進めてきた。このような技術的な取組を経て、本事業ではこ

れまで開発してきた搬送定置や緩衝材除去技術を活用して、地下での適用性の確認及び地下環境

における高レベル放射性廃棄物の搬送定置・回収技術の実証的な整備を行う。加えて、このよう

な取組を通じて、国民の地層処分技術に関する安心感の醸成及び可逆性・回収可能性に関する最

終処分政策に寄与するとともに、将来世代に対して高レベル放射性廃棄物の処分方法の選択肢に

ついて柔軟性を持たせることを目的とする。 

 

 処分坑道横置き・PEMの方式の実証試験 2.1.1

処分孔竪置き定置方式については、ブロック方式の緩衝材の定置技術からオーバーパックの回

収に関連する緩衝材の除去技術まで、実規模スケールでの技術の実証試験が地上で実施されてい

る。一方、処分坑道横置き・PEM方式については、定置装置についてはエアベアリング方式の要

素試験が実施され、隙間充填については小型の模擬土槽を用いたペレット充填時の充填率・密度

計測にとどまっている。本事業では処分坑道横置き・PEM方式について、PEMの搬送・定置技

術、PEM‐坑道間の隙間充填技術、隙間充填材の除去技術、PEM の回収技術について、実規模

スケールでの地下環境で実証を実施する。 

 
図 2.1.1-1 処分坑道横置き・PEM方式の定置／回収作業における位置付け 
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2.2 搬送定置・回収技術の実証的整備（第 2分冊：第 3章） 

 実施概要 2.2.1

搬送定置・回収技術については、幌延 URL試験坑道 2において、処分坑道横置き PEM方式の

地下実証試験を平成 31年度に実施することを目的とし、エアベアリング技術を用いた定置・回収

装置の整備を継続して実施する。また、平成 29年度に製作した要素試験装置及び整備した定置・

回収装置を用いて、幌延 URL 試験坑道２と同等の形状で地上に構築した地上模擬坑道の走行面

で PEM の定置・回収試験を実施し、エアベアリングの走行特性を取得する。地上模擬坑道にお

ける試験により、打設コンクリート面及び充填材除去後の走行面での PEM の搬送性に関する知

見を得て、幌延 URLでの地下実証試験の計画に反映する。 

 

 搬送定置・回収技術の開発計画 2.2.2

処分坑道横置き PEM 方式の搬送定置・回収技術として、設計オプションの自由度を向上させ

るよう、小断面処分坑道において大重量搬送の可能なエアベアリング技術を選定した。 

エアベアリング方式の搬送定置・回収技術の開発計画の模式図を図 2.2.2-1 に示す。本計画を

踏まえ、本年度は、打設コンクリート面及び充填材除去後の走行面での PEM の搬送を確認する

ため、以下を実施した。 

・定置・回収装置の整備 

・地上模擬坑道での要素試験 

・地上模擬坑道での実機試験 

なお、定置・回収装置の整備には期間を要することから、要素試験は要素試験１と要素試験２

に分割し、要素試験１は定置・回収装置の整備前に、要素試験２は別途実施する充填材除去試験

後に実施する計画とした。また、実機試験は要素試験２の後に実施する計画とした。 

 

 

図 2.2.2-1 搬送定置・回収技術の開発計画模式図 
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 定置・回収装置の整備 2.2.3

地下実証試験に使用する定置・回収装置（完成イメージ図を図 2.2.3-1に示す。）について、装

置構成を以下に示す。 

・定置部は、エアベアリングを 10個（片側 5個ずつ）配置し、PEMを載せる台座をガイドと

して利用するガイドローラを設置する（※1）とともに、エアベアリングにエアを供給してい

ない時に装置の荷重を受ける走行ローラを設置した。 

・搬送部は、エアコンプレッサ、制御盤及び電動機を搭載し、電動機と接続している車輪によ

り定置部と搬送部の装置全体を前後進させる構造とした。また、搭載機器への電源供給は幌

延 URL 既設の電源設備から中継ボックスを介して供給するものとし、可搬式の電源ケーブ

ルを随走させるものとした。 

・装置の操作は、遠隔操作できるよう、装置には検出器類及びカメラを設置し、ソフト面では

運転モードやインタロック等を設定できるようにした。操作用の制御信号は、操作卓から中

継ボックスを介して制御盤まで有線で送受信するものとし、可搬式の信号ケーブルを電源ケ

ーブルと同経路で随走させるものとした。 

・地下実証試験中の作業安全を確保するため、パトライト、ブザー、メロディホンを設置した。 

 

※１：処分坑道横置き PEM方式では、隙間充填材の充填性を考慮して、PEMを台座に定置す

る設計となっており、定置・回収装置は、この台座を装置走行上のガイドとして利用す

る方式を採用した。 

 

本年度は、平成 29 年度に実施した幌延 URL 試験坑道２での要素試験の結果を反映し、エア

ベアリングへの供給空気増加対応等を実施した。 

 
図 2.2.3-1 定置・回収装置の完成イメージ図 
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 地上模擬坑道での要素試験 2.2.4

地上模擬坑道（図 2.2.4-1に平面図を示す。）で要素試験装置（仕様を表 2.2.4-1に、図 2.2.4-2

に外観写真を示す。）を使用して要素試験を実施した。各試験の目的及び得られた知見は以下のと

おり。 

 

図 2.2.4-1 地上模擬坑道 平面図 

 

表 2.2.4-1 要素試験装置の仕様 

基本仕様 
最大積載荷重 14.125 ton 
機器重量 約 830 kg 
機器寸法 (L)2200 mm × (W)1830 mm 

荷重支持 エアベアリング 
AeroGo社 K21NHD  特殊品 curved type 
(径：φ533mm 揚程：31mm 定格圧力：0.41MPa)
走行方向に対して左右２枚ずつ（合計４枚）使用 

走行 
方式 ウィンチによる牽引 
速度 （標準）5 m/min、ウィンチ制御盤で変速可 

運転 
方式 手動運転 
監視 直接目視（試験員）による監視 

 

  
図 2.2.4-2 要素試験装置（写真） 
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(1) 試験目的 

1) 要素試験１ 

・平成 29年度に実施した幌延 URL試験坑道２での試験データと、地上模擬坑道での試験デー

タを比較することで、幌延 URL試験坑道２と地上模擬坑道との走行特性を比較する。 

・充填材除去後の走行面を想定し、要素試験装置を走行させることで、PEM搬送に関する課題

を抽出する。 

 

2) 要素試験２ 

・充填材除去後の走行面を模擬し、要素試験装置を走行させることで、PEM搬送に関する課題

の解決方法に対する妥当性を確認する。 

 

(2) 試験で得られた知見 

1) 要素試験１ 

供給空気流量について、基本的には一定値を示していたが、重量 14.125t を積載した試験の多

くで、特定のエアベアリングの供給空気流量が変動していた。本変動中は当該のエアベアリング

からエア漏れが発生していたと推定できる。 

供給空気圧力及び浮上量について、上記の供給空気流量の変動中も含めて、ほぼ設定した通り

の値であった。このことから、上記の供給空気流量の変動は、走行に対して大きな影響を与えて

いなかったと推定できる。 

牽引力について、幌延 URLでの要素試験で得られた動摩擦係数（約 0.018）[4]と同程度であり、

幌延 URL 試験坑道２と同様の走行特性が得られたと考えられる。また、走行面の差異について

は、モルタル面とコンクリート面との比較では走行面の状態（乾燥、散水、残留物）によって牽

引力の高低は異なっていたが、上敷き材（特にトタン板）を敷いた場合には牽引力は低くなる傾

向となった。走行方向については、LIFT-2側へ進む時（行き）の方が LIFT-4側に進む時（戻り）

よりも牽引力が高くなる傾向であったが、装置の走行特性は走行方向によらないはずであるため、

本傾向は別の要因（例えば 0.1°（≒0.2%）勾配があると往復 0.2°（≒0.4%）分の差が生じ摩

擦係数としては 0.004の差となる）によるものと考えられる。 

以上により、装置の走行特性として、走行面の状態により牽引力の高低はあるものの、走行面

に残留物が有ることに対しては特に走行上の問題は無いと判断できる。ただし、走行面の目地部

で牽引力の増加が発生し、いくつかエアベアリングが損傷したことから、目地部を補修し段差及

び割れ等がない状態とする必要があることが判明した。 

 

2) 要素試験２ 

供給空気流量、供給空気圧力及び浮上量について、ほぼ設定した通りの値で大きな変動は確認

されなかった。このことから、選定したエアベアリングの状態は良く、走行時にエア漏れも無く

てエアベアリングへの供給空気は安定していたと考えられる。 

目地部については、モルタルで段差を解消することで走行可能となったことから対策の妥当性

を確認した。ただし、複数回走行を実施した後にモルタルの剥がれ及び通過時の牽引力増加が発
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生したことから、目地部への追加の補修方法を検討することとした。 

また、装置計器類の設置位置について、残留物が排土板により台座脇で塊状になって押し退け

られることから、台座脇付近には計器類を設置しないことが適当と考える。 

 

 地上模擬坑道での実機試験 2.2.5

地上模擬坑道で定置・回収装置（仕様を表 2.2.5-1に、図 2.2.5-1に外観写真を示す。）を使用

して実機試験を実施した。各試験の目的及び得られた知見は以下のとおり。 

 

表 2.2.5-1 定置・回収装置の仕様 

基本仕様 

取扱荷重 
(PEM重量) 

36. 5 ton 

取扱寸法 
(PEM寸法) 

φ2316mm × (L)3343mm 

機器重量 約 6100 kg （搬送部：5200kg 定置部：900kg） 

機器寸法 (L)9500 mm × (W)2065 mm × (H)2495 mm 

荷重支持 エアベアリング 

AeroGo社 K21NHD  特殊品 curved type 

(径：φ533mm 揚程：31mm 定格圧力：0.41MPa)

走行方向に対して左右５枚ずつ（合計 10枚）使用 

搬送 
方式 電動機（1.5kW×４台）接続された車輪による走行 

速度 （高速）5 m/min（低速）1 m/min 

運転 
方式 遠隔自動運転／遠隔手動運転／保守モード運転 

監視 画像の目視（試験員）及び各種計測値による監視 

 

 
図 2.2.5-1 定置・回収装置（写真） 



 

2-7 
 

(1) 試験目的 

実機試験は、打設コンクリート面及び充填材除去後の走行面での PEM の搬送性を確認するこ

とを目的とした。 

 

(2) 試験で得られた知見 

定置・回収装置について、エアベアリングの定格圧力（0.41 [MPa]）範囲内で走行できたこと

から、PEM（36.5t）に対して十分な耐荷重があることを確認できた。また、コンプレッサの流量

不足に対して、項目 2.3.3 に記載したエアベアリングへの供給空気増加対応の妥当性を確認でき

た。また、LIFT間目地部のような段差や割れに対して、モルタル補修による段差解消と補修部の

補強の妥当性を確認できた。 

押引力について、ｗ以下の傾向を確認した。 

・モルタル面よりもコンクリート面の方が押引力は高い傾向であった。 

・上敷き材面での押引力は低い傾向であった。 

・回収時（LIFT-1側から LIFT-4側への搬送時）よりも定置時（LIFT-4側から LIFT-1側への

搬送時）の方が高い傾向であった。（要素試験１で得た走行方向に対する傾向と同様であり、

装置の走行特性とは別の要因と考えられる。） 

幌延 URLでの要素試験で得られた動摩擦係数（約 0.018）[4]に対して、今回の地上模擬坑道で

の動摩擦係数（回収時コンクリート面：0.021）は同等であったことから、２つの坑道での走行特

性は同等と考えられ、幌延 URLで PEMを搬送できると判断できる。 

 

また、前方 PEM接近試験により、前方 PEMと約 10mm程度の距離まで接近させることが可

能であることが分かった。ただし、PEMの浮上・着床で数mmずれることから、PEM同士を接

触させた状態で PEMを浮上させようとすると、接触面から反力を受けて PEMを浮上できなくな

る可能性が示された。よって、PEM同士を接触させて定置させると PEMを回収できなくなるこ

とが考えられる。ただし、幌延 URL での地下実証試験で試験対象となる PEM（模擬 PEM）は

前方 PEM（疑似 PEM）と 10mm程度の距離を置いて設置されていることから、幌延 URLでの

地下実証試験については、PEMの回収は可能であると判断できる。 

 

なお、PEM搬送時にコンクリート台座ブロック境界が破損した。本破損は、定置・回収装置の

ガイドローラがブロック境界の隙間に差し掛かった際の荷重（押引力）によるものと推定でき、

これに対する改善方法として、台座（走行ガイド）の耐久性を向上させる等の対応が考えられる。 

ただし、現状でも実機試験回数程度の PEM 搬送は可能であることから、本事業では特に改善

を要さないと判断した。 

 

以上の要素試験と実機試験の結果により、幌延 URL 試験坑道２の走行面においても、段差や

割れに対してモルタル補修等の適切な対応を取ることで、整備した定置・回収装置が PEM を搬

送（定置及び回収）可能であると判断した。  
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2.3 隙間充填技術の実証的整備（第 2分冊：第 4章） 

 実施概要 2.3.1

処分坑道横置き・PEM方式では、定置作業を行う装置の可動領域が必要となるため、定置され

た PEMと坑道の間に空間（以下、隙間という。）が生じる。この隙間の残存は PEM内部の緩衝

材の膨出による密度低下、坑道長手方向の有意な水みち
．．
形成、坑道安定性の低下等、地層処分の

操業や長期の安全性への影響が懸念されるため、適切な材料を充填することが検討されている[1]。

回収の観点から隙間充填材をみると、回収設備の可動空間を満たしPEMを拘束するものである。 

隙間に充填される材料については、充填部の規模や要件を満足するための充填材の機能や施工

する空間等の観点から粘土系材料とし、施工方法としてペレット充填方式[1]や吹付け方式[2]等が

検討されている。本事業で隙間充填材を施工する空間の形状は、第 2 章に示したように上部に開

放部、下部に狭隘部を有している。平成 28年度までは、上部・下部共にペレット方式による隙間

充填材の施工検討を進めたが[3]、事業者のニーズ[2]、充填材除去試験の観点から、上部開放部の

施工方法は吹付け方式に変更した。ペレット充填方式による下部狭隘部の充填材は、ベントナイ

ト 100％、乾燥密度 1.37Mg/m3[1]、吹付け技術による上部開放部の充填材はベントナイト：ケイ

砂＝50：50、乾燥密度 1.6Mg/m3[2]を施工試験の目標値とした。 

地層処分事業の操業における品質管理の方法として、遠隔操作性や施工部の品質を損なわない

非破壊での検査方法が求められ、各工程の検査の合格を積み重ねることで、最終的な品質を確保

するプロセス管理が主となると考えられる。このためには、検査の時期、場所、頻度、合格とす

る値やその範囲、それらを設定する際の根拠が必要になる。隙間充填材の品質についても充填部

からのコア採取等ではなく、充填材の施工プロセスで管理することを念頭置いた。平成２９年度

には、要素試験や地上試験を行い、上述の施工プロセス管理のための手順・試験条件・機械や装

置の設定値などを把握した。一方で、本事業のような実証試験の段階では、施工試験時にコア採

取のような破壊を伴う分析・評価も可能であることから、プロセス管理による品質確保の妥当性

の検証も含めて、検討を進めてきた。 

本事業のスコープである PEM の回収技術では、隙間充填材の除去技術が中核となる。第 5 章

に詳細を記す隙間充填材の除去技術の実証的整備においては、除去対象とする隙間充填材の性状

が試験条件として重要となる。本章では、隙間充填材の施工技術について述べる。 

地下環境での搬送定置・回収技術の実証的整備の全体工程では、次年度、幌延 URL において

充填材の除去および PEM の搬送定置・回収技術の実証試験を実施する計画である。これらの実

証試験に先立ち、今年度は、幌延 URL試験坑道 2において隙間充填技術の実証試験を実施した。
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 地下環境での模擬 PEM-坑道間の下部狭隘部 隙間充填技術の実証的整備 2.3.2

(1) 幌延 URLにおける下部狭隘部を対象とした隙間充填技術の実証試験 

下部狭隘部の形状は、直径 2.6mの円形坑道底部に高さ 11cmのコンクリート製の台座が設置さ

れ、その上に直径約 2.3mの PEMを定置した際に生じる十数 cmの隙間である（図 2.3.2-1）。 

この狭隘な部分に適用する充填材は、低透水性の確保および緩衝材の鋼殻外への膨出抑制の観

点から、候補材料として緩衝材相当の有効粘土密度を有する粘土系材料、狭隘な場所へ適用可能

な充填技術としてペレット方式が有効と評価された。 

本事業では充填部の体積より必要な充填材が多くなることから、ペレットには密度を高めた解

砕材を粒度調整したものを採用し、充填方法と合わせて目的の密度の達成を図った。 

ペレット充填方式での品質管理では、未充填部が生じない充填方法、充填部の体積に対する充

填質量から求められる全体の密度（かさ密度）と、密度のバラつき（密度分布）が重要である。 

平成 29年度までの検討では、狭隘部の充填品質を施工プロセスの管理によって確保するための、

施工に関する管理項目と管理手法の設定に資する検証データを地上での段階的な実証試験により

取得してきた（平成 29年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 可逆性・

回収可能性調査・技術高度化開発報告書参照）。 

今年度は、これまでの地上試験等にて設定した充填品質を確保しうる施工プロセスを再現する

ことで、充填品質を確保（再現）できることを実証するため、幌延 URL 深度 350m 試験坑道 2

において原位置実証試験を実施した。 

図 2.3.2-2に下部狭隘部の隙間充填実証試験時の充填装置配置イメージを示す。 

 

 

図 2.3.2-1 充填・実証の対象とする坑道断面と充填方式 
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図 2.3.2-2 下部狭隘部の隙間充填装置配置イメージ（試験坑道 2） 

 

(2) 下部狭隘部を対象とした隙間充填技術実証試験の実施概要 

1) 充填材料の製造 

下部狭隘部の充填材の製造は、平成 29年度に設定した粒子密度や粒度分布をもとに品質管理を

実施した。充填材の製造工程を図 2.3.2-3に示す。 

 

図 2.3.2-3 下部狭隘部の充填材 製造工程 

 

各製造工程における今年度と平成 29年度の充填材品質の確認結果を表 2.3.2-1に示す。 

また図 2.3.2-4および図 2.3.2-5に平成 29年度と今年度の充填材の粒度分布を示す。今年度も、
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所定のフラー曲線の範囲の粒度分布となるよう粒度調整を行うことで、平成 29年度と同等程度の

密度となっていることを確認し、今年度の実証試験用の充填材として用いることとした。 

 

表 2.3.2-1 各製造工程における充填材の品質確認結果 

製造工程 試験項目 平成 30年度 平成 29年度 

1.ロールプレス後 含水比（％） 7.3 8.5 

乾燥密度（Mg/m3） 2.00 1.98 

2.解砕後 含水比（％） 6.4 － 

3.粒度調整後 含水比（％） 6.5 8.8 

最小密度（Mg/m3） 1.05 1.12 

最大密度（Mg/m3） 1.47 1.46 

 

 

図 2.3.2-4 粒度分布の管理（平成 29年度） 

 

 
図 2.3.2-5 粒度分布の管理（平成 30年度） 
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2) 充填技術実証試験 

充填技術実証試験は、『充填容積の確認』、『移送性能確認試験』、『施工プロセスと条件設定』、

『充填技術実証試験』、『充填品質確認』、『光ファイバー計測による充填密度分布の推定』の順に

実施した。 

 

『充填容積の確認』では、充填延長（PEM長 3.343m）を 6等分してそれぞれの区間ごとに容

積を算出した（図 2.3.2-6参照）。 

 
図 2.3.2-6 充填容積 

 

『移送性能確認試験』では、平成 29年度の地上実証試験にて、充填に用いる 4本のスクリュー

コンベアの移送性能が概ね均一であることが確認されていることから、4 本のスクリューコンベ

アを代表して 1本のスクリューコンベアにより実施した（表 2.3.2-2、図 2.3.2-7および図 2.3.2-8

参照）。試験の結果、平成 29年度とほぼ同等の移送性能であることを確認した。（表 2.3.2-3およ

び表 2.3.2-4参照）。 

 

表 2.3.2-2 移送性能確認試験結果（平成 30年度） 

 

移送時間 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

右上　34rpm 0 1.057 6.551 12.041 12.076 12.115 12.059 12.044 12.207 12.104 12.159 12.167 11.906 11.985 12.08 （3-13m in）

右上　17rpm 0 0.244 5.845 6.022 6.165 6.124 6.127 6.067 6.175 6.154 6.218 6.074 6.150 6.188 6.13 （3-13m in）

（kg/m in）
平均

58,499cm3 

58,822cm3 

58,983cm3 

59,192cm3 

59,192cm3 

59,089cm3 

59,623cm3 

59,512cm3 

59,512cm3 

59,512cm3 

59,401cm3 

59,508cm3 
切羽側 

左 右

353,777cm3 

357,068cm3
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図 2.3.2-7 移送性能確認試験結果（平成 30年度） 

 

 

図 2.3.2-8 スクリュー回転速度と移送性能の関係（平成 30年度） 

 

表 2.3.2-3 移送性能確認試験結果のとりまとめ（平成 30年度） 

試験ケース 平均 
最大

値 

最小

値 

設定した 

スクリュー移送性能 

１－１右上
(34rpm) 

12.08 12.21 11.91 
17rpm：6.06kg/min 

34rpm：12.12kg/min １－２右上
(17rpm) 

6.13 6.22 6.02 
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表 2.3.2-4 移送性能確認試験結果（平成 29年度） 

試験ケース 平均 最大値 最小値 
左の結果から設定した 

スクリュー移送性能 

１－１右上
(34rpm) 

12.65 12.76 12.50 

17rpm：6.25kg/min 

34rpm：12.50kg/min 

１－２右上
(17rpm) 

6.28 6.38 6.20 

１－３左上
(34rpm) 

12.63 12.76 12.48 

 

 

『施工プロセスと条件の設定』については、平成 29年度に実施した地上予備試験の結果から、

概ね最適とされた試験ケース 4-2（表 2.3.2-5および図 2.3.2-9参照）で得た試験条件を基本とし、

移送性能試験で得た結果を考慮して設定した（表 2.3.2-6参照）。 

 

表 2.3.2-5 地上予備試験のうち試験ケース 4-2（平成 29年度）の試験条件 

 

  

上段 下段 合計 上段 下段 設計に対する
割増率

設計に対する割
増率

左 0.1061 158.1 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 15% 177.3 12% 30 8.5
右 0.1051 156.7 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 16% 177.3 13% 30 8.5
左 0.1061 158.1 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 15% 177.3 12% 44 12.4
右 0.1051 156.7 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 16% 177.3 13% 44 12.4
左 0.1061 158.1 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 15% 177.3 12% 27 7.6
右 0.1051 156.7 7.81 9.11 16.92 148 113 36.4 16% 177.3 13% 27 7.6

初期充填
設定充填質量
（kg/20㎝）

充填時間
設定(sec)

後充填初期充填
充填材含水比
8.8%の場合
の単位長あた
りの所要充填

質量
（kg/m）

狭隘部
断面積
(m2）

試験ケー
ス 左右

4-2 T-1

4-2 T-2

4-2 T-3

スクリュー回転速度
および

比率設定（kg/min）

移動充填

95.3

移動充填
設定充填質量
（kg/m）

移動速度
設定

（mm/min）

95.3

95.3

充填
時間
(sec)

設計
充填質量
（kg）
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図 2.3.2-9 平成 29年度に設定した施工プロセス管理 

 

表 2.3.2-6 地下充填実証試験の試験条件 

 

 

『充填技術実証試験』は、上記で設定した施工プロセスと条件により、表 2.3.2-7 および図 

2.3.2-10に示す手順にて実施した。 

 

表 2.3.2-7 実証試験実施手順 

順序 実施項目 実施内容 

１ 試験条件の確認・設定 スクリュー回転速度、充填時間、充填装置移動速度の設定 

２ 充填装置の配置 PEMの奥妻側の充填開始位置に配置 

３ 初期充填 充填装置停止状態で所定の時間充填を実施 

４ 移動充填 所定の速度で充填装置を移動させながら充填を実施 

５ 後充填 充填終了位置手前にて充填装置停止状態で充填を実施 

６ バルク充填密度確認 充填装置への充填材投入量と充填装置内残量より算出 

７ 充填密度分布確認 光ファイバーによる相対的かつ定性的な密度分布確認 

  

初期充填

移動充填

後充填

初期充填質量を設定し、
それに対応する充填時間
（スクリュー回転時間）を設定

することで管理
初期充填

仕切板初期充填区間

移動充填質量を設定し、
それに対する充填時間をもとに
充填装置の移動速度を設定

することで管理

移動充填区間

移動充填

後充填

充填部から充填材が
オーバーフローしないよう、

充填状況に応じて任意に
充填時間を設定することで管理

上段 下段 合計 上段 下段 設計に対する
割増率

設計に対する割
増率

左 0.1058 154.4 7.57 8.84 16.41 164 125 39.2 15.5% 173.7 44.0 12.03
右 0.1068 155.8 7.65 8.92 16.57 164 125 39.6 15.5% 175.3 44.0 12.15

充填時間
設定(sec)

初期充填
設定充填質量
（kg/22㎝）

移動充填
設定充填質量
（kg/m）

移動速度
設定

（mm/min）

充填
時間
(sec)

初期充填

試験ケー
ス 左右

狭隘部
断面積
(m2）

充填材含水比
6.5%の場合
の単位長あた
りの所要充填

質量
（kg/m）

スクリュー回転速度
および

比率設定（kg/min）

94.512.5%

移動充填 後充填

地下充填
実証

設計
充填質量
（kg）
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図 2.3.2-10 試験実施手順（充填施工） 

 

『充填品質確認』は、左右の下部狭隘部充填容積に対して充填した充填材質量から、左右の下

部狭隘部全体での充填密度を算出し、所定の充填密度を確保できていることを確認した（図 

2.3.2-11、表 2.3.2-8および表 2.3.2-9参照）。 

 

 

 

 

 

 

  

模擬ＰＥＭ疑似ＰＥ
Ｍ

台座
組⽴台

充填装置

スクリューコンベア

模擬ＰＥＭ疑似ＰＥ
Ｍ

台座
組⽴台

充填装置

スクリューコンベア

模擬ＰＥＭ疑似ＰＥ
Ｍ

台座
組⽴台

充填装置

スクリューコンベア

初期充填

模擬ＰＥＭ疑似ＰＥ
Ｍ

台座
組⽴台

充填装置

スクリューコンベア

移動充填

模擬ＰＥＭ疑似ＰＥ
Ｍ

台座
組⽴台

充填装置

スクリューコンベア

後充填

２．充填装置配置 

１．条件設定 

３．初期充填 

４．移動充填 

５．後充填 
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図 2.3.2-11 実証試験における実充填容積 

 

表 2.3.2-8 下部狭隘部への実充填質量 

管理項目 左スクリュー 右スクリュー 

全投入質量(Mg) 0.7925 0.8412 

残存質量(Mg) 0.2687 0.3036 

実充填質量(Mg) 0.5238 0.5376 

 

表 2.3.2-9 下部狭隘部充填密度（乾燥密度は含水比 6.5%として算出） 

 左狭隘部 右狭隘部 

狭隘部充填密度

(Mg/m3) 

湿潤 1.467 1.492 

乾燥 1.378 1.401 
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『光ファイバー計測による充填密度分布の推定』では、含水比が一定の物質が有する熱伝導率

の密度依存性を利用し、充填材の加熱、冷却過程を光ファイバーにて計測することで、坑道延長

方向と PEM半径方向の充填密度分布を推定した。 

結果、坑道延長方向および PEM半径方向ともに、平成 29年度に実施した地上予備試験時の密

度分布の傾向と概ね一致することから、施工プロセス管理による充填品質の再現性が確認された

（詳細は第 2分冊 4章を参照）。 
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 地下環境での模擬 PEM-坑道間の上部開放部 隙間充填技術の実証的整備 2.3.3

本事業で対象とした上部開放部の空間形状は、模擬 PEM上部の最大幅 約 1300mm、模擬 PEM

側部の最大幅 約 700mm、奥行 4m程度（図 2.3.3-1）である。 

 

 
図 2.3.3-1 上部開放部の形状（幌延 URL 深度 350m坑道 試験坑道 2） 

 

平成 29年度までの検討では、地上での段階的な予備試験、要素試験、模擬土槽試験を実施する

ことで、上部開放部の充填品質（表 2.3.3-1 ベントナイト：ケイ砂=50：50 としたベントナイ

ト混合土に対し、乾燥密度 1.6Mg/m3 以上）を確保するための、材料、施工方法および、施工に

関する管理項目の設定に資する検証データを取得してきた。詳細については、「平成２９年度 高

レベル放射性廃棄物等の 地層処分に関する技術開発事業 可逆性・回収可能性調査・技術高度化

開発 報告書（第２分冊）地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発」[4]を参照されたい。 

 

表 2.3.3-1 上部開放部の充填材料および目標の乾燥密度 

対象部位 充填材料 目標の乾燥密度 

上部開放部 ベントナイト：珪砂＝50：50 
乾燥密度 1.60Mg/m3以上 

(有効粘土密度 1.15Mg/m3) 

 

これまでに地上試験等にて確認・把握してきた、所定の品質を確保する施工プロセスを、地下

の原位置で再現することで、地下の原位置においても地上と同様に所定の品質を確保できること

を確認するための実証試験を実施した。 

 

(1) 幌延 URLにおける上部開放部を対象とした隙間充填技術の実証試験 

1) 実証試験概要 

幌延 URL における上部開放部の隙間充填技術実証試験では、伸縮アーム式の吹付け機械によ

る吹付けにより隙間を充填した。上部開放部の隙間充填材は吹付け用ベントナイト混合土とし、

製造プラントを仮設して、二軸強制ミキサーにより材料を製造（混合）した。なお、ベントナイ

ト混合土の配合は、ベントナイト：ケイ砂（3号＋5号）＝50%：50%とし、最適含水比（約 16%）
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である。また、上部開放部の隙間充填材の製造後、充填試験を開始するまでの期間、隙間充填材

をフレキシブルコンテナパック（以下「フレコン」という）に収納し保管した。上部開放部の吹

付け充填に係るデータとして、3Dスキャナを用いて計測した充填体積と充填材重量から求めた乾

燥密度や、誘電率計測法およびコアサンプリングから乾燥密度を取得し、目標の乾燥密度

1.60Mg/m3に対するバラつき等を示した。また、回収したリバウンド材の重量計測から、吹付け

量に対するリバウンド率を算出した。また、回収したリバウンド材の重量計測から、吹付け量に

対するリバウンド率を算出した。図 2.3.3-3に幌延 URL 試験坑道 2 上部開放部の充填範囲図を

示す。なお、下部狭隘部と上部開放部の境界には、鉄板を設置し（図 2.3.3-2）、各々の充填技術

の実証試験に対して区分を分けている。 

 
図 2.3.3-2 下部狭隘部と上部開放部の境界に設置した鉄板 

 

図 2.3.3-3 幌延 URL 試験坑道 2 上部開放部の充填範囲図 
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図 2.3.3-4 に上部開放部の実証試験フローを示す。地上で製造した隙間充填材を地下の試験坑

道 2に搬入・運搬し、その隙間充填材を吹付け装置に供給、伸縮アーム式の吹付け機械を用いて、

吹付けを実施した。ノズルワークや機械配置等を確認する「試験吹付け」を試験坑道の奥部（図 

2.3.3-3の縦断図のうち、紫ハッチ部）にて行い、その後「本吹付け」により開放部の充填を実施

した。なお、吹付け数量は、試験吹付けで約 5m3、本吹付けで約 20m3である。試験吹付け終了

後、3Dスキャナによる充填体積の計測を行い、本吹付けを開始した。本吹付けでは、午前の終了

後にコアサンプリング・誘電率計測、1日の作業終了時にコアサンプリング・誘電率計測、3Dス

キャナによる体積計測を行った。サンプリング試料は後日、室内試験により乾燥密度等のデータ

を取得した。 

 

 
図 2.3.3-4 上部開放部 実証試験フロー 

 

ベントナイト混合土の製造

【試験吹付】

地下坑内へ搬入

OK：所定の数量吹付け完了

【本吹付】

資料送付（室内試験）

混合土の含水比計測

3Dスキャナ
（試吹付けた状況測量）

吹付け施工

NG

1日の吹付け完了

3Dスキャナ（初期状態測量）

リバウンド回収・ホースの清掃

吹付け施工

リバウンド回収・ホースの清掃

＜品質確認作業①＞
コアサンプリング・誘電率計測

吹付け施工

リバウンド回収・ホースの清掃

【AM】

【PM】

OK：所定の数量吹付け完了

NG ＜品質確認作業②＞
3Dスキャナ
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2) 上部開放部の隙間充填（吹付け） 

上部開放部の吹付けによる隙間充填は、平成 29年度までに実施した予備試験等から把握した目

標乾燥密度を達成するための吹付けパラメータの基本設定値（表 2.3.3-2）[4]を基に、吹付け機

械（ニードガン）、伸縮アーム式の吹付け機械等を用いて実施した。 

 

表 2.3.3-2 吹付けパラメータと設定値[4] 

吹付パラメータ 設定値 備考 

吹付機械の回転数 5rpm 機械側で設定 

空気圧縮機のエア量 10～12m3/min デジタルフロースイッチで計測 

吹付けノズルから吹付け面までの距離 1.2m以内 
距離計（パトランプ）による確認 

オペレータの操作技量を含む 

吹付けノズルから吹付け面までの角度 法面に対し直角 オペレータの操作技量を含む 

 

吹付けの手順を以下に示す。まず、隙間充填材を材料ホッパー内に供給し、ベルトコンベアを

介して吹付機械（ニードガン）に隙間充填材を送る。次に、圧縮空気を原動力として、吹付け機

械（ニードガン）から隙間充填材をホース（3 インチ）内に圧送し、伸縮アーム式吹付け機械の

ノズル先端より噴射、対象箇所への吹付けを行う。 

なお、地上での隙間充填材の製造状況に応じて、フレコン 3袋（約 900kg）～5袋（約 1500kg）

毎に吹付けを行い、リバウンドの回収を行った。リバウンドの回収には主に長距離空気搬送機（ジ

ェクター）を用いて行い、必要に応じて人力でによるリバウンド材の回収を行った。吹付け作業

状況を図 2.3.3-5に示す。 

 

図 2.3.3-5 伸縮アーム式吹付け機械による吹付け状況 
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(2) 充填品質確認 

1) 管理項目 

上部開放部の隙間充填に係る実証試験における管理項目を表 2.3.3-3に示す。 

 

表 2.3.3-3 管理項目 一覧 

分類 項目 
基準・標準類 
（確認方法） 

管理基準値 
管理 or 
確認 

実施時期 数量 

品質管理 
（材料） 

締固め特性 JIS A 1210 ― 確認 
前年度に 
取得済 

― 

含水比 
（ベントナイト） 

赤外線水分計 ― 確認 混合前 1点/フレコン 

含水比 
（ケイ砂） 

赤外線水分計 ― 確認 混合前 3点/全体 

含水比 
（ベントナイト 
混合土） 

赤外線水分計 
Wopt15.8±2% 

以内 
管理 混合後 1点/フレコン 

ベントナイト 
混合率 

JBAS 107-91 50% 確認 混合後 1点/フレコン 

施工管理 

重量 （クレーンスケール） ― 確認 吹付け前 1点/フレコン 

吹付け距離 （レーザー距離計） 1.2m以内 確認 吹付け時 ― 

吹付け角度 （目視） 
吹付け面に対し

90度 
確認 吹付け時 ― 

吹付け機械 
回転数 

（目視） 5rpm 確認 吹付け時 ― 

吹付け機械への 
エア量 

（デジタルフロースイ
ッチ計測値の目視） 

10~12m3/min 確認 吹付け時 ― 

リバウンド量・率 （クレーンスケール） ― 確認 リバウンド回収後 1施工単位ごと 

品質管理 
（施工後） 

乾燥密度 

（3Dスキャナ計測）

(目標値) 
1.6Mg/m3 

確認 

午後の 
吹付け作業後 

― 

（コアサンプリング、
試料による試験） 

午前／午後の 
吹付け作業後 

20個程度／日 

（誘電率計測） 
午前／午後の 
吹付け作業後 

コアサンプリング箇
所×4点 

含水比 
JIS A 1203 

（コアサンプリング 
試料による試験） 

― 確認 
午前／午後の 
吹付け作業後 

20個程度／日 

ベントナイト 
混合率 

JBAS 107-91 
（コアサンプリング 
試料による試験） 

50% 確認 
午前／午後の 
吹付け作業後 

20個程度／日 

その他 
サイクルタイム （ストップウオッチ）

主要工程の 
所要時間記録 

― 施工時 日常記録 

地上建屋・坑内 
環境データ 

（温湿度計） ― ― 常時 日常記録 
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2) 品質管理（施工後）結果 

表 2.3.3-3 に示した管理項目のうち、本項では、品質管理（施工後）の結果を示す。その他の

結果については、第 2分冊第 4章を参考されたい。 

 

a 乾燥密度 

乾燥密度の結果を表 2.3.3-4に示す。コアサンプリングによる乾燥密度の平均は 1.66Mg/m3と

なり、目標乾燥密度 1.6Mg/m3を達成する結果を得た。この結果は、平成 29年度の地上試験にお

ける平均値 1.61 Mg/m3と同程度の結果である。この結果より、所定の条件の下で施工プロセス管

理を行うことで品質の確保と再現が可能であり、一般的な管理手法となりうる可能性を有するこ

とが示唆された。一方、誘電率計測による乾燥密度の平均は 1.56Mg/m3、3D スキャナ計測によ

る乾燥密度の平均は 1.48Mg/m3となり、目標乾燥密度 1.6Mg/m3に比べ、0.1Mg/m3程度の差異

を有する結果となった。図 2.3.3-6 に乾燥密度の各計測結果と施工日の関係を示す。コアサンプ

リングと誘電率計測の結果については、施工日ごとの傾向が近しい結果となった。一方、3Dスキ

ャナを用いた乾燥密度の値は、誘電率計測、コアサンプリングによる試験結果に比べ、全体的に

低い値となった。乾燥密度の算出手法による結果の異なりやバラつきの原因の特定は今後の課題

となった。 

 

表 2.3.3-4 乾燥密度結果 一覧 

計測日 
乾燥密度(Mg/m3) 

3Dスキャナ 誘電率 コアサンプリング

1/11PM 1.51 1.60 1.71 

1/15AM - 1.63 1.72 

1/15PM 1.55 1.58 1.64 

1/16AM - 1.60 1.68 

1/16PM 1.46 1.52 1.64 

1/17AM - 1.53 1.59 

1/17PM 1.54 1.56 1.65 

1/18PM 1.57 1.52 1.68 

1/21PM 1.33 1.56 1.64 

1/22PM 1.40 1.53 1.68 

平均 1.48 1.56 1.66 
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図 2.3.3-6 乾燥密度の各計測結果と施工日の関係 

 

a 含水比 

隙間充填材は、製造の後、当日中に吹付け材料として使用した。二軸強制ミキサーにより混合・

製造した隙間充填材の含水比の平均は 15.62%となり、当初設定した含水比 15.8％とほぼ同等の

結果となった。混合後に計測した隙間充填材の含水比について、収納したフレコン毎に整理した

結果を図 2.3.3-7に示す。なお、図 2.3.3-7には、本吹付けに使用した No.39~223までの 185袋

の含水比計測結果について示した。試験期間中（8 日間）において、全ての製造日で、管理値で

ある 15.8％±2%以内に収まっていることから、一定の品質を確保した隙間充填材の製造がなされ

たと考えられる。 

 

 
図 2.3.3-7 隙間充填材の製造毎（フレコン毎）の含水比結果 

 

図 2.3.3-8 に吹付け前後の含水比の比較を示す。ここで吹付け前とは隙間充填材の製造直後を

示し、吹付け後とはコアサンプリングした試料から求めた含水比を示す。吹付け後の平均含水比

は約 17%となり、製造後の含水比の平均値 15.62％に比べて約 1.5%程度、含水比が上昇する結果

となった。今回の実証試験では、製造（混合）した隙間充填材を当日中に吹付け材料として使用

していることから、若干の水分のなじみの影響、または測定誤差の範囲内の差異とも考えられる。 
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図 2.3.3-8 吹付け前後（製造後、施工後）の含水比結果 

 

a ベントナイト混合率 

二軸強制ミキサーにより混合・製造した隙間充填材のベントナイト混合率の平均は 43.0%、バ

ラつきの範囲は 35.3～53.8%となり、設定値 50%に比べて若干低い値となった。 

ベントナイト混合率のバラつきについて、製造時の加水方法による影響が考えられる。昨年度

は、人力のジョウロにて目視確認しつつ加水・混合を実施したが、今年度は数量が多いことから、

位置を固定したシャワーホースによる自動計量による加水を行った。今年度の位置を固定したシ

ャワーホースによる加水方法は、多量の材料を混合する際に効率的ではあるが、一方、局所的に

加水される場合があり、その結果、ベントナイトのダマが生じることがある。これらの影響によ

り、製造後のベントナイト混合率がやや設定値よりも低い値となったと考えられる。 

図 2.3.3-9 に吹付け前後のベントナイト混合率を示す。ここで吹付け前とは隙間充填材の製造

直後を示し、吹付け後とはコアサンプリングした試料から求めた混合率を示す。吹付け後のベン

トナイト混合率は、平均では約 47.2%となり、製造後の混合率の平均値 43.0％に比べて平均で約

4.2%上昇した。この結果は、リバウンド材に砂分が多く含まれたことが要因の一つとして考えら

れる。 

 

  
図 2.3.3-9 吹付け前後（製造後、施工後）のベントナイト混合率結果 
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標本数 147 186  



 

2-27 
 

(3) サイクルタイム 

吹付け・リバウンド材の回収・ホース閉塞などに要した時間について計測を行い、サイクルタ

イムを算出した。全体の吹付け施工サイクルタイムを図 2.3.3-10に、全体および 1m3あたりのサ

イクルタイムを表 2.3.3-5 に示す。また、サイクルタイムを基に算出した作業効率を表 2.3.3-6

に示す。 

 

 
図 2.3.3-10 全体の吹付け施工サイクルタイム 

 

表 2.3.3-5 吹付け施工サイクルタイム（全体・1m3当たり） 

（hr:min） 吹付け時間 回収時間 閉塞対応など 

全体 15:15 9:40 4:02 

1m3当たり 0:41 0:26 0:10 

 

表 2.3.3-6 吹付け施工の作業効率 

 
吹付け 

時間 

吹付け重量(Mg）

吹付け体積(m3) 

吹付け 

作業効率 
備考 

時間あたり 

吹付け重量 

15:15 

37.877 Mg 2.48 Mg／h  

時間当たり 

吹付け体積 
20.47 m3 1.34 m3／h 

湿潤密度=1.85Mg/m3,乾燥密度

=1.6Mg/m3,含水比 15.8%を基に上

記の重量から体積を算出 

 

 

 

 

 

 

 

閉塞対応等
4:02

リバウンド

回収時間
9:40

吹付け時間
15:15
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  成果のまとめ 2.3.4

(1) 下部狭隘部の隙間充填技術 

平成 29 年度の予備試験結果をもとに設定した試験条件による施工プロセスの管理を行うこと

で、充填品質の確保と再現が可能であることを実証した。また、充填密度の相対的な分布やバラ

つきについても、同様に施工プロセスの管理を行うことで、それらの傾向に再現性が確認された。 

以上より、横置き PEM 方式の狭隘部隙間充填技術としてペレット方式を採用する場合、所定

の充填条件の下で施工プロセス管理を行うことで品質の確保と再現が可能であり、一般的な管理

手法となりうる可能性を有することを確認した。 

 

(2) 上部開放部の隙間充填技術 

地下実証試験の前に実施した地上試験等で確認・設定した試験条件・施工プロセスに基づき、

上部開放部を対象とした隙間充填技術に係る地下実証試験を実施した。その結果、コアサンプリ

ングによる乾燥密度の平均値は 1.66 Mg/m3、バラつき 1.39～1.83 Mg/m3 と目標乾燥密度

1.6Mg/m3に対し±0.2 Mg/m3程度のバラつきとなる結果を得た。この結果は、平成 29年度の地

上試験[4]における乾燥密度の平均値 1.61 Mg/m3（バラつき 1.4～1.7 Mg/m3）と同程度の結果で

ある。この結果から、所定の条件の下で施工プロセス管理を行うことで、一定の品質の確保と再

現が可能であり、一般的な管理手法となりうる可能性を有することが示唆された。 
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2.4 隙間充填材除去技術の実証的整備（第 2分冊：第 5章） 

 実施概要 2.4.1

平成 29 年度までに、PEM－坑道間の隙間充填材の施工技術や充填材の除去技術の検討、実証

試験に向けた要素試験等を含め、除去の対象とする隙間充填部の施工技術や性状、流体的／機械

的な除去方法の整備を進めてきた[3] [4] [5]。 

今年度は、平成 29年度までの成果を踏まえ、地下環境での回収実証試験に向けた隙間充填材の

除去技術として、流体的除去技術（ウォータージェット方式）および機械的除去技術（オーガ方

式）に係る地上試験を行い、各々の技術の実証的整備を進めるとともに、平成 31年度の地下施設

における実証試験に向けた除去試験の計画策定を実施した。 

 

 除去対象とする隙間充填材 2.4.2

除去対象とする隙間充填材は、下部狭隘部に充填されたベントナイトペレットと上部開放部に

充填されたベントナイト混合土の 2 種類である。下部狭隘部の形状は、直径 2.6m の円形坑道底

部に高さ 11cmのコンクリート製の台座が設置され、その上に直径約 2.3mの PEMを定置した際

に生じる十数 cm の隙間である。一方、上部開放部の空間形状は、模擬 PEM 上部の最大幅 約

1300mm、模擬 PEM側部の最大幅 約 700mm、奥行 4m程度である（図 2.3.3-1）。なお、下部

狭隘部と上部開放部の境界には、各々の領域を区分するための鉄板を存置している。 

下部狭隘部と上部開放部の各々について、隙間充填材の仕様および目標の乾燥密度、実証試験

の充填結果を表 2.4.2-1~表 2.4.2-3に示す。また、隙間充填前後の写真を図 2.4.2-1に示す。 

 

表 2.4.2-1 上部開放部、下部狭隘部の隙間充填材の仕様および目標の乾燥密度 

対象部位 充填材料 目標の乾燥密度 

下部狭隘部 ベントナイト 100% 
ペレット 

乾燥密度 1.37 Mg/m3以上 
(有効粘土密度 1.37Mg/m3) 

上部開放部 ベントナイト：ケイ砂＝50：50 乾燥密度 1.60 Mg/m3以上 
(有効粘土密度 1.15Mg/m3) 

 

表 2.4.2-2 下部狭隘部の隙間充填 実証試験 結果※1 

左側 下部狭隘部 
乾燥密度 

右側 下部狭隘部 
乾燥密度 

1.38 Mg/m3 1.40 Mg/m3 

※1：製造時の含水比 6.5% 

 

表 2.4.2-3 上部開放部の隙間充填 実証試験 結果※2 

コアサンプリングによる 
乾燥密度（平均） 

誘電率計測による 
乾燥密度（平均） 

3Dスキャナ計測による 
乾燥密度（平均） 

1.66 Mg/m3 1.56 Mg/m3 1.48 Mg/m3 

     ※2：製造時の含水比 15.6%、吹付け後のコアサンプル含水比 17.0% 
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隙間充填前 隙間充填後 

図 2.4.2-1 隙間充填の前後 写真 

 

上述の通り、幌延 URL 試験坑道 2において実施した隙間充填（上部開放部と下部狭隘部）の

領域は、空間的な条件が大きく異なるため、除去技術はそれぞれの充填領域を対象に各々の除去

技術を検討してきた。平成 29年度までの検討により、PEM近傍 300mmを除く上部開放部（図 

2.4.2-2の青色部）については、機械的除去技術（オーガ方式）を、上部開放部のうち PEM近傍

300mm以内および下部狭隘部（図 2.4.2-2の緑色部および赤色部）については、流体的除去技術

（ウォータージェット方式）を選定した。 

 

 
図 2.4.2-2 実証試験における各々の除去技術の対象領域 断面図 

 

 充填材除去の目的と概念的手順 2.4.3

PEM 周辺の充填材除去の目的は，1）回収の対象物と周辺の縁切り（PEM-坑道間に施工され

た充填材を除去し、坑道内で PEM を搬送可能な状態とする）、2）回収装置が要求する動作環境

の実現（PEMを坑道外へ搬出するための回収装置の作業空間・走行路面などの環境を整える）と

なる。これら 2つの目的を鑑みた除去技術の適用手順（図 2.4.3-1）に対し、本事業では「ほぐし」

～「積込み」までの連続的な作業を想定した除去技術の選定を行い，技術の整備・実証試験を実

施している。 

 

上部開放部

下部狭隘部
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図 2.4.3-1 隙間充填材の除去手順 

 

 機械的除去技術（オーガ方式）の整備 2.4.4

来年度の地下実証試験を見据え、今年度は機械的除去技術として、充填材を切削するオーガ方

式によるアタッチメントと切削した充填材のバキュームによる吸引捕集機構とを装備した機械的

除去装置を製作した。また、製作した除去装置を用いた地上での除去試験を行い、本技術の整備

に係るデータを取得した。 

上部開放部の隙間充填材と同仕様の供試体（乾燥密度 1.6Mg/m3，含水比 16%）を鋼製枠内に

準備し、地上試験を実施した、供試体の寸法は 1m×1m×0.7mである。 

製作したオーガ方式によるアタッチメントを図 2.4.4-1に、アタッチメントをバックホウに装

着した機械的除去装置の全景を図 2.4.4-2に示す。地上試験では、製作した装置による切削・吸

引捕集の可否、1孔あたりの切削量・時間、連続的な切削の状態等を確認した。図 2.4.4-3に地上

試験の結果を抜粋して示す。供試体の中央部の切削・捕集（直径 200mm・深さ 300mm、切削量

0.006m3）に対し，50秒での切削・捕集が可能であった。また、連続的な除去においても、オー

ガ内・吸引ホース内の閉塞は発生せず、良好な除去が可能であった。一方で、所定の切削位置に

オーガアタッチメントを合わせるバックホウの操作等に時間を要した点については、地下実証試

験における課題の一つと考えられた。 

 
 

  

  
図 2.4.4-1 製作したオーガアタッチメント 

充填され、結着した
材料を可搬な状態にする

ほぐされた副産物を
原位置から取り出す

搬出可能な状態に
する積込み

孔外・坑道外
への搬出

PEM PEM PEM

ほぐすほぐす 撤去撤去除去対象 積込み積込み 搬出搬出

これらの手順を回収対象（廃棄体、PEM）が自由になるまで繰り返し

オーガスクリュー オーガアタッチメント 

全景 

350mm 

切削物を 

吸引捕集 

200mm 

アタッチ 

先端面 
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図 2.4.4-2 機械的除去装置 全景 

 

 
切削・吸引時間は 50 秒／孔 
直径：200mm、深さ約 300mm 
※切削位置の調整時間除く 

大割りされた切削物の 
解砕・吸引 

図 2.4.4-3 地上試験結果（一部） 
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 流体的除去技術（ウォータージェット方式）の整備 2.4.5

今年度は、流体的除去装置（ウォータージェット方式）の製作および除去装置を用いた充填材

の除去に係る地上試験を行い技術の整備に資するデータを取得した。 

製作した流体的除去装置（ウォータージェット方式）は、PEM近傍の充填材の除去を行うため、

円筒形状の PEMに沿って、圧力水を噴射するノズルが円弧状および前後に運動する仕組みとし

た（図 2.4.5-1，図 2.4.5-2）。なお、噴射後に流動化した充填材を連続的に捕集するため、吸引

による捕集方式を採用した． 

 

 

図 2.4.5-1 流体的除去装置 ノズルの動き 説明図 

 

 

     

図 2.4.5-2 流体的除去装置（ウォータージェット方式） 

 

下部狭隘部のスケールを模擬した地上試験ヤードにおいて、製作した流体的除去装置による充

填材の除去試験を実施した。除去装置に取付けて使用する噴射ノズルを数種類準備し、切削性・

切削範囲等を確認した（図 2.4.5-3）。試験は、噴射ノズルの選定，ノズルの動きと（円弧運動，

前後運動の組合せ）による充填材の切削状況の確認、地上施設における実寸大の下部狭隘部を対

象とした除去手順の確認の順番で進めた。 

 

ガイド

ガイド管ランス

ノズル円弧
運動

前後運動

装置本体枠は坑道面に固定
PEM中心に対してガイド管が円弧運動

ランスはガイド管に支持され前後運動
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ノズル 
種類 

直射 トルネード 扇射 配管清掃用① 
前後横 3方向 

配管清掃用② 
前後 2方向 

写真 
    

切削 

形状    

切削 

断面       

切削 

軌跡  
 

(20MPa時) 
使用 
水量 

54L/min 30L/min 20L/min 74L/min 74L/min 

坑道面へ
の影響 

長手方向へのウォータージェット噴射の場合 
噴射圧 20MPaまで坑道面を傷つけない 

坑道面に垂直入射しない場合、噴射
圧20MPaまで坑道面を傷付けない

図 2.4.5-3 各ノズルの特徴等 一覧 

 

噴射ノズルの選定の結果、PEMと周辺の縁切りのための「切削」にはトルネードノズルが適し

ており、噴射圧 20MPaまでは，坑道面（コンクリート面）を傷めないことを確認した。PEMの

回収装置が要求する動作環境の実現のための「仕上げ洗浄」には、配管洗浄用ノズルが適すると

の結果を得た。ウォータージェットで切削した充填材は、スラリー化したものを吸引により連続

的に捕集する方式を採用した。 

地上試験結果の一例として、試験ケース 3-2の結果を抜粋して以下に示す。試験ケース 3-2は、

トルネードノズルおよび配管洗浄ノズルにより流体的除去手順の確認を行った。試験ケース 3-2

の除去手順と状況を表 2.4.5-1に示し、除去手順毎の状況写真を図 2.4.5-4に示す。 

 

表 2.4.5-1 試験ケース 3-2 除去手順 

試験 
ケース 

使用ノズル 奥行き移動 円弧状移動範囲 状況 

3-2 ① トルネード 移動なし 円弧 5min噴射のみ行い、水量を与える 

 ② トルネード
（前進） 

約 5cm/min 円弧 解砕および大まかな除去が可能 

 ③ 配管清掃用
（前進） 

約 20cm/min 円弧 狭隘部上部の除去はできているが、台座
側部の残存が確認 

 ④ 配管清掃用
（後退） 

約 10cm/min 円弧 1/2 狭隘部下部（台座付近）の除去を重点的
に実施 

 ⑤ ③～④を 2
回繰り返す 

  配管清掃用で 2往復し、完全に除去完了

①

後 前 後 前

前後 前後
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【除去ステップごとの状況】 

トルネード後 
（②の後：100cm付近） 

④配管清掃用（1回目） 
（④の後：100cm付近） 

配管清掃用（2回目） 
（⑤の後：100cm付近） 

図 2.4.5-4 試験ケース 3-2 除去手順毎の状況 

 

試験ケース 3-2の結果から、PEM坑道間の縁切りとして、トルネードノズルによる切削は有効

であると判断できた。トルネードノズルの前進速度とバキューム吸引に関して着目すると、2 種

類の前進速度（10cm/min、5cm/min）のうち、10cm/minでは除去対象物の流動化に対してノズ

ルの前進速度が速くなりノズルが充填材に突き刺さる事象や、充填材の流動化が不十分でバキュ

ームで吸えない等が発生した。一方 5cm/min では、ノズルが除去対象物に接触することもなく、

バキュームによる吸引捕集も順調に実施できた。これはベントナイト（クニゲル V1）の液性限界

416％[6]に対し、前進速度 5cm/minの場合では除去対象物の含水比は 484%となり，ベントナイ

ト（クニゲル V1）の液性限界以上となるが、前進速度 10cm/minの場合では、ベントナイト（ク

ニゲル V1）の液性限界以下となることで説明できる。 

地上試験の結果を基に決定した除去手順の設定を表 2.4.5-2に示す
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 成果のまとめ 2.4.6

(1) 機械的除去技術（オーガ方式） 

上部開放部の隙間充填材（ベントナイト混合土）を対象とした機械的除去技術（オーガ方式）

について、地上での要素試験を実施し，技術の適用の見通しを得た。 

上部開放部の隙間充填材と同仕様の供試体（乾燥密度 1.6Mg/m3，含水比 16%、1m×1m×0.7m）

を鋼製枠内に準備し要素試験を実施した。製作したオーガ方式による機械的除去装置を用いて、1）

除去装置による切削・吸引捕集の可否、2）1 孔あたりの切削量・時間、3）連続的な切削の状態

等に関する知見を得た。具体的には、供試体の中央部の切削・捕集（直径 200mm・深さ 300mm，

切削量 0.006m3）に対し，50秒での切削・捕集が可能であった。また、連続的な除去においても、

装置の一部の改良の結果、オーガ内・吸引ホース内の閉塞は発生せず、良好な除去が可能となっ

た。一方で、地下での実証試験に向けて、狭隘な空間における操作性の向上や、除去対象の充填

材を高含水比とした場合の本技術の適用性等に関するデータの取得や装置の改良が今後の課題と

なった。今後、これらの地上試験の結果より得た知見を基に、地下での充填材除去試験の計画を

具体化していく。 

 

(2) 流体的除去技術（ウォータージェット方式） 

下部狭隘部の隙間充填材（ベントナイトペレット）を対象とした流体的除去技術（ウォーター

ジェット方式）について地上試験を実施し，その技術の適用の見込みを得た。 

幌延 URLの下部狭隘部スケールを模擬した地上試験ヤードにおいて、ウォータージェット方式

による流体的除去装置を用いた試験を行い、1）噴射ノズルの選定、2）ノズルの動きと（円弧運

動，前後運動の組合せ）による充填材の切削状況の確認、3）地上施設における実寸大の下部狭隘

部を対象とした除去手順の確認・設定に関する知見を得た。具体的には、噴射ノズルの選定の結

果、PEMと周辺の縁切りのための「切削」にはトルネードノズルが適しており、噴射圧 20MPa

までは、坑道面（コンクリート面）を傷めないことを確認した。PEMの回収装置が要求する動作

環境の実現のための「仕上げ洗浄」には、配管洗浄用ノズルが適するとの結果を得た。また、地

上試験を通じ、流体的除去技術に係る吸引捕集の観点からは、充填材の液性限界に対応する量の

切削水を使用して充填材を十分に流動化させることで効率的な吸引捕集が可能となるとの見通し

を得た。今後、これらの地上試験の結果より得た知見を基に、地下での充填材除去試験の計画を

具体化していく。 
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2.5 地層処分実規模試験施設の運営（第 2分冊：第 6章） 

 実施概要 2.5.1

日本原子力研究開発機構幌延深地層研究センターゆめ地創館に隣接する地層処分実規模試験施

設の維持管理、運営を実施した。施設を常時一般に公開し、常駐する試験員による施設の案内、

説明を行い、来館者とのやり取りを対話記録として収集し、内容の分析を行った。 

 
図 2.5.1-1 地層処分実規模試験施設 

 

 施設の公開 2.5.2

平成 30年度も前年度に引き続き、地層処分実規模試験施設の公開、来館者への設備の説明等を

実施した。平成 30年度は延べ 5,200人の方が施設を訪れ、平成 22年 4月の施設開館からの累計

は 54,435人となった（平成 31年 2月 28日までの集計）。 

また、幌延町で 7月 21日、22日開催された「おもしろ科学館 2018 in ほろのべ」に合わせ、

緩衝材定置試験装置を使用した定置試験の公開、ベントナイト体感試験を実施した。なお、この

２日間の来館者は、地層処分実規模試験施設のみで 792人であった。 

 

 緩衝材可視化試験 2.5.3

処分孔竪置きブロック方式における緩衝材ブロック間の隙間について、地下水による膨潤で隙

間が塞がりブロック同士が一体化していく過程を、来館者に分かり易く示すため、小型緩衝材ブ

ロックを用いた可視化試験を継続して公開した。図 2.5.3-1に可視化試験の様子を示す。 

   
組立中          試験開始前         試験公開時 

図 2.5.3-1 緩衝材ブロックの一体化挙動の可視化試験の様子 

  

地層処分実規模試験施設
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 来館者との対話記録の分析 2.5.4

 実規模試験施設では説明時に常駐する試験員が、来館者からのコメントや質問を来館者記録と

して来館者の属性と共に記録している。来館者の年齢や性別等の属性、グループ構成等でどのよ

うな事項に関心があるのか傾向を把握することで、より効果的な説明や展示パネル等の更新に反

映出来ると考える。図 2.5.4-1 に対話記録の分析のうち、来館者との対話のトピックスの割合の

変化を例として示す。 

 

図 2.5.4-1 来館者との対話記録の分析例（質問の属性の経時変化） 

 

 平成 22 年度の地層処分実規模試験施設の開館時から実施している来館者との双方向対話の記

録を分析し、本施設を訪れる来館者の属性や、興味・関心事項の傾向を捉えることができた。今

後、さらに分析を進め、本施設の在り方だけでなく、高レベル放射性廃棄物の地層処分事業の理

解促進に資するため、研究・技術開発側からどのような情報が発信されるべきか、そのような成

果の見せ方についても検討を進めていく。 
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第3章 回収可能性の維持についての検討 

3.1 はじめに 

 背景及び目的 3.1.1

放射性廃棄物の地層処分事業における可逆性・回収可能性については、我が国で特定放射性廃

棄物の最終処分に関する法律（以下、「最終処分法」という。）が制定される以前から、一部の国

や国際機関などで先行的な議論が進められてきた。 

我が国では、最終処分法の制定から 10年以上を経た現段階においても事業に進展が見られない

状況に加え、平成 23年 3月に発生した東北地方太平洋沖地震や東京電力福島第一原子力発電所事

故の結果として、原子力発電や科学技術に対する国民の不安や懸念が高まるなど、地層処分事業

を取り巻く社会環境に変化も見られた。このような中、平成 25年より、総合資源エネルギー調査

会電力・ガス事業分科会原子力小委員会 放射性廃棄物ワーキンググループ[1]（以下、「廃棄物

WG」という。）において、これまでの取組を繰り返すのではなく、最終処分政策の枠組みを見直

し、原点に立ち返って何が根本的な課題であるかを追求することが必要であるとの認識のもと、

我が国の最終処分政策の再構築に向けた議論が行われた。同WGでは、将来世代の選択の柔軟性

の確保という観点から地層処分事業における可逆性・回収可能性のあり方等に関する議論が進め

られ、同WGの中間とりまとめ（平成 26年 5月）を経て、平成 27年 5月に改定された特定放射

性廃棄物の最終処分に関する基本方針[2]（以下、「基本方針」という。）によって、最終処分事業

の可逆性の担保、及び最終処分施設の閉鎖までの間の廃棄物の搬出の可能性（回収可能性）を確

保することが定められた。 

このような背景を踏まえ、基本方針によって定められた最終処分事業における可逆性・回収可

能性について、必要となる技術的な取組を着実に前進させ、施策への信頼性さらに地層処分事業

に対する社会の信頼性の維持に貢献して行くことが必要である。特に、技術的な観点からは、可

逆性・回収可能性に関する次のような課題について、更なる検討や調査研究を進めていくことが

必要である。 

1）我が国における今後の具体的な制度の運用や研究開発の推進に向けて更なる検討が必要と考

えられる事項についての整理と技術的な対応 

2）最終処分施設を閉鎖せずに回収可能性を維持した場合の影響等に関する調査研究の推進※ 

※廃棄物ＷＧ議論における国際的な検討動向を踏まえた可逆性・回収可能性に関する当初の

議論では、閉鎖までの間回収可能性が確保されていても閉鎖の時期に係る考え方が検討さ

れていないことが、課題の一つとして挙げられた（第 4回廃棄物 WG資料１、平成 25年

10 月）。このような課題認識を踏まえ、基本方針では本調査研究を進めるべきことが定め

られている。 

 

資源エネルギー庁では、上記のような廃棄物WGにおける議論の進展に応じて、示された課題

に適時に対応すべく、平成 25～26 年度に回収可能性を維持できる期間に関する検討に取り組ん

できた[3]。本事業は、そこでの検討を引き継ぐ形で平成 27 年度より着手しているものであり、

上記の背景を踏まえ、次の 2つの課題を設定して取り組むこととしている。 
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・可逆性・回収可能性に関する我が国における今後の具体的な制度の運用や研究開発の推進に

向けて更なる検討が必要と考えられる事項を整理すること。 

・地下環境における高レベル放射性廃棄物の回収可能性の維持に関して、処分場を閉鎖せずに

回収可能性を維持した場合の影響等に対する評価技術や対策技術を整備すること。 

 

 回収可能性の維持についての今後の検討のベース 3.1.2

上述した 1 つ目の課題については、大学等に所属する外部有識者の協力のもとで「可逆性・回

収可能性の確保に向けた論点整理に係る検討会」（以下、「R&R検討会」という。）を平成 27年度

に設置し、平成 27～28 年度の 2 ヵ年にわたって、可逆性・回収可能性の意義及び確保のあり方

の整理に向けた多面的な検討を進め、平成 29 年度に報告書として成果を取りまとめた[4]。本成

果より、回収可能性に関して今後必要となる技術的な対応として、以下の①～③の項目が抽出さ

れた。 

①我が国における回収可能性に関する技術的アプローチの具体化 

②基本方針で示された課題である施設閉鎖までの管理のあり方の具体化 

 （閉鎖せずに回収可能性を維持した場合の影響の定量化） 

③将来の可逆性・回収可能性の実施の可否を判断しなければならない場面での対応 

廃棄物WGで示されたように、処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持する期間は、地元の意向

等を踏まえた上で決定・見直しすることから、上記の①～③の技術対応のうち、直近の対応が必

要となる可能性のあるものは①及び②の課題と考えられた。さらに、②を具体化するには①を具

体化する必要があり、また①で適切なアプローチを選択するには②の影響を定量化する必要があ

ることから、①及び②の課題は並行して取り組む必要がある。 

一方で、回収可能性を維持することに関して、 

1．安全性への影響 

2．回収の容易性（回収作業時間） 

3．最終閉鎖せずに回収可能性を維持できる期間 

4．回収可能性に係る費用 

といった事項の間でトレードオフの関係が存在する。採用する技術的アプローチの種類や内容に

よってこれらのトレードオフの関係が異なることから、適切な技術的アプローチを選択するため

には、これらトレードオフの関係をより定量的に示していく必要がある。R&R検討会では、これ

らのトレードオフの関係の定量化に向けた技術的な検討を進める際の出発点として、今後の技術

的アプローチの具体化に必要となる定量的な情報を想定し、それらの定量化に必要となる技術検

討項目を具体化し、回収可能性の維持に関する技術的アプローチの具体化に係る技術検討の枠組

み（技術検討のフレームワーク）として提示している。技術検討のフレームワークでは、トレー

ドオフの関係にある上記 1～4の 4つの定量化すべき情報のうち、「安全性への影響」及び「回収

の容易性（回収作業時間）」に着目して、定量化に必要な技術検討項目と技術検討の視点を表 

3.1.2-1のように整理している。 

本事業における回収可能性の維持についての検討では、表 3.1.2-1に示す R&R検討会で示され

た技術検討項目を“検討のベース”と位置付けて、更なる議論や技術検討を進めることとしてい
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る。 

 

表 3.1.2-1 R&R検討会で示された定量化に必要な技術検討項目[4] 

 
※定量化すべき情報のうち、技術検討の直接的な対象ではない「3.最終閉鎖せずに回収可能性を維持できる期間」と「4.費⽤」は整理の対象外。 

 

なお、意思決定を支援するために定量的な情報を提示しなければならない時期として、表 

3.1.2-2に示すような幾つかの場面が想定される（これ以外に操業段階以降に何らかの理由で回収

実施の意思決定が必要な場面も想定される）。廃棄物 WG で示されているように、回収可能性の

維持期間は地元の意向も踏まえて決定されることから、処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持し

た場合の影響等に対する評価方法は、サイト選定の段階から準備される必要がある。本事業にお

ける処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持した場合の影響等に対する評価技術の整備は、まずは
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サイト選定段階で利用されることを念頭に置くが、表 3.1.2-2 に示すように、これらの技術は後

の段階における設計照査や安全規制対応技術へと利用されていくこととなる。なお、特に、サイ

ト選定の初期段階では、サイトの地質環境や処分概念等の入力情報に不確かさや十分性への制約

がある。ここでの定量化技術の整備においては、入力情報に関する制約にも留意して、利用され

るそれぞれの段階における利用目的や必要な情報レベルとともに、提示可能な情報項目やアウト

プットの精度（入力の制約）を整理して行くことが必要となる。 

 

表 3.1.2-2 定量化の時期と反映先 

アクション 反映先 

サイト選定段階における地元や関

係者との協議 

施設最終閉鎖までの管理のあり方（回収維持期

間）の決定 

サイト選定段階における設計照査 安全規制プロセスにおける設置許可申請 

操業段階における地下の状態把握 

・製造・施工プロセス管理 

・原位置モニタリング 

安全規制プロセスにおける定期安全レビュー 

安全規制プロセスにおける閉鎖認可申請 

 

本章では、上述した目的及び検討のベースに対応した調査研究に係る取組に関して、本年度の

検討成果を取りまとめている。以下に、本事業における検討概要を整理したうえで、次節以降に

本年度の検討結果等を要約整理する。 

 

 過年度及び本年度の検討概要 3.1.3

3.1.1項に示した目的のうち、2つ目に対応する項目については、処分場を閉鎖せずに回収可能

性を維持した場合の影響等に関する検討（以下、「回収可能性の維持についての検討」という）と

して、平成 27年度より開始した。平成 27～28年度には、回収可能性を維持したことによる影響

を受ける因子の抽出と影響範囲等の分析、及び一定の期間回収可能性を維持するために必要とな

る技術の現状調査と課題を含めた整理を進めた。これらの当初の 2ヵ年の取組では、“竪置きブロ

ック定置方式”及び“横置き PEM（Prefabricated Engineered Barrier System Module）定置方

式”を対象として定性的な分析に基づき検討や整理を行うとともに、平成 28年度からは回収可能

性を維持することによる影響の定量的な評価を行うための技術の整備に向けて、坑道の安定性に

関する定量的評価の条件や適用可能な解析手法の検討に着手した[5], [6]。一方、3.1.2項に示した

回収可能性の維持についての今後の検討のベースを踏まえ、平成 29年度からは、本事業における

回収可能性の維持についての検討の成果目標は以下のように設定して、検討及び調査研究を進め

ることとした。 

 回収可能性を維持した場合の「安全性への影響」に係る評価技術について、既存の解析的

評価技術を整理し、安全性への影響の定量的評価方法を整備する。また、それに伴って必

要となる評価指標やパラメータ等を具体化する。 

 回収可能性を維持した場合の既存の回収技術、回収維持技術を整理し、取り組むべき課題
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を抽出する。 

 「回収の容易性」を考慮した場合の代替設計オプションを具体化し、関連する技術開発課

題を抽出する。 

平成 29年度は、表 3.1.2-1に示す安全性への影響の定量化に必要な技術検討項目に留意して、坑

道安定性に着目した力学的な影響評価方法の整備に向けた検討に加え、坑道湧水量の時間変化や

空気の岩盤中への侵入による不飽和領域の発生の可能性といった水理学的な影響評価方法の調

査・検討を行った[4]。また影響の定量化に必要な技術に加え、回収維持期間中の地下施設の維持

技術及び回収技術の実現性にも留意が必要であるため、現時点で適用可能な回収維持技術※1や回

収技術※2の整理を行った[4]。 

 
※1 回収維持状態を維持するのに必要な技術で、維持管理技術や構造物の補修技術等 
※2 回収作業に必要な技術で、埋め戻し材の除去技術、廃棄体の再把持、搬送技術等 

 

本年度は、引き続き上記の成果目標を達成するために以下の検討を行う。 

 

（1）回収可能性維持期間の検討 

R&R検討会で示されたで定量化に必要な技術検討項目に関して、安全性への影響の定量的な評

価技術の整備に向けての既存技術の整理と課題抽出を行う（3.2節）。 

また、回収の容易性を高めた設計オプションの具体化について、検討の視点を整理したうえで、

回収容易性の視点及び既存処分概念等の整理や容易性を高めた設計オプションの検討を行う（3.4

節）。 

 

（2）回収可能性維持期間の影響に関する定量的評価 

R&R検討会で示された定量化に必要な技術検討項目に関して、昨年の検討結果も踏まえた上で、

力学的・水理学的・化学的な各影響の試解析を通して、回収可能性を維持した場合の安全性への

影響の定量的評価方法を示し、定量的評価を行ううえでの課題を抽出する（3.3節）。 
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3.2 安全性への影響の定量的な評価技術の整備に向けた既存技術の整理と課題抽出 

R&R検討会で示された定量化に必要な各技術検討項目に対して、安全性への影響の定量的な評

価技術の整備に向けての既存技術の整理と課題抽出を行った。まず、原子力発電環境整備機構（以

下、「NUMO」という）の「処分場の安全機能と技術要件（NUMO-TR-10-11）」[7]等を参照して、

安全性への影響の意味や指標の整理を行った。その上で、学会等により整理された文献、地層処

分に関する研究等を行っている各機関（NUMO、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」とい

う）、原子力環境整備促進・資金管理センター（以下、「RWMC」という））等のレポートに基づ

いて指標を時間依存で評価できる既存の解析技術、及び既存の解析技術を用いて評価を行う解析

的評価技術について現状レベルの整理を行い、技術検討項目の定量的評価実施に向けた課題を抽

出した。なお、R&R検討会で示された定量化に必要な技術検討項目で想定される現象は、物理現

象の相互作用により生じることが考えられる。従って、熱－水理（浸透）－力学－化学の相互作

用を連成させた解析的評価技術により評価することが理想であるが、これは研究段階にあること

から、ここでは安全性への影響を示す指標を直接評価する解析的評価技術について整理した。ま

た、課題に対する本事業での取り組み状況の有無を整理し、本事業で取り組んでいる技術検討項

目については取り組み状況も整理した。表 3.2-1～表 3.2-3 に、各技術検討項目に対する既存技

術の整理と課題抽出について一覧表としてまとめたものを示す。 

 

また、複数の技術検討項目に関係する課題や解析技術を用いて定量的な評価を行う際の共通し

た課題について以下にまとめた。 

 

課題１．解析に用いる物性値とその変化（劣化など）に関する不確実性の取り扱い 

回収可能性を維持したときの地質環境や人工バリアの安全性への影響について、時間依存を考

慮した解析技術により定量的な検討を行う際に課題となるのが、解析に用いる物性値とその変化

（劣化など）に関する不確実性の取り扱いである。地質環境や坑道に用いられる材料の物性値と

その時間変化を予測して、計画、調査段階の解析で適切に設定することは非常に難しい。坑道の

支保部材や覆工は施工条件や地質環境の影響を大きく受け、我が国の地質環境はサイトに依存し、

各種特性は非線形性を示し、不均質性を有する。より信頼性の高い解析的評価を行うためには、

このような不確実性を考慮したモデルの構築方法について、今後もさらに検討する必要がある。 

 

課題２．回収可能性の維持期間を考慮した際に適用する坑道安定性に関する限界値の検討 

回収可能性維持を考慮したときに適用する、坑道安定性の評価のため岩盤の応力及びひずみの

限界値には定まったものがないため、今後検討が必要な課題と考えられる。本事業では、適用す

る限界値について、従来から用いられてきた限界値の他に、一般の土木構造物で考えられている

よりも長い期間への対応が見込まれる限界値の文献調査を行い、検討を進めている。また、時間

とともに岩盤（地山）の強度が変化していくと解釈された既往の研究事例についても調査を行っ

ている。これらを踏まえると、今後、載荷時間を変えた各種力学試験データの拡充を図ったうえ

で、時間依存性を考慮した岩盤の応力及びひずみの限界値を検討していくことが必要である。 
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課題３．安全性への影響低減のための対策とその効果の定量的評価技術の検討 

回収可能性を維持することによる安全性への影響を低減する対策の検討、及び、対策の効果の

目安を解析的評価により定量的に示す方法の検討をさらに充実させることが重要である。 

 

課題４．予測解析の信頼性確保への取り組み 

解析的評価技術全般に関係する課題として、予測解析の信頼性確保への取り組みが必要なことが

挙げられる。回収可能性を維持したことにより生じる現象及びその影響については、評価期間が

長く、原位置の再現が難しい等の理由から、実験や実現象との比較による妥当性確認が困難であ

る。そのため、予測解析の信頼性如何に確保するかが重要となる。V&V（Verification and 

Validation, 検証と妥当性確認）の観点を踏まえ、課題１ともあわせて解析的評価技術の整備を行

っていくことが望まれる。 
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技
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各
技
術
検
討
項
目
に
対
す
る
既
存
技
術
の
整
理
と
課
題
抽
出
の
概
要
一
覧
表
②

 
  

 
定
量
化
す
べ
き
情
報
 

技
術
検
討
項
目
 

安
全
性
へ
の
影
響
の
意
味
の
整
理
 

（
定
量
評
価
対
象
の
解
釈
）
 

安
全
性
へ
の
影
響
を
示
す
指
標
 

既
存
の
解
析
技
術
 

（
指
標
を
時
間
依
存
で
解
析
で
き
る
技
術
）
 

既
存
解
析
的
評
価
技
術
の
現
状
レ
ベ
ル
（
○
）
と
課
題
（
●
）
 

本
事
業
で
の
取
り
組
み
 

（
1）
 

操
業

期
間

中
の

安
全

性
へ

の
影 響
  

①
回
収
可
能
性

維
持
期
間
中
の

開
放
坑
道
の
安

全
性
へ
の
影
響
 

1)
開
放
坑
道

内
の
作
業
空

間
の
安
全
性
 

a.
 開
放
坑
道

の
健
全
性（
空

間
安
定
性
）
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
が
長
く
な
る
ほ
ど
、
開
放

坑
道
の
周
辺
岩
盤
の
変
形
（
坑
道
構
築
時
の
応
力
再
配

分
、
ク
リ
ー
プ
変
形
、
化
学
的
・
熱
的
影
響
に
よ
る
変

形
・
強
度
特
性
の
変
化
、
支
保
工
の
変
形
）
や
支
保
工

の
劣
化
・
変
形
（
鋼
材
の
腐
食
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
セ

メ
ン
ト
溶
脱
・
ひ
び
割
れ
・
中
性
化
）
が
進
行
す
る
。
 

そ
の
た
め
、
事
業
期
間
（
維
持
期
間
）
中
の
安
全
対

策
の
一
つ
で
あ
る
「
空
洞
の
力
学
的
安
定
性
の
確
保
」

へ
の
影
響
が
大
き
く
な
る
こ
と
か
ら
、
数
百
年
に
及
ぶ

力
学
的
安
定
性
の
変
化
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必
要

が
あ
る
。
 

〇
岩
盤
の
ひ
ず
み
、
応
力
（
坑
道
設

計
時
に
用
い
る
指
標
）
 

〇
支
保
部
材
の
応
力
（
坑
道
設
計
時

に
用
い
る
指
標
）
 

〇
内
空
変
位
速
度
（
坑
道
維
持
管
理

に
用
い
る
指
標
）
 

※
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
ひ
び
割
れ
幅

や
長
さ
（
坑
道
維
持
管
理
に
用
い

る
指
標
）
 

〇
粘
弾
性
解
析
、
粘
弾
塑
性
解
析
 

構
成
モ
デ
ル
（
力
学
モ
デ
ル
）
と
し
て
大
久

保
モ
デ
ル
や
地
山
劣
化
モ
デ
ル
を
導
入
 

   ※
亀
裂
進
展
問
題
に
対
す
る
数
値
解
析
手
法
や

コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
ひ
び
割
れ
の
発
生
・
進
展

の
予
測
解
析
手
法
の
研
究
例
は
あ
る
が
、
研

究
段
階
で
、
解
析
的
な
予
測
は
困
難
 

〇
数
百
年
に
及
ぶ
開
放
期
間
を
想
定
し
た
解
析
的
評
価
例
は
な
い
 

○
埋
め
戻
さ
れ
た
坑
道
に
対
し
て
ク
リ
ー
プ
を
考
慮
し
た
大
久
保
モ
デ

ル
を
導
入
し
た
解
析
例
は
あ
り
 

〇
計
測
さ
れ
た
内
空
変
位
速
度
か
ら
地
山
の
劣
化
の
進
行
を
仮
定
す
る

地
山
劣
化
モ
デ
ル
を
導
入
し
た
解
析
例
は
あ
り
 

●
支
保
工
の
劣
化
に
よ
る
剛
性
低
下
等
、
物
性
値
の
時
間
変
化
の
設
定
 

●
一
般
土
木
構
造
物
よ
り
も
、
よ
り
長
期
間
に
対
応
し
た
坑
道
の
力
学

的
安
定
性
評
価
基
準
の
設
定
 

●
内
空
変
位
速
度
の
坑
道
の
力
学
的
安
定
性
評
価
指
標
へ
の
適
用
性
検

討
（
サ
イ
ト
選
定
段
階
で
の
適
用
は
入
力
値
の
設
定
方
法
が
困
難
）
 

〇
周
辺
岩
盤
や
支
保
工
を
連
続
体
と
し
て
、
ク
リ

ー
プ
を
考
慮
し
た
大
久
保
モ
デ
ル
を
導
入
し
、

吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
溶
脱
に
よ
る
支
保
工

の
剛
性
の
低
下
を
想
定
し
た
開
放
坑
道
の
解
析

的
評
価
方
法
を
検
討
 

〇
支
保
工
の
劣
化
現
象
に
関
す
る
地
球
化
学
解
析

か
ら
の
情
報
の
反
映
方
法
を
検
討
 

〇
坑
道
の
力
学
的
安
定
性
評
価
基
準
の
研
究
事
例

調
査
と
検
討
 

〇
解
析
結
果
を
用
い
た
、
内
空
変
位
速
度
の
坑
道

の
力
学
的
安
定
性
評
価
指
標
へ
の
適
用
性
検
討
 

b.
 開
放
坑
道

内
（
作
業
空

間
）へ
の
廃
棄

体
か
ら
の
熱

影
響
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
に
、
開
放
坑
道
内
の
温

度
、
特
に
廃
棄
体
が
定
置
さ
れ
た
処
分
坑
道
の
坑
内
温

度
が
、
廃
棄
体
の
発
熱
量
の
経
時
変
化
と
空
気
の
対
流

に
よ
っ
て
変
化
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

そ
の
た
め
、
事
業
期
間
（
維
持
期
間
）
中
の
安
全
対

策
の
一
つ
で
あ
る「
作
業
環
境
の
維
持
」の
た
め
の「
換

気
経
路
の
確
保
」
が
必
須
と
な
る
こ
と
か
ら
、
維
持
期

間
中
の
開
放
坑
道
に
対
し
て
、
廃
棄
体
か
ら
の
熱
影
響

を
定
量
的
に
評
価
し
た
上
で
、
「
換
気
経
路
の
確
保
」

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

な
お
、
廃
棄
体
の
発
熱
は
、
周
辺
岩
盤
や
支
保
工
の

変
形
・
強
度
特
性
変
化
に
も
影
響
す
る
可
能
性
あ
り
。
 

〇
坑
内
温
度
 

（
労
働
安
全
衛
生
規
則
の
第
六
百

十
一
条
に
定
め
ら
れ
た
気
温
三

十
七
度
以
下
）
 

 

〇
伝
導
伝
熱
（
熱
伝
導
）
解
析
 

〇
対
流
熱
伝
達
（
熱
流
体
）
解
析
 

〇
ふ
く
射
伝
熱
解
析
 

 ※
換
気
は
建
設
段
階
に
お
い
て
も
必
須
で
あ

り
、
一
般
の
ト
ン
ネ
ル
の
建
設
計
画
時
に
用

い
ら
れ
て
い
る
換
気
設
計
技
術
指
針
が
あ
る
 

○
廃
棄
体
を
定
置
し
た
状
態
の
開
放
坑
道
を
対
象
と
し
て
、
換
気
が
無

い
状
態
で
の
評
価
期
間
1,
00
0年
の
伝
導
伝
熱
（
熱
伝
導
）
解
析
的
評

価
例
あ
り
 

〇
換
気
設
計
指
針
に
基
づ
く
、
処
分
場
レ
イ
ア
ウ
ト
を
考
慮
し
た
換
気

（
冷
房
）
設
備
の
検
討
例
あ
り
 

●
対
流
熱
伝
達
（
熱
流
体
）
解
析
、
及
び
ふ
く
射
伝
熱
解
析
は
、
非
線

形
性
が
強
い
解
析
を
非
定
常
で
実
施
す
る
必
要
が
あ
り
、
収
束
性
や

計
算
規
模
の
面
か
ら
実
施
は
容
易
で
は
な
く
、
必
要
な
定
数
を
実
験

等
に
よ
り
求
め
る
必
要
が
あ
る
 

●
廃
棄
体
が
定
置
さ
れ
た
開
放
坑
道
の
熱
影
響
を
考
慮
し
た
換
気
検
討
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
 

②
回
収
作
業
時

の
安
全
性
へ
の

影
響
（
回
収
を

実
施
す
る
場

合
）
 

 

1)
回
収
時
に

再
利
用
す
る

坑
道
内
の
作

業
空
間
の
安

全
性
 

a.
 埋
め
戻
し

た
坑
道
の
再

利
用
時
の
健

全
性
 

埋
め
戻
し
た
後
の
回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
が
長

く
な
る
ほ
ど
、
埋
め
戻
し
た
坑
道
の
周
辺
岩
盤
の
変
形

や
支
保
工
の
劣
化
・
変
形
が
進
行
し
、
加
え
て
、
再
掘

削
時
の
開
放
力
や
再
掘
削
ま
で
の
埋
め
戻
し
材
の
浸

潤
に
伴
う
変
形
特
性
・
膨
潤
圧
の
変
化
に
よ
る
岩
盤
や

支
保
工
の
変
形
も
考
え
ら
れ
る
。
 

そ
の
た
め
、
事
業
期
間
（
維
持
期
間
）
中
の
安
全
対

策
の
一
つ
で
あ
る
「
空
洞
の
力
学
的
安
定
性
の
確
保
」

へ
の
影
響
が
大
き
く
な
る
こ
と
か
ら
、
埋
め
戻
し
た
坑

道
の
再
利
用
時
の
力
学
的
安
定
性
（
数
百
年
に
及
ぶ
変

化
）
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
岩
盤
の
ひ
ず
み
、
応
力
（
坑
道
設

計
時
に
用
い
る
指
標
）
 

〇
支
保
部
材
の
応
力
（
坑
道
設
計
時

に
用
い
る
指
標
）
 

〇
内
空
変
位
速
度
（
坑
道
維
持
管
理

に
用
い
る
指
標
、
再
掘
削
後
以
降

の
坑
道
を
念
頭
に
お
い
た
指
標
）
 

※
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
ひ
び
割
れ
幅

や
長
さ
（
坑
道
維
持
管
理
に
用
い

る
指
標
）
 

(1
)①
1)
a.
開
放
坑
道
の
健
全
性
に
同
じ
 

 
〇
埋
め
戻
し
た
坑
道
の
再
利
用
を
想
定
し
た
解
析
的
評
価
例
は
な
い
 

○
埋
め
戻
し
材
及
び
支
保
工
を
考
慮
し
て
い
な
い
が
、
埋
め
戻
さ
れ
た

坑
道
に
対
し
て
ク
リ
ー
プ
を
考
慮
し
た
大
久
保
モ
デ
ル
を
導
入
し
た

解
析
例
は
あ
り
 

〇
計
測
さ
れ
た
内
空
変
位
速
度
か
ら
地
山
の
劣
化
の
進
行
を
仮
定
す
る

地
山
劣
化
モ
デ
ル
を
導
入
し
た
解
析
例
は
あ
り
 

●
支
保
工
の
劣
化
に
よ
る
剛
性
低
下
等
、
物
性
値
の
時
間
変
化
の
設
定
 

●
一
般
土
木
構
造
物
よ
り
も
、
よ
り
長
期
間
に
対
応
し
た
坑
道
の
力
学

的
安
定
性
評
価
基
準
の
設
定
 

●
再
利
用
時
に
お
け
る
内
空
変
位
速
度
の
坑
道
の
力
学
的
安
定
性
評
価

指
標
へ
の
適
用
性
検
討
（
サ
イ
ト
選
定
段
階
で
の
適
用
は
入
力
値
の

設
定
方
法
が
困
難
）
 

〇
周
辺
岩
盤
や
支
保
工
を
連
続
体
と
し
て
、
ク
リ

ー
プ
を
考
慮
し
た
大
久
保
モ
デ
ル
を
導
入
し
、

吹
付
け
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
溶
脱
に
よ
る
支
保
工

の
剛
性
の
低
下
を
想
定
し
た
埋
め
戻
し
た
坑
道

の
解
析
的
評
価
方
法
を
検
討
 

〇
埋
め
戻
し
材
の
膨
潤
圧
及
び
剛
性
低
下
を
考
慮

し
た
解
析
的
評
価
方
法
を
検
討
 

〇
支
保
工
の
劣
化
現
象
に
関
す
る
地
球
化
学
解
析

か
ら
の
情
報
の
反
映
方
法
を
検
討
 

〇
坑
道
の
力
学
的
安
定
性
評
価
基
準
の
研
究
事
例

調
査
と
検
討
 

b.
 再
利
用
す

る
坑
道
内（
作

業
 
空
間
）へ
の
廃

棄
体
か
ら
の

熱
影
響
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
に
、
埋
め
戻
し
た
坑
道

の
坑
内
温
度
が
廃
棄
体
の
発
熱
量
の
経
時
変
化
し
、
再

掘
削
時
の
時
期
等
に
応
じ
て
坑
内
温
度
が
変
化
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

そ
の
た
め
、
事
業
期
間
（
維
持
期
間
）
中
の
安
全
対

策
の
一
つ
で
あ
る「
作
業
環
境
の
維
持
」の
た
め
の「
換

気
経
路
の
確
保
」
が
必
須
と
な
る
こ
と
か
ら
、
再
利
用

す
る
坑
道
に
対
し
て
、
廃
棄
体
か
ら
の
熱
影
響
を
定
量

的
に
評
価
し
た
上
で
、
「
換
気
経
路
の
確
保
」
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
。
 

な
お
、
廃
棄
体
の
発
熱
は
、
周
辺
岩
盤
や
支
保
工
の

変
形
・
強
度
特
性
変
化
に
も
影
響
す
る
可
能
性
あ
り
。
 

(1
)①
1)
b.
開
放
坑
道
内
へ
の
廃
棄

体
か
ら
の
熱
影
響
に
同
じ
 

 

(1
)①
1)
b.
開
放
坑
道
内
へ
の
廃
棄
体
か
ら
の

熱
影
響
に
同
じ
 

 

○
廃
棄
体
を
定
置
し
た
状
態
の
埋
め
戻
し
た
坑
道
を
対
象
と
し
て
、
換

気
が
無
い
状
態
で
の
評
価
期
間
1,
00
0年
の
伝
導
伝
熱
（
熱
伝
導
）
解

析
的
評
価
例
あ
り
 

〇
換
気
設
計
指
針
に
基
づ
く
、
処
分
場
レ
イ
ア
ウ
ト
を
考
慮
し
た
換
気

（
冷
房
）
設
備
の
検
討
例
あ
り
 

●
対
流
熱
伝
達
（
熱
流
体
）
解
析
、
及
び
ふ
く
射
伝
熱
解
析
は
、
非
線

形
性
が
強
い
解
析
を
非
定
常
で
実
施
す
る
必
要
が
あ
り
、
収
束
性
や

計
算
規
模
の
面
か
ら
実
施
は
容
易
で
は
な
く
、
必
要
な
定
数
を
実
験

等
に
よ
り
求
め
る
必
要
が
あ
る
 

●
廃
棄
体
定
置
後
一
定
期
間
埋
め
戻
さ
れ
た
坑
道
を
再
利
用
す
る
と
き

の
換
気
検
討
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
 

2）
回
収
時
の
廃
棄
体
容
器
の
健

全
性
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
が
長
く
な
る
ほ
ど
、
処
分

坑
道
内
の
空
気
（
酸
素
）
、
地
下
水
、
熱
の
影
響
に
よ

る
廃
棄
体
容
器
の
腐
食
が
進
行
す
る
。
 

そ
の
た
め
、
オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
の
設
計
要
件
で
あ
る

「
耐
食
性
」
や
「
耐
圧
性
」
等
へ
の
影
響
が
大
き
く
な

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
、
回
収
段
階
に
お
い
て
も
「
構
造

健
全
性
を
維
持
し
、
閉
じ
込
め
性
を
損
な
わ
な
い
こ

と
」
が
求
め
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
坑
道

の
埋
め
戻
し
状
態
や
人
工
バ
リ
ア
の
環
境
条
件
を
考

慮
し
た
廃
棄
体
容
器
の
健
全
性
の
変
化
を
定
量
的
に

評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
廃
棄
体
容
器
（
オ
ー
バ
ー
パ
ッ

ク
）
の
腐
食
深
さ
 

〇
腐
食
解
析
 

  

○
回
収
可
能
性
維
持
期
間
を
対
象
と
し
て
、
坑
道
の
埋
め
戻
し
状
態
の

違
い
を
考
慮
し
た
評
価
期
間
10
0年
の
腐
食
解
析
例
あ
り
 

●
温
度
、
地
下
水
、
空
気
（
酸
素
）
な
ど
の
人
工
バ
リ
ア
の
環
境
条
件

を
よ
り
現
実
的
な
設
定
と
し
た
解
析
 

●
回
収
時
に
は
評
価
上
は
把
持
部
の
溶
接
部
が
厳
し
く
な
る
可
能
性
が

あ
る
た
め
、
把
持
部
に
対
す
る
評
価
指
標
や
構
造
検
討
の
範
囲
の
検

討
が
必
要
 

●
腐
食
の
定
量
評
価
が
困
難
な
場
合
に
は
、
腐
食
し
な
い
よ
う
な
対
策

の
検
討
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
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定
量
化
す
べ

き
情
報
 

技
術
検
討
項
目
 

安
全
性
へ
の
影
響
の
意
味
の
整
理
 

（
定
量
評
価
対
象
の
解
釈
）
 

安
全
性
へ
の
影
響
を
示
す
指
標
 

既
存
の
解
析
技
術
 

（
指
標
を
時
間
依
存
で
解
析
で
き
る
技
術
）
 

既
存
解
析
的
評
価
技
術
の
現
状
レ
ベ
ル
（
○
）
と
課
題
（
●
）
 

本
事
業
で
の
取
り
組
み
 

（
2）
 

閉
鎖
後
長
期

の
安
全
性
へ

の
影
響
 

 

1)
回
収
可
能
性

維
持
期
間
中
の

開
放
坑
道
の
存

在
に
伴
う
人
工

バ
リ
ア
等
に
期

待
す
る
安
全
機

能
へ
の
影
響
 

a.
開
放
坑
道
を
介

し
た
空
気
(酸
素
)

の
持
ち
込
み
に
よ

る
人
工
バ
リ
ア
等

の
地
下
構
造
物
の

機
能
劣
化
等
の
影

響
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
が
長
く
な
る
ほ
ど
、開
放
坑
道

を
介
し
た
空
気
（
酸
素
）
の
持
ち
込
み
に
よ
り
、
人
工
バ
リ

ア
の
う
ち
廃
棄
体
容
器
（
オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
）
の
腐
食
が
進

行
し
、
安
全
機
能
で
あ
る
「
放
射
性
物
質
の
浸
出
抑
制
」
の

技
術
要
件（
基
本
的
な
バ
リ
ア
性
能
の
確
保
）と
し
て
の「
耐

食
性
」、
「
構
造
健
全
性
」、
「
溶
接
部
耐
食
性
・
構
造
健
全
性
」

に
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

そ
の
た
め
、回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
を

介
し
た
酸
素
の
持
ち
込
み
に
よ
り
、廃
棄
体
容
器
の
腐
食
量

が
ど
の
程
度
変
化
す
る
か
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必
要
が

あ
る
。
 

〇
廃
棄
体
容
器
（
オ
ー
バ
ー
パ
ッ

ク
）
の
腐
食
深
さ
 

〇
腐
食
解
析
 

〇
回
収
可
能
性
維
持
期
間
を
対
象
と
し
て
、
坑
道
の
埋
め
戻
し
状
態
の

違
い
を
考
慮
し
た
評
価
期
間
10
0年
の
腐
食
解
析
例
あ
り
 

●
温
度
、
地
下
水
、
空
気
（
酸
素
）
な
ど
の
人
工
バ
リ
ア
の
環
境
条
件

を
よ
り
現
実
的
な
設
定
と
し
た
解
析
 

●
腐
食
の
定
量
評
価
が
困
難
な
場
合
に
は
腐
食
し
な
い
よ
う
な
対
策
の

検
討
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
 

ｂ
.廃
棄
体
か
ら
の

熱
に
よ
る
影
響
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
の
存
在
に
伴

い
、廃
棄
体
か
ら
の
熱
影
響
に
よ
り
緩
衝
材
の
材
料
が
変
質

し
、
特
に
緩
衝
材
の
粘
土
成
分
の
イ
ラ
イ
ト
化
は
、
安
全
機

能
の
一
つ
で
あ
る
「
放
射
性
物
質
の
移
行
抑
制
」
に
お
け
る

緩
衝
材
の
技
術
要
件
（
基
本
的
な
バ
リ
ア
性
能
の
確
保
）
で

も
あ
る
「
低
透
水
性
」
、
「
コ
ロ
イ
ド
ろ
過
能
」
、
「
収
着

性
」
に
影
響
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 

一
方
で
、緩
衝
材
の
熱
に
よ
る
変
質
を
回
避
す
る
観
点
か

ら
廃
棄
体
の
埋
設
密
度
な
ど
の
設
定
が
行
わ
れ
る
こ
と
と

な
る
。
そ
の
た
め
、
基
本
的
に
は
緩
衝
材
の
熱
影
響
に
対
す

る
定
量
評
価
は
必
要
な
い
が
、回
収
維
持
期
間
中
の
維
持
状

態
に
よ
っ
て
は
、
廃
棄
体
か
ら
の
熱
に
よ
る
影
響
に
よ
り
、

緩
衝
材
が
ど
の
程
度
変
化
す
る
か
の
定
量
的
な
評
価
が
必

要
と
な
る
場
合
が
あ
る
。
 

な
お
、
オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク
の
鋼
製
材
料
は
、
良
好
な
耐
熱

性
を
有
し
て
い
る
。
 

〇
緩
衝
材
の
材
料
中
の
粘
土
成
分

（
モ
ン
モ
リ
ロ
ナ
イ
ト
）
の
量
 

〇
速
度
論
に
基
づ
く
イ
ラ
イ
ト
化
率
解
析
 

〇
廃
棄
体
定
置
後
す
ぐ
に
埋
め
戻
さ
れ
、
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
が
飽
和
し
た

条
件
下
で
の
緩
衝
材
温
度
の
経
時
変
化
を
考
慮
し
、
室
内
試
験
や
天

然
の
イ
ラ
イ
ト
化
事
例
の
研
究
か
ら
導
出
さ
れ
た
複
数
の
速
度
反
応

式
を
用
い
た
評
価
期
間
10
0万
年
の
イ
ラ
イ
ト
化
率
解
析
例
な
ど
 

●
開
放
坑
道
を
想
定
し
た
緩
衝
材
温
度
の
評
価
と
そ
れ
に
基
づ
く
イ
ラ

イ
ト
化
率
の
解
析
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
 

c.
坑
道
開
放
期
間

中
に
継
続
す
る
坑

内
湧
水
に
よ
る
影

響
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
へ
の
湧
水（
＋

酸
素
・
熱
）
が
継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
オ
ー
バ
ー
パ
ッ
ク

の
腐
食
が
進
行
し
、
技
術
要
件
（
基
本
的
な
バ
リ
ア
性
能
の

確
保
）
と
し
て
の
「
耐
食
性
」、
「
構
造
健
全
性
」、
「
溶
接
部

耐
食
性
・
構
造
健
全
性
」
に
影
響
を
及
ぼ
す
よ
う
に
な
る
と

考
え
ら
れ
る
。
ま
た
維
持
期
間
が
長
く
な
る
ほ
ど
、
湧
水
に

よ
る
緩
衝
材
、
埋
め
戻
し
材
、
止
水
プ
ラ
グ
の
ベ
ン
ト
ナ
イ

ト
の
流
出
が
進
行
し
、
安
全
機
能
で
あ
る
「
放
射
性
物
質
の

移
行
抑
制
」
に
変
化
を
及
ぼ
す
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
 

そ
の
た
め
、回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
坑
道
開
放
期

間
中
に
継
続
す
る
坑
内
湧
水
の
影
響
に
よ
り
、廃
棄
体
容
器

の
腐
食
量
が
ど
の
程
度
変
化
す
る
か
を
定
量
的
に
評
価
す

る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
緩
衝
材
、
埋
め
戻
し
材
、
止
水
プ

ラ
グ
の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
流
出
が
ど
の
程
度
変
化
す
る
か
を

定
量
的
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
廃
棄
体
容
器
（
オ
ー
バ
ー
パ
ッ

ク
）
と
そ
の
溶
接
部
の
材
料
、
形

状
・
厚
さ
 

〇
緩
衝
材
、
埋
め
戻
し
材
及
び
止
水

プ
ラ
グ
の
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
含
有

量
、
乾
燥
密
度
（
密
度
）
 

〇
腐
食
解
析
 

  ※
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
流
出
現
象
そ
の
も
の
の
解
析

技
術
は
あ
る
が
、
研
究
段
階
で
、
解
析
的
な

予
測
は
困
難
 

※
実
験
結
果
を
用
い
て
、
湧
水
量
か
ら
緩
衝
材

流
出
量
を
予
測
（
別
事
業
で
あ
る
ニ
ア
フ
ィ

ー
ル
ド
シ
ス
テ
ム
評
価
確
証
技
術
開
発
に
て

検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
）
 

⇒
〇
坑
内
湧
水
量
を
予
測
す
る
地
下
水
流
動
解

析
技
術
と
し
て
以
下
が
あ
る
 

・
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
 

・
多
相
流
解
析
 

腐
食
解
析
 

〇
回
収
可
能
性
維
持
期
間
を
対
象
と
し
て
、
坑
道
の
埋
め
戻
し
状
態
の

違
い
を
考
慮
し
た
評
価
期
間
10
0年
の
腐
食
解
析
例
あ
り
 

●
温
度
、
地
下
水
、
空
気
（
酸
素
）
な
ど
の
人
工
バ
リ
ア
の
環
境
条
件

に
つ
い
て
、
よ
り
現
実
的
な
設
定
で
の
解
析
 

●
腐
食
の
定
量
評
価
が
困
難
な
場
合
に
は
腐
食
し
な
い
よ
う
な
対
策
の

検
討
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
大
規
模
地
下
空
洞
の
建
設
・
操
業
に
伴
う
地
下
水
流
動
状
況
を
再
現

し
た
解
析
例
あ
る
が
、
数
百
年
に
及
ぶ
開
放
期
間
を
想
定
し
た
解
析

的
評
価
例
は
な
い
 

●
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
多
相
流
解
析
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を
踏

ま
え
た
手
法
の
選
択
と
そ
の
体
系
化
 

腐
食
解
析
 

※
既
往
の
類
似
評
価
検
討
例
が
あ
る
た
め
、
本
事

業
で
は
本
技
術
検
討
項
目
の
取
り
組
み
は
実
施

し
て
い
な
い
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
坑
道
安
定
性
評
価
の
解
析
結
果
に
基
づ
き
、
坑

道
周
辺
の
水
理
特
性
の
変
化
を
考
慮
し
た
解
析

的
評
価
方
法
の
検
討
 

〇
数
百
年
に
及
ぶ
開
放
期
間
を
想
定
し
た
解
析
的

評
価
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表
 3

.2
-3
 
各
技
術
検
討
項
目
に
対
す
る
既
存
技
術
の
整
理
と
課
題
抽
出
の
概
要
一
覧
表
③

 

     

定
量
化
す
べ

き
情
報
 

技
術
検
討
項
目
 

安
全
性
へ
の
影
響
の
意
味
の
整
理
 

（
定
量
評
価
対
象
の
解
釈
）
 

安
全
性
へ
の
影
響
を
示
す
指
標
 

既
存
の
解
析
技
術
 

（
指
標
を
時
間
依
存
で
解
析
で
き
る
技
術
）
 

既
存
解
析
的
評
価
技
術
の
現
状
レ
ベ
ル
（
○
）
と
課
題
（
●
）
 

本
事
業
で
の
取
り
組
み
 

（
2）
 

閉
鎖
後
長
期

の
安
全
性
へ

の
影
響
 

 

2)
回
収
可
能
性

維
持
期
間
中
の

開
放
坑
道
の
存

在
に
伴
う
天
然

バ
リ
ア
（
母
岩
）

に
期
待
す
る
安

全
機
能
へ
の
影

響
 

a.
地
下
水
の
引
き

込
み
に
よ
る
擾
乱

影
響
の
範
囲
と
程

度（
化
学
組
成
の
異

な
る
地
下
水
の
引

き
込
み
の
影
響
）
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
へ
の
湧
水
が

継
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、処
分
場
周
辺
の
化
学
組
成
の
異
な

る
地
下
水
が
引
き
込
ま
れ
、岩
石
－
水
反
応
が
進
行
し
、「
母

岩
の
好
ま
し
い
特
性
」に
変
化
を
及
ぼ
す
よ
う
に
な
る
と
考

え
ら
れ
る
。
特
に
母
岩
の
化
学
環
境
の
変
化
は
、
安
全
確
保

の
基
本
概
念
と
な
る
「
閉
鎖
後
閉
じ
込
め
」
の
安
全
機
能
の

一
つ
で
あ
る
「
放
射
性
物
質
の
移
行
抑
制
」
に
影
響
す
る
。 

そ
の
た
め
、回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
に

よ
り
、
母
岩
の
化
学
環
境
が
ど
の
程
度
変
化
し
、
ま
た
そ
の

変
化
が
ど
の
範
囲
ま
で
及
ぶ
か
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必

要
が
あ
る
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
は
地
下
水
流
動
の
変
遷
も

定
量
的
に
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
地
下
水
の
pH
、
酸
化
還
元
電
位
 

（
岩
盤
中
の
地
下
水
の
pH
や
酸
化

還
元
電
位
の
変
化
が
、
放
射
性
物

質
の
難
溶
性
、
収
着
遅
延
性
と
バ

リ
ア
材
料
の
安
定
性
の
変
化
を

支
配
す
る
た
め
）
 

〇
地
球
化
学
解
析
 

⇒
〇
地
下
水
流
動
の
変
遷
を
定
量
化
す
る
た
め

の
地
下
水
流
動
解
析
と
し
て
以
下
が
あ
る
 

・
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
 

・
多
相
流
解
析
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
高
pH
地
下
水
に
よ
る
天
然
バ
リ
ア
の
変
質
に
関
す
る
解
析
例
は
あ
る

が
、
化
学
組
成
の
異
な
る
地
下
水
の
引
き
込
み
を
対
象
と
し
た
解
析

評
価
的
例
は
な
い
 

●
反
応
速
度
を
含
む
熱
力
学
デ
ー
タ
の
整
備
 

●
鉱
物
や
溶
解
モ
デ
ル
の
設
定
（
一
般
化
し
た
解
析
は
で
き
な
い
）
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
海
水
準
変
動
の
低
下
に
伴
う
淡
水
に
よ
る
地
下
水
塩
濃
度
変
化
の
長

期
的
変
遷
を
考
慮
し
た
解
析
例
や
大
規
模
地
下
空
洞
の
建
設
・
操
業

に
伴
う
地
下
水
流
動
状
況
を
再
現
し
た
解
析
例
が
あ
る
が
、
地
下
水

の
引
き
込
み
に
よ
る
擾
乱
影
響
の
範
囲
と
程
度
を
対
象
と
し
た
解
析

的
評
価
例
は
な
い
 

●
地
下
水
の
引
き
込
み
に
よ
る
擾
乱
影
響
の
範
囲
と
程
度
を
対
象
と
し

た
解
析
手
法
の
具
体
化
 

●
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情
報
の
引
き
渡
し
な
ど

の
手
法
の
体
系
化
及
び
具
体
化
 

●
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
多
相
流
解
析
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を
踏

ま
え
た
手
法
の
選
択
と
そ
の
体
系
化
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
高
Cl
-濃
度
の
還
元
性
地
下
水
中
に
淡
水
の
酸

化
性
地
下
水
を
引
き
込
む
際
の
鉱
物
反
応
を
考

慮
し
た
解
析
的
評
価
方
法
の
検
討
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
流
跡
線
分
布
に
基
づ
く
地
下
水
の
引
き
込
み
範

囲
と
程
度
の
解
析
的
評
価
方
法
の
検
討
 

〇
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情

報
の
引
き
渡
し
な
ど
の
手
法
の
体
系
化
及
び
具

体
化
 

b.
開
放
坑
道
を
介

し
た
酸
素
の
供
給

や
乾
燥
環
境
の
持

ち
込
み
に
よ
る
母

岩
側
へ
の
影
響
範

囲
と
程
度
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
に
坑
道
が
開
放
さ
れ
、換
気

が
実
施
・
継
続
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
壁
面
か
ら
支
保
工
や

岩
盤
へ
酸
素
が
供
給
さ
れ
、坑
道
周
辺
に
お
け
る
水
理
学
的

な
不
飽
和
領
域
の
形
成
や
化
学
的
な
酸
化
領
域
の
形
成
が

進
展
し
、
「
母
岩
の
好
ま
し
い
特
性
」
に
変
化
を
及
ぼ
す
よ

う
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。特
に
母
岩
の
化
学
環
境
の
変
化

は
、
安
全
確
保
の
基
本
概
念
と
な
る
「
閉
鎖
後
閉
じ
込
め
」

の
安
全
機
能
の
一
つ
で
あ
る
「
放
射
性
物
質
の
移
行
抑
制
」

に
影
響
す
る
。
 

そ
の
た
め
、回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
に

よ
り
、
母
岩
の
化
学
環
境
が
ど
の
程
度
変
化
し
、
ま
た
そ
の

変
化
が
ど
の
範
囲
ま
で
及
ぶ
か
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必

要
が
あ
る
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
は
坑
道
近
傍
の
地
下
水
流

動
の
変
化
も
定
量
的
に
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
地
下
水
の
pH
、
酸
化
還
元
電
位
 

（
岩
盤
中
の
地
下
水
の
pH
や
酸
化

還
元
電
位
の
変
化
が
、
放
射
性
物

質
の
難
溶
性
、
収
着
遅
延
性
と
バ

リ
ア
材
料
の
安
定
性
の
変
化
を

支
配
す
る
た
め
）
 

〇
地
球
化
学
解
析
 

⇒
〇
不
飽
和
領
域
を
定
量
化
す
る
た
め
の
地
下

水
流
動
解
析
と
し
て
以
下
が
あ
る
 

・
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
 

・
多
相
流
解
析
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
高
pH
地
下
水
に
よ
る
天
然
バ
リ
ア
の
変
質
に
関
す
る
解
析
例
は
あ
る

が
、
酸
素
の
供
給
や
乾
燥
環
境
の
持
ち
込
み
に
よ
る
母
岩
側
へ
の
影

響
範
囲
と
程
度
を
対
象
と
し
た
解
析
評
価
的
例
は
な
い
 

●
反
応
速
度
を
含
む
熱
力
学
デ
ー
タ
の
整
備
 

●
鉱
物
や
溶
解
モ
デ
ル
の
設
定
（
一
般
化
し
た
解
析
は
で
き
な
い
）
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
TR
U廃
棄
物
処
分
の
ガ
ス
移
行
を
考
慮
し
た
間
隙
圧
力
等
の
経
時
変

化
の
解
析
例
は
あ
る
が
、
酸
素
の
供
給
や
乾
燥
環
境
の
持
ち
込
み
に

よ
る
母
岩
側
へ
の
影
響
範
囲
と
程
度
を
対
象
と
し
た
解
析
評
価
的
例

は
な
い
 

●
解
析
に
必
要
な
不
飽
和
特
性
の
設
定
 

●
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
多
相
流
解
析
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を
踏

ま
え
た
手
法
の
選
択
と
そ
の
体
系
化
 

●
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情
報
の
引
き
渡
し
な
ど

の
手
法
の
体
系
化
及
び
具
体
化
が
必
要
で
あ
る
。
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
開
放
坑
道
の
壁
面
を
介
し
て
酸
素
が
供
給
さ
れ

た
際
の
鉱
物
反
応
を
考
慮
し
た
ニ
ア
フ
ィ
ー
ル

ド
へ
の
影
響
に
対
す
る
解
析
的
評
価
方
法
の
検

討
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
酸
化
性
雰
囲
気
（
不
飽
和
領
域
）
の
発
生
状
況

の
解
析
的
評
価
と
不
飽
和
領
域
の
設
定
方
法
の

検
討
 

〇
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
二
相
流
解
析
の

結
果
比
較
に
よ
る
手
法
の
具
体
化
 

〇
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情

報
の
引
き
渡
し
な
ど
の
手
法
の
体
系
化
及
び
具

体
化
 

c.
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン

（
建
設
前
の
元
の

地
下
環
境
の
状
態
）

へ
の
回
復
過
程
と

回
復
の
程
度
 

回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
に
お
け
る
湧
水
や
酸
素
の

供
給
等
に
よ
っ
て
生
じ
た
化
学
環
境
及
び
水
理
場
の
変
化

の
程
度
が
、閉
鎖
後
の
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
へ
の
回
復
過
程
と
回

復
程
度
に
影
響
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。こ
れ
ら
の
母
岩

の
化
学
環
境
及
び
水
理
場
の
変
化
は
、安
全
確
保
の
基
本
概

念
と
な
る
「
閉
鎖
後
閉
じ
込
め
」
の
安
全
機
能
の
一
つ
で
あ

る
「
放
射
性
物
質
の
移
行
抑
制
」
に
影
響
す
る
。
 

そ
の
た
め
、回
収
可
能
性
の
維
持
期
間
中
の
開
放
坑
道
に

よ
り
変
化
し
た
母
岩
の
化
学
環
境
及
び
水
理
場
が
、ベ
ー
ス

ラ
イ
ン
へ
と
回
復
す
る
際
の
ど
の
範
囲
ま
で
、ど
の
程
度
回

復
す
る
か
を
定
量
的
に
評
価
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

〇
地
下
水
の
pH
、
酸
化
還
元
電
位
 

（
岩
盤
中
の
地
下
水
の
pH
や
酸
化

還
元
電
位
の
変
化
が
、
放
射
性
物

質
の
難
溶
性
、
収
着
遅
延
性
と
バ

リ
ア
材
料
の
安
定
性
の
変
化
を

支
配
す
る
た
め
）
 

〇
地
下
水
流
速
 

（
地
下
水
流
速
が
遅
い
こ
と
が
、
放

射
性
物
質
の
移
行
抑
制
に
寄
与

す
る
た
め
）
 

〇
上
記
三
つ
の
指
標
が
好
ま
し
い

状
態
へ
移
行
す
る
ま
で
の
時
間
 

〇
地
球
化
学
解
析
 

〇
地
下
水
流
動
解
析
 

・
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
 

・
多
相
流
解
析
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
高
pH
地
下
水
に
よ
る
天
然
バ
リ
ア
の
変
質
に
関
す
る
解
析
例
は
あ
る

が
、
化
学
的
な
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
へ
の
回
復
過
程
と
回
復
の
程
度
を
対

象
と
し
た
解
析
評
価
的
例
は
な
い
 

●
反
応
速
度
を
含
む
熱
力
学
デ
ー
タ
の
整
備
 

●
鉱
物
や
溶
解
モ
デ
ル
の
設
定
（
一
般
化
し
た
解
析
は
で
き
な
い
）
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
TR
U廃
棄
物
処
分
を
対
象
と
し
た
単
一
廃
棄
体
定
置
抗
道
の
二
次
元

鉛
直
断
面
モ
デ
ル
に
よ
る
、
ガ
ス
移
行
を
考
慮
し
た
建
設
・
操
業
・

閉
鎖
の
過
程
で
の
気
液
の
挙
動
解
析
例
あ
り
 

●
広
域
か
つ
三
次
元
的
な
解
析
的
評
価
方
法
の
検
討
 

●
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
多
相
流
解
析
そ
れ
ぞ
れ
の
特
性
を
踏

ま
え
た
手
法
の
選
択
と
そ
の
体
系
化
 

●
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情
報
の
引
き
渡
し
な
ど

の
手
法
の
体
系
化
及
び
具
体
化
が
必
要
で
あ
る
。
 

地
球
化
学
解
析
 

〇
回
収
可
能
性
維
持
期
間
を
経
た
後
の
再
冠
水
時

の
鉱
物
反
応
を
考
慮
し
た
解
析
的
評
価
方
法
の

検
討
 

 地
下
水
流
動
解
析
 

〇
処
分
場
の
１
パ
ネ
ル
を
包
含
す
る
解
析
モ
デ
ル

に
よ
る
、
降
雨
に
よ
る
涵
養
を
考
慮
し
た
飽

和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
に
よ
る
再
冠
水
時
の

地
下
水
流
動
の
変
遷
を
把
握
す
る
た
め
の
解
析

的
評
価
方
法
の
検
討
 

〇
飽
和
・
不
飽
和
浸
透
流
解
析
と
二
相
流
解
析
の

結
果
比
較
に
よ
る
手
法
の
具
体
化
 

〇
地
下
水
流
動
解
析
か
ら
地
球
化
学
解
析
へ
の
情

報
の
引
き
渡
し
な
ど
の
手
法
の
体
系
化
及
び
具

体
化
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3.3 回収可能性維持期間の影響に関する定量的評価 

処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持したことによる安全性への影響の定量的な評価方法を示

すために、力学的・水理学的・化学的な各影響の試解析を通して評価方法の具体化を行った。ま

た、定量的評価を行ううえでの課題の抽出も行った。 

 

 検討方針と検討項目の概要 3.3.1

定量評価方法の具体化にあたっては、以下の方針に沿って検討を進めることとした。 

 

 方針 1：R&R検討会で示された技術検討項目に沿った検討を行う 

定量化に必要な技術検討項目については、R&R検討会においてまとめられており、前節の表 

3.2-1～表 3.2-3に示したように、本事業では、現段階では既往の類似検討例がない、あるいは

少なく、今後、定量的評価のための解析技術等の整備が必要となると考えられる以下の 6 項目

に対して、優先して安全性への影響の評価方法の具体化を行うこととした。 

 開放坑道の健全性（空間安定性） 

 埋め戻した坑道の再利用時の健全性 

 坑道開放期間中の継続する坑内湧水の影響 

 地下水の引き込みによる擾乱影響の程度と範囲 

 開放坑道を介した酸素の供給や乾燥環境の持ち込みによる母岩側への影響範囲と程度 

 ベースライン（建設前の元の地下環境の状態）への回復過程と回復の程度 

なお、開放坑道の健全性（空間安定性）、坑道開放期間中の継続する坑内湧水の影響、ベース

ラインへの回復過程と回復の程度については、平成 28年度より、具体的な力学的影響評価及び

水理学的影響評価の検討を行っている[4]、[6]。 

 

 方針 2：影響の定量的評価手法と安全性に対する影響を明確にした検討を行う 

方針 1で示した技術検討項目を定量的に評価する方法については、THMC（熱的（T）、水理

学的（H）、力学的（M）、化学的（C））の影響の観点からの取り組み方法がある。THMCを対

象とする場合には、THMCの複数の影響評価を同時に考慮する連成解析を用いることも考えら

れるが、本検討においては、THMCの各影響について、時間依存性による物性や境界条件の変

化の結果を引渡しながら複数の解析を段階的に実施する。これは、長期的な安全性に対する影

響低減技術の効果も含めた検討をするために、THMC それぞれの影響についての解析を行い、

影響要素を抽出するためである。 

 

 方針 3：時間変化を示すことのできる手法を用いる 

解析的評価方法として、回収可能性維持の影響を明らかにするために、回収維持のために地

下施設が開放されている期間による影響を定量化することが必要である。そのため、解析は非

定常解析を行うことを主とし、経時変化を示すことができるものとする。経時変化を明確とす

るために、モデル、前提条件等はできるだけ、シンプルなものとし、モデルの複雑さによって、
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現象の経時変化が明確にならないことを避けるものとする。また、多くの解析の前提条件、モ

デルはサイトの特性が反映されるべきものであるため、今後、サイトが具体的になった場合に、

その情報を取り込んだ解析ができる手法を検討対象とする。 

 

上記の検討方針、及び昨年度までに実施した検討結果を基に、本年度は以下を実施した。 

 

（1）技術検討項目に対する影響評価方法の整理 

各技術検討項目において着目する現象や影響を与える現象を抽出・整理し、3.2節で示した各技

術検討項目に対する影響評価方法の概要を示す。さらに、この技術検討項目に対する影響評価方

法の整理から、回収可能性維持期間に対する各影響評価方法がどのように位置付けられているの

かを示す。 

 

（2）回収可能性維持期間の影響評価方法の検討 

本年度は、以下の 1)～3)の解析的定量的評価等を実施することで、R&R検討会で示された定量

化に必要な技術検討項目に対する、回収可能性を維持した場合の安全性への影響の定量的評価方

法を示す。 

 

1）水理学的影響評価 

昨年度の検討により課題となった水理解析手法の適切な解析条件の設定や解析結果の妥当性に

係る課題についての検討を進めると共に、技術検討項目に関する定量評価方法を例示する。実施

内容は、水理解析の課題の検討として、不飽和領域に関する既往の知見の整理、不飽和領域の形

成や再冠水時間についての、設定パラメータの違いに関する感度解析、及び解析手法の違いによ

る影響の把握（飽和・不飽和浸透流解析、二相流解析等）を行い、解析手法の高度化のための検

討も実施する。また、技術検討項目に関する定量評価方法の例示として、坑道開放状態の維持に

よる地下水の引き込み影響の評価のために、流跡線解析（地下水流動の可視化）を実施する。ま

た、これらの結果については、必要に応じて種々の水理学的データを抽出し、「2) 化学的影響評

価」に引き渡す。 

 

2）化学的影響評価 

本年度は、技術検討項目に対応する化学的影響評価方法について具体化する。まず、昨年度ま

での検討結果や「1)水理学的影響評価」の結果等を参考にして、化学的影響評価のための解析モ

デルや解析条件を設定する。そして、化学反応・物質移行連成解析により、回収可能性維持によ

る地下水の pHの変化、酸化還元状態（Eh）の変化、ならびに、支保工などの地下構成要素（セ

メント系材料、鋼材）の劣化挙動を把握することにより、安全性への影響の評価方法の検討を行

う。 
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3）力学的影響評価 

上記の「2)化学的影響評価」の結果を基に、力学解析で使用する支保工等のパラメータの導出

を検討する。その結果と昨年度までの力学的解析の条件としていたパラメータとの比較により、

その適用性について確認する。また、回収時に再利用する坑道内の作業空間の安全性に関連して、

再掘削時の力学的影響評価方法についても検討する。 

 

 技術検討項目に対する影響評価方法の整理 3.3.2

(1) 検討対象とする現象のイメージ 

 技術検討項目として挙げられている内容に関わる現象や影響について、安全性への影響として

検討の対象となる現象について具体化を行った。ここでの対象は、横置き PEM方式した。評価

手法の検討の際は、適宜、竪置き定置方式についても対象としている。図 3.3.2-1にニアフィー

ルドにおけるにおいて起こりうる現象のイメージを示す。ニアフィールドでは、お互いが関連し

つつ様々な現象が起こると想定されることから、力学的影響、水理学的影響、化学的影響に分け

て図示した。また、ファーフィールドについて起こりうる現象のイメージを

 
図 3.3.2-2に示す。 

力学的影響に関しては、坑道構築後から周辺岩盤や支保工の変形が進行すると、いずれ、空間

が不安定化すると考えらえる。また、坑道を掘削すれば周辺岩盤には透水性が増加する領域が発

生し、さらに、周辺岩盤の変形が進行すれば、透水性が変化する領域は拡大していくものと想定

される。埋め戻し後の坑道内部は埋め戻し材で支えられているので、不安定化に対する懸念は不

要と考えられる。その後、廃棄体回収のために再掘削をした場合は、坑道構築後と同様に、再び

周辺岩盤や支保工の変形の進行に伴い坑道が不安定化することが懸念される。 

水理学的影響に関しては、坑道を構築すると周辺岩盤の水圧分布等の地下水流動場が変化して

湧水が発生し、場合によっては坑道壁面から大気浸入することにより、不飽和領域が発生する可

能性があると考えられる。また、湧水が発生すれば、周辺の化学組成の異なる地下水が引き込ま
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れることも考えなければならない。さらに、横置き PEM 方式の場合は、埋め戻し後に岩盤と埋

め戻し材の間に隙間が存在する場合には、湧水量が多い場合にはベントナイトが流出する可能性

がある。流出によって、ベントナイトが損失すれば、埋め戻し材の低透水性が損なわれる可能性

がある。坑道の埋め戻し後には、湧水が抑えられて周辺岩盤の地下水流動が変化し、処分場周辺

からの地下水の引き込みが大きく減少すると考えられる。また、周辺の地下水流動場の回復にど

の程度の時間がかかるのかも検討対象となる。さらに、再掘削が行われた場合は、坑道構築後と

同様に、湧水が発生し、不飽和領域が発生する可能生、周辺の地下水の再引き込みも起こること

も考えられる。 

化学的影響に関しては、坑道を構築した時に、溶存ガスの脱ガスや大気浸入により、不飽和領

域が生じると、その壁面から大気中の酸素が周辺岩盤に拡散していくと考えられる。その脱ガス

や酸素供給により地下水の pH が変化する。また、吹付けコンクリートのセメント成分が地下水

と接触することで溶脱や高 pH 水が生じるようになる。このような地下水の酸化還元状態の変化

や pH の変化により、周辺岩盤を構成する鉱物が溶解し、二次鉱物が生成されると考えられ、さ

らに、周辺岩盤における地下水の pH や酸化還元電位、透水性が変化することにつながる。埋め

戻し後は、壁面から大気中の酸素の供給は止まるものの、埋め戻し材や緩衝材中に存在している

酸素が、影響するものと考えられる。さらに、埋め戻しから再冠水の期間はベースラインへの回

復過程となるが、その過程において、周辺岩盤における地下水の pH や酸化還元電位がどの程度

の範囲まで影響を受けるのか、あるいはどの程度の時間で回復するのかが検討対象となる。再掘

削した場合は、坑道構築後と同様の現象が再び起こるものと考えられる。 

ファーフィールドで起こる現象に関連する技術検討項目は、「地下水の引き込みによる擾乱影

響の程度と範囲」と「ベースラインへの回復過程と回復の程度」が対象となる。図中、赤色と青

色の違いは、化学組成の異なる地下水を表現している。この図は、処分坑道近傍の変化は示して

いない。処分場の地下施設が構築された直後には、坑道が存在している地下深部の地質環境は還

元状態である。地表面直下の地下水面近傍は酸化状態であり、地下の深度が深まるにつれ、地質

環境の影響も受け、地下水組成、pH、ORP が変化していくことが知られている。この変化は、

与えられる場によって決まるものであるが、ここでは、地下深部環境にある地下水とは異なる地

表面直下の地下水が、地下施設が構築された後、坑道が開放されていることにより坑道内に湧水

が発生し、湧水が継続することにより、地下水面近くの地下水が徐々に地下深部に引き込まれる

ことを対象とする。この引き込みの程度と進行は地質環境にも依存するが、本検討においては、

一連の手法の提示を目的として、地質は地上から深部まで等価な透水性を持つものとして扱う。

また、坑道が埋め戻された後は、還元状態の地下水の供給や地下水と岩石の化学反応等により、

地下施設周辺の地質環境が還元状態に回復していくことが予想される。この引き込みと回復を時

間の要素を加えて、定量化することが、回収を維持することによる影響の定量化することになる。 
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図 3.3.2-1 ニアフィールドにおいて起こりうる現象のイメージ 

 

 

 
図 3.3.2-2 ファーフィールドにおいて起こりうる現象のイメージ 

 

(2) 影響評価項目ごとの分類 

技術検討項目の評価対象とする現象や影響を与えている現象の関連性を示した図を図 

3.3.2-3と図 3.3.2-4に示す。これらの図を基に、力学的・水理学的・化学的の影響評価ごとに

分類して、各影響評価項目で考慮する現象とそれらに影響を与えている現象を表 3.3.2-1 のよ

うに整理した。この表において、太字で示したものが各影響評価項目において考慮する現象で
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あり、●印に続いて示された項目が、それに影響を与えている現象を示している。また、この

表で示した項目や現象は、6つの技術検討項目を包含されたものである。表 3.3.2-1より、考慮

する現象と影響を与えている現象が、相互に影響を及ぼしあっていることが分かる。 

 

 



 

 
 

3-21 

 
図

 3
.3

.2
-3
 
技
術
検
討
項
目
の
評
価
対
象
と
す
る
現
象
と
影
響
を
与
え
て
い
る
現
象
の
関
連
性
（
再
利
用
時
の
健
全
性
以
外
）

 
 



 

 
 

3-22 

 

図
 3

.3
.2

-4
 
「
再
利
用
時
の
健
全
性
」
の
評
価
対
象
と
す
る
現
象
と
影
響
を
与
え
て
い
る
現
象
の
関
連
性

 



 

 
 

3-23 

 

表
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影
響
評
価
項
目
で
考
慮
す
る
現
象
と
そ
れ
ら
に
影
響
を
与
え
て
い
る
現
象
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⽔
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⾏
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⾏
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(3) 各技術検討項目における評価手法 

1) 開放坑道の健全性（空間安定性） 

本技術検討項目における評価手法として、図 3.3.2-5 に示す流れを考えた。開放坑道の健全

性（空間安定性）においては、評価対象とする現象や量は、坑道構築直後から埋め戻しまでの

期間における、「周辺岩盤の変形の進行」と「支保工の変形の進行」が考えられる。従って、力

学的影響評価において、相互に影響を及ぼし合うこの 2 つの変形の進行の時間変化を算出し、

ひずみの進行により、坑道の安定性についての評価を行う。 

一方、岩盤の変形は岩盤の持つ物理特性が設定条件（与条件）となるが、支保工の変形に対

しては、化学的影響であるコンクリートの溶脱によるコンクリートの強度変化を解析的に評価

できると考える。コンクリートの溶脱は、コンクリートに接触する水の量と接触する時間によ

ってその量が決まると考えられるため、支保工周辺の湧水量がコンクリートの溶脱の化学的影

響評価の与条件となる。そこで、力学的影響評価からは周辺岩盤の透水性の時間変化を水理学

的影響評価に引き渡し、水理学的影響評価では、得られた流動経路、坑道湧水量（動水勾配）

を条件の設定として化学的影響評価に引き渡す。化学的影響評価では、地化学状態の時間変化

を算出し、コンクリートの溶脱についての評価を行い、カルシウム溶脱率から支保工の劣化の

進行を算出し、力学解析で設定する条件として使用できる。 

 

 

図 3.3.2-5 「開放坑道の健全性（空間安定性）」に関する評価手法のフロー 

 

2) 埋め戻した坑道の再利用時の健全性 

埋め戻した坑道の再利用時の健全性において、評価対象とする現象や量は、埋め戻し後から

再掘削開始して、回収完了までの期間おける「周辺岩盤の変形の進行」と「支保工の変形の進

岩盤の処分坑道掘削解析
/⻑期⼒学解析

回収可能性維持期間中の周辺岩盤と
支保⼯の⼒学量の時間変化の算定

埋め戻し完了までの坑道安定
性の保持期間の評価

・吹付けコンクリートの
物性値変化条件の設定

⼒学的影響評価

解析シナリオ・解析条件の設定

飽和・不飽和解析/⼆相流解析

回収可能性維持期間中の⽔位、
⽔圧、湧⽔量、流動経路、不
飽和領域の範囲とその時間変

化の算定

⽔理学的影響評価

・周辺岩盤の透⽔性の時間変
化条件の設定

解析シナリオ・解析条件の設定

物質移⾏ー地球化学連成解析

回収可能性維持期間中の
支保⼯セメントの鉱物組成

の時間変化

吹付けコンクリートのヤング率
の時間変化の算定

・流動経路、坑道湧⽔量
（動⽔勾配）条件の設定

解析シナリオ（鉱物反応）・解
析条件の設定

化学的影響評価

⼒学解析で設定した
物性値との比較検証

カルシウム溶脱率の算定
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行」が考えられる。再利用時の坑道の健全性を評価するためには、1)の開放坑道の健全性と同

様の手法を用いることができるが、評価の対象となる期間と事象を付加することになる。すな

わち、評価対象として、回収可能性維持期間を経た、埋め戻し期間と再掘削の影響を考慮する

ことが必要である。埋め戻し材の変形特性や膨潤圧は、再掘削開始するまでの期間の岩盤の変

形の履歴に影響を与えるので、間接的には影響を与えていると考えらえる。評価手法の流れと

しては、図 3.3.2-5に示したものと大きくは変わらず、影響評価の対象が増えることになる（以

下、各項目の評価手法のフローは第 3分冊を参照）。 

 

3) 坑道開放期間中の坑内湧水の影響 

坑道開放期間中の坑内湧水の影響の評価対象とする現象や量は、坑道構築直後から閉鎖まで

の期間における湧水量の変化である。湧水は人工バリアや、周辺部材に影響を及ぼすと考えら

れる。最も影響が懸念されるのは、緩衝材に対する影響であり、竪置きブロック方式による定

置では、処分孔への湧水により緩衝材が流出することが懸念されている。湧水量によって、緩

衝材の流出量が見積もれることが既往の研究[8]で示されており、湧水量を評価することにより、

緩衝材の流出も評価することができると考えられる。本項目は、水理学的影響評価が主である

が、力学評価による透水性の変化が水理学的影響評価の条件に反映される。また、周辺岩盤の

透水性の変化に対して影響を与える現象としては、酸化還元を含む岩石―水反応による岩盤の

間隙構造の変化も含まれるため、化学的影響評価によって得られる透水性の変化も水理学的影

響評価の条件設定として使用できる。 

 

4) 地下水の引き込みによる擾乱影響の範囲と程度 

地下水の引き込みによる擾乱影響の範囲と程度の評価の対象とする現象は、坑道構築直後か

ら埋め戻しまでの期間におけるファーフィールドの化学組成の異なる地下水の引き込みである。

地下水の引き込みによる、酸化還元環境、岩石－水反応による鉱物組成・地下水組成・pH及び

酸化還元電位の変化が起こる。この変化の内、本検討において評価の指標となる値として着目

したのは、pH及び酸化還元電位の変化である。そのため、評価手法としては化学的影響評価が

主となるが、透水性や湧水量が影響を変化の進行に影響を与えるため、水理学的評価も必要で

ある。 

 

5) 開放坑道を介した酸素の供給や乾燥環境の持ち込みによる母岩側への影響範囲と程度 

開放坑道を介した酸素の供給や乾燥環境の持ち込みによる母岩への影響範囲と程度において、

評価対象とする現象は、処分坑道を対象とした場合、坑道構築直後から埋戻しまでの期間にお

ける鉱物組成・地下水組成・pH及び酸化還元電位の変化である。4)と同様、この内、pH及び

酸化還元電位の変化が処分機能の要件を満たすための指標となる。そのため、評価手法として

は化学的影響評価が主となるが、坑道の開放に伴って生じる可能性のある不飽和領域の範囲と

その時間変化がpH及び酸化還元電位の変化に影響を与えるため、水理学的評価も必要である。

そのため、水理的な不飽和領域の拡大範囲の評価も必要と考えられる。また、pH及び酸化還元



 

3-26 
 

電位の変化と同時に、鉱物変化も起こり得るため、鉱物の変化（溶解、二次鉱物の生成）に伴

う間隙率の変化や透水性の変化に影響が及ぶ。この時、回収可能性維持期間における鉱物変化

は、瞬時反応、または比較的反応速度の速い鉱物反応によるものに限定される。評価対象とす

る領域は坑道周辺のニアフィールドとなる。 

 

6) ベースラインへの回復過程と回復の程度 

ベースラインへの回復過程と回復の程度における評価対象とする現象や量は、上記の 4)及び

5)の影響を引き継ぎ、埋戻し後から安全評価の初期条件とする時点までの期間における水理学

的影響評価である地下水流動場の変化と、化学的影響評価のである鉱物組成・地下水組成・pH

及び酸化還元電位の変化の２つとなる。 

水理学的影響評価では、坑道掘削後の地下水水位の低下と再冠水による水位の回復を評価し

なければならない。また、湧水が続くことによる不飽和領域の発生と進展、及び再冠水による

不飽和領域の飽和過程の評価も必要となる。そのため、解析手法として、二相流解析の必要性

についても検討を行う。 

化学的影響評価は 4)、5)と同様に pH 及び酸化還元電位の変化を対象とする。鉱物組成・地

下水組成の変化は可逆的なものと非可逆なものがあり、回復には含まれないと考えられる。た

だし、開放時（回収維持期間）における鉱物組成・地化学組成の変化によって、pH及び酸化還

元電位の回復に要する時間には影響を与える。評価対象とする領域は、ニアフィールドとファ

ーフィールドの両方になると考えられる。 

 

 回収可能性維持期間の影響評価方法の検討 3.3.3

ここでは、R&R検討会で示された定量化に必要な技術検討項目に対する、回収可能性を維持し

た場合の安全性への影響の定量的評価方法を示す。今年度の検討においては、昨年度に引続き水

理学的な影響の評価方法についての検討を進め、さらに水理学的な影響評価から得られた化学的

な影響に反映できる情報を抽出して、化学的な影響の評価方法について検討した。水理学的及び

化学的な影響の評価方法の検討として、「地下水の引き込み」に関する検討を行った。この結果を

基に、化学的影響評価として、坑道の支保工への湧水の影響に関する横置き処分坑道における坑

壁に施工される吹付コンクリ―トを対象としたセメントの溶脱現象について、解析的に評価した。

さらに、力学的影響での坑道安定性の評価[4]、[6]で設定した、支保工の劣化の進行と比較すべく、

得られた溶脱率を基にセメントのヤング率を算定し、設定値の妥当性を検討した。 

 

(1) 水理学的影響評価 

水理学的影響の評価は、直接アウトプットとして示せるものと、化学的な影響を評価する際の

インプット情報となり得るものがあり、複数の技術検討項目にまたがって利用できる評価方法で

ある。そこで、ここではまず、水理学的な影響についての影響評価方法の全般について検討した。 

必要となる水理学的な影響評価手法について、本検討における前提条件を踏まえて整理を行い、

具体的な解析手法の選定から解析手順や感度解析項目や条件設定と、具体的な解析事例を示す。
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これにより、水理学的な影響評価における現状技術の把握と評価における課題について抽出した

結果を示す。 

そのための検討が、以下の 3 項目である。この項目は直接技術検討項目について評価方法とは

ならないが、回収可能性維持期間の影響を評価する手法としての水理解析方法として必要な検討

となる。 

 岩盤の透水係数の違いに関する検討 

 岩盤の不飽和特性の違いに関する検討 

 水理学的影響評価手法の適用性評価検討 

また、これらの検討の結果も踏まえて、技術検討項目の一つである、「地下水の引き込みによる擾

乱影響の範囲と程度」についての評価方法を例示する。 

 

1) 解析手法と解析条件 

水理学的な影響評価にあたり、本検討では一般的な解析手法として以下の 2つを選定した。 

① 飽和・不飽和解析手法  ：Dtransu-3D･EL（FEM系） 

               ※空気の流れを考慮しない解析手法 

② 二相流（多相流）解析手法：TOUGH2（IFDM系） 

               ※空気の流れを考慮する解析手法 

ともに地下水流動を対象とした解析コードとして適用実績が多く、解析コード自体の妥当性確

認も行われている。また、本検討では、回収可能性維持期間中の坑道周辺の不飽和領域の発生や

経時変化、再冠水によるベースラインへの回復評価を実施することから、「空気の流れの取り扱い」

が異なる 2 種類の評価手法を用いて、解析手法の適用性を確認することを目的とした場合の比較

すべき解析コードの選定としては妥当であると判断した。 

解析条件の詳細については、第 3分冊を参照されたい。 

 

2) 回収可能性維持期間の影響を評価する手法の検討 

a 岩盤の透水係数の違いに関する検討 

岩盤の透水係数の設定については、湧水量と定常に至るまでの時間に影響することから、透

水性の設定の影響を把握することが必要である。岩盤（母岩）の透水性の違いに関する湧水量

や再冠水挙動に関する影響について感度解析を実施し、回収可能性維持期間との関連について

把握することを目的に検討を行った。 

坑道掘削時、回収可能性維持期間中の影響について、岩盤の透水係数の違いに関してパネル

スケールモデルを対象とし、飽和・不飽和解析手法を用いて検討した。解析条件については平

成 29年度検討[4]における「パネルスケールモデル」による解析ケース case1aを用いた。解析

ケース等の詳細は第 3分冊を参照されたい。 

透水係数が違う条件での処分坑道掘削時の湧水量の経時変化の比較を図 3.3.3-1 に示す。こ

れより、岩盤の透水係数の違いによる湧水量に経時変化は理論通りであることがわかる。また、

処分坑道掘削時の定常湧水量を算出した結果、透水係数に関わらず、連絡坑道と処分坑道の全
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体湧水量に対する割合も変わらなかった。湧水量の経時変化に着目すると、岩盤の透水性が大

きい方が定常状態に落ち着く時間が早く、透水性が小さいほど時間が掛かることになる。岩盤

の透水性が-9乗オーダーの場合、掘削影響が落ち着く時間としては、約 30年程度と示された。 

 
図 3.3.3-1 処分坑道掘削時の湧水量の経時変化（case1a,case1a-9） 

 

坑道掘削時の経時変化の他に、再冠水時の経時変化についても検討を行った結果（第 3 分冊

参照）も含め、透水係数の違いが技術検討項目に関わる知見を以下に示す。 

 坑道開放期間中の継続する坑内湧水の影響について 

本検討での岩盤条件は、均質・多孔質媒体であったことから、岩盤の透水係数と湧水量

は比例関係にあると考えてよい。湧水量は岩盤の透水性の影響が大きいため、岩盤の透水

係数の不均質性や不確実性の影響が大きいと言える。そのため、岩盤の不均質性、不確実

性の影響に対しての検討が今後必要である。 

 地下水の引き込みによる擾乱影響の程度と範囲について 

岩盤の透水係数が小さいほど、地下水流動場の変動スピードは小さくなり、坑道開期間

中の地下水の引き込みによる擾乱影響は、岩盤の透水係数に反比例して掘削影響の伝達時

間が長くなると考えてよい。 

 ベースラインへの回復過程と回復の程度について 

岩盤の透水係数が小さいほど、地下水流動場の変動スピードは小さくなり、岩盤の透水

係数に反比例してベースラインへの回復時間が長くなると考えてよい。本検討で用いた岩

盤の透水係数（3×10-9 m/s）の場合は、約 30 年～100 年程度で地下水流動場がベースラ
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インへ回復する結果が得られた。水理学的な回復期間よりも地化学的なベースラインへの

回復期間の評価が重要になると考えられる。 

 

b 岩盤の不飽和特性の違いに関する検討 

昨年度の検討により、岩盤の不飽和特性の設定により、不飽和領域の評価結果に対しての影

響が大きいことが分かった。そのため、不飽和領域評価にあたり、岩盤の不飽和特性の違いに

よる感度解析を実施し、評価結果への影響について把握するとともに、本検討で用いる不飽和

特性の設定を行うことを目的として、不飽和特性について検討した。 

検討にあたり、不飽和特性の違いによる感度解析を行った。文献調査結果（第 3 分冊参照）

を踏まえ、岩盤の不飽和特性の異なる 4ケースを設定し、飽和・不飽和解析手法（FEM）を用

いた「処分坑道詳細モデル」による不飽和領域評価に対する感度解析を行った。 

・ケース① ：平成 29年度の設定条件[4] 

・ケース② ：簡易な直線関数関数（サクション水頭の最小値：-50m） 

・ケース③ ：簡易な直線関数関数（サクション水頭の最小値：-5m） 

・ケース④ ：陸水シミュレーション条件（登坂ら[9]参照） 

各ケースの不飽和特性として相対浸透率関数と毛管圧力関数のグラフを図 3.3.3-2 に示す。

EDZを考慮した場合の影響、非定常解析による圧力水頭分布の比較などを行った結果、ケース

④が不飽和領域での低透水性を表現できていることから、ケース④の条件が望ましいと考えら

れた。 
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図 3.3.3-2 感度解析に用いた不飽和特性曲線の比較 

 

不飽和領域評価に用いる不飽和特性に関する感度解析を行った結果について、各技術検討項

目に対しての影響を以下にまとめる。 

 坑道開放期間中の継続する坑内湧水の影響について 

坑内湧水量に対しては、坑道周辺の不飽和領域の発生や不飽和特性の違いによる影響は

小さいことがわかった。 

 地下水の引き込みによる擾乱影響の程度と範囲について 

坑内湧水量や周辺地下水の擾乱影響に対しては、不飽和領域の有無や不飽和特性の違い

の影響は小さい。よって、坑道周辺の不飽和領域の発生よりも、岩盤の不均質性、不確実

性による影響の方が重要であると考えられる。 

 開放坑道を介した酸素の供給や乾燥環境の持ち込みによる母岩側への影響範囲と程度につ

いて 

EDZのような高透水部の影響により、不飽和領域が発生する可能性があるため、適切な

不飽和領域に対する評価手法が必要である。ただし、岩盤に対する不飽和特性の実測例は

少ないため、適切なデータ取得が必要である。 

(a)  相対浸透率関数 

(b) 毛管圧力関数
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飽和・不飽和解析における不飽和特性の設定は評価結果に及ぼす影響が大きいため、適

切な不飽和特性の設定が必要である。さらに、坑道開放時の不飽和領域評価においては、

従来の飽和・不飽和解析手法、二相流解析手法に対しても、坑壁境界条件として蒸発散を

考慮した検討、そのためのデータ取得の必要性について検討する必要がある。 

 ベースラインへの回復過程と回復の程度について 

ベースラインへの回復に関しては、坑道開放時に形成された不飽和領域などがどのよう

にして飽和されるかについて評価する必要がある。再冠水の対象は岩盤だけでなく、「埋め

戻し材」なども含まれるため、埋め戻し材の不飽和特性について適切な評価を行うための

データ取得が必要であると考えられる。 

本検討では、約 30年～100年くらいまでにはベースラインに戻る可能性がある結果が得

られているが、地下水位が低下しない条件の予測結果であり、地下水位が低下する場合の

方がベースラインへの回復期間は長くなる可能性があるため、さらに検討が必要である。 

 

c 水理学的影響評価手法の適用性評価検討 

坑道掘削時の不飽和領域評価、及び処分坑道閉鎖時の再冠水評価に対する水理学的影響評価

手法（飽和・不飽和解析手法と二相流解析手法）の適用性について、不飽和領域評価や再冠水

評価の観点から比較検討を行い、評価手法としての適用性について検討した。 

本検討で実施した解析条件（坑道掘削及び再冠水）では、水圧分布に関して、二相流解析

（TOUGH2）と飽和・不飽和流解析（Dtransu-3D・EL）はほぼ同様の結果となり、どちらの

解析手法を選択しても同様の評価結果が得られることを確認した。 

限界毛管圧が働く場合には、二相流解析では不飽和領域が生じないが、飽和・不飽和流解析

では不飽和領域と見なされる領域が生じる場合があることがわかった。この場合、空気の動き

を考慮できる二相流解析の方がより現実的な評価を行っていると考えられる。 

掘削後の坑道湧水量に関して、二相流解析と飽和・不飽和流解析で異なる値となった。これ

は、飽和・不飽和流解析が境界圧力の経時変化を考慮できる一方、TOUGH2は考慮できないと

いう機能的な制約を有するためである。現状では掘削過程の湧水量を詳細に評価したい場合に

は、Dtransu-3D・ELを選択した方がよいと考えられる。 

再冠水解析においては、二相流解析では不飽和領域（EDZ、埋め戻し土）内の空気が水圧回

復に伴い溶解することを考慮できるものの、二相流解析手法、飽和・不飽和解析手法による評

価結果の違いは顕著ではない結果が得られた（図 3.3.3-3）。ただし、二相流解析の方が地下水

に溶解した空気の移流現象を評価できる点で飽和・不飽和解析手法よりも優れていると言える。 

一方、本検討では、初期条件として地下水中の溶存ガスを考慮すると、二相流解析での収束

解が得られない現象が発生したため、地下水中には溶存ガスがない条件で検討を実施した。脱

ガスによる現象は幌延 URL でのメタンなど、実際に観測されている現象であることから適切

な評価を実施する必要があると考えられ、二相流解析条件の見直しを含めて検討が必要である。 
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図 3.3.3-3 飽和・不飽和解析手法と二相流解析手法の再冠水解析の水圧分布（2年後） 

 

3) 「地下水の引き込みによる擾乱影響の範囲と程度」に関する水理学的影響の評価方法 

岩盤に対する化学的な影響が大きくなる条件としては、回収維持期間中、長期に渡って地下水

位が低下し化学反応が継続する場合であると考えられる。そこで、処分坑道掘削に伴い地下水位

の低下が生じない場合（海域の場合）、地下水位の低下が生じる場合（陸域の場合）の違いについ

て飽和・不飽和解析手法を用いた感度解析を実施した。地下水位の低下が生じない場合について

は、平成 29年度に検討しているため、今年度は、地下水位が低下する場合の水理学的影響評価方

法について検討を行った。また、化学組成の異なる地下水の流動（例えば、降雨の浸透や、海岸

域での塩淡境界の移動など）について可視化する方法の検討を行った。 

 

a 地下水位が低下する場合の水理学的影響評価方法 

地下施設の掘削により坑道湧水が発生すると地表付近の地下水面が低下する可能性があるが、

これは湧水量と地表付近からの涵養量のバランスによるものであり、坑道湧水量に対して涵養

量が多い場合（例えば、海底から涵養の場合）は水位の低下は発生しないが、内陸での処分の

場合など地表からの降雨涵養量が少ない場合は地下水位が低下する場合が想定される。 

国内の降雨涵養量の平均値は約 1mm/day（約 350～400mm/.y）と言われているが、これは

地表面から表土に浸透する涵養量の平均値であり、地表の植生、勾配、標高などにより降雨涵

養量の分布は異なる傾向にある。また、表層から岩盤への涵養量については、降雨涵養量と比

較するとさらに小さいことが予測される。地下水位が低下する場合、解析モデル上面からの涵

養のための動水勾配は、圧力勾配が作用しない重力場での最大１の下向き動水勾配となる。よ

って、岩盤の飽和透水係数と動水勾配の関係から、岩盤の透水係数が 3×10-9 m/sの場合、可能

な涵養量は最大で約 95 mm/yとなる。これより、地表付近から最大約 95 mm/yの涵養条件に

対して、坑道からの湧水量が多い場合は地下水位の低下が発生し、湧水量が少なければ地下水
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位は低下しない。原位置の条件を考慮する場合の検討では、水理地質構造、透水性を反映した

検討となるため、地下水面を形成する要因となる降雨涵養量の設定は難しく、実測された地下

水位を再現できる降雨涵養量を感度解析的に設定する方法が用いられるが、本検討では「パネ

ルスケールモデル」の上面に涵養量を考慮することにより、地下水位が低下する現象を示した。

ケース設定、モデルについては、第 3分冊を参照されたい。 

降雨涵養量の違いによる地下水位低下の経時変化を図 3.3.3-4 に示す。降雨涵養量に依存し

て、水位低下の影響範囲が狭くなることが示された。地下水位が低下した領域については、閉

鎖後の再冠水挙動評価によるベースラインへの回復に対する影響を及ぼすと考えられる。今後、

地下水位低下時の再冠水挙動評価を実施することが必要である。 

 

 

図 3.3.3-4 降雨涵養量の違いによる地下水位低下の経時変化 

 

より簡易なモデルにより、地下水位低下時のグラウトの効果、キャップロックの影響を把握

することを目的として、「パネルスケールモデル」からの「切り出しモデル」を作成し、検討を

行った。ここでは、地下水の引き込みが顕著なケースとして、降雨涵養量＝０とする解析を行

った。実際には、降雨涵養量が０という環境はあり得ないが、降雨涵養量の考慮は計算負荷が

大きくなることもあり、検討のためのケースとして設定した。解析条件、境界条件については、

第 3分冊を参照されたい。 

解析結果として坑道湧水量の経時変化を図 3.3.3-5 に示す。グラウトの効果は掘削後の初期

段階で顕著であり、長期的にも湧水量の低減効果があると言える。グラウトによる遮水対策は、

坑道湧水量の低減だけでなく、周辺地下水の低下抑制の効果があると言える。キャップロック
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が存在すると、湧水量が少なくなることが認められた。 

 

 

図 3.3.3-5 「切り出しモデル」解析結果の坑道湧水量の経時変化 

100000日≒274年 

 

グラウトが存在する場合の地下水位低下の状況、及びキャップロックが存在する場合につい

ても検討した。グラウトが存在しても不飽和領域は見られなかったが、キャップロックが存在

する場合には坑道からの湧水量の影響によりキャップロックと処分坑道の間に不飽和領域が発

生する可能性があることが示された。水理地質構造の影響が大きいと考えられる。本検討にお

いては地表面から処分場までを均一なモデルとして扱っているが、実際の地下環境での評価で

は、地質環境により地下水位の低下は大きく変わってくることが推測されるため、場の設定が

重要であると考えられる。グラウトによる坑道湧水量の低減により、水理地質構造の影響によ

る不飽和領域の発生の可能性が低減されると考えられる。 

ここでは地下水位が低下する条件に対しても、飽和・不飽和解析手法による水理学的な影響

評価が可能であることを示した。本年度は地下水位が低下した状態からの再冠水検討していな

いが、再冠水に伴う非線形性の影響を含めて今後再冠水時の検討を実施する必要がある。 

 

b 地下水流動の可視化方法の検討 

坑道掘削に伴う「地下水の引き込みによる擾乱影響の範囲と程度（化学組成の異なる地下水

の引き込み影響など）」を可視化する方法について、検討を行った。 

地下水流動可視化の例としては、流線（あるいは流跡線）による方法がある。一般的には仮

想の粒子の軌跡をトレースした流跡線が用いられる。流跡線による可視化の例を図 3.3.3-6 に

示す。図 3.3.3-6 は、解析モデル上面（地表付近）から等間隔に配置された粒子の流動場での

軌跡を示したものであり、経過時間とともに掘削された処分坑道へ流動している様子が示され

ている。 
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図 3.3.3-6 流跡線による地下水流動の可視化の例 

 

モデル上面から涵養される地下水は化学組成が異なるものと想定し、異なる地下水の境界（流

動フロント）の動きを可視化する方法として、流跡線を利用した方法について検討した。 

流跡線演算結果を用いた地表水の流動フロントの経時変化を図 3.3.3-7 に示す。地下水に溶

け込んだ物質（塩分など）を対象とした物質移行解析の場合には、物質の流動状況を濃度分布

で表現することができるが、移流のみを対象とした場合には分散現象による流動フロント周辺

の物質濃度分布を表現することが難しい。すなわち、図 3.3.3-7 に示されるように流動フロン

トが明確になっているため現実的でないことから、流動フロントの平均的な位置として評価す

る必要があることに注意する必要がある。水質の異なる地下水の流動状況の可視化に関しては、

仮想の物質を想定し供給源から濃度 1 で物質が供給される条件での物質移行解析を行う方法が

適切ではないかと考えられる。 

 

図 3.3.3-7 地下水流動フロントの経時変化に関する可視化の例（3D表示） 

100 年後 

10 年後 20 年後 50 年後 

200 年後 

水色：表層地下水の浸入領域 

青色：深部地下水 
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(2) 化学的影響評価 

水理学的影響評価の結果も踏まえて、回収可能性維持による化学的影響評価のため、ファーフ

ィールド（地表～坑道）、あるいはニアフィールド（坑道近傍）を対象とした解析モデルを構築し、

物質輸送・化学反応連成解析定量的な評価方法について例示する。本年度は、回収可能性の維持

による地下水の pH及び ORP（酸化還元電位）の変化、ならびに支保工などの地下構成要素（セ

メント系材料）の劣化挙動についての検討を行った。 

 

1) 化学的影響評価の対象と検討方針 

技術検討項目と対象となる事項については、前述の 3.3.2 項に整理したが、化学的影響として

直接影響が懸念されている事項は以下の項目である。 

 

a 化学的影響として懸念される事項 

 坑道への地下水の引き込みによる岩盤や支保工への影響 

坑道が長期間に渡って開放状態に維持されることにより、支保工においては、坑道へ流入

する地下水によって吹付けコンクリートの溶脱が進行し、坑道の安定性が損なわれる恐れが

ある。また、坑道に向かって元々の組成とは異なる地下水が移動してくることにより、坑道

周辺の母岩の間隙水に pH及び ORPの変化が起こり、これらが核種の母岩あるいはコロイド

への収着性に影響を及ぼす可能性がある。加えて、これら pH及び ORPの変化の影響が、坑

道を埋め戻した後も長期間残留する可能性も考えられる。 

 開放坑道を介した空気成分の供給による支保工や母岩への影響 

開放坑道に空気が持ち込まれることにより、その成分である酸素や二酸化炭素が支保工へ

供給され、鋼材の腐食が進行し、坑道の安定性が損なわれる恐れがある。また、酸素や二酸

化炭素が支保工を介して岩盤へと供給されることにより、間隙水に pH及び ORPの変化が起

こり、これらが核種の母岩あるいはコロイドへの収着性に影響を及ぼす可能性がある。加え

て、これら pH及び ORPの変化の影響が、坑道を埋め戻した後も長期間残留する可能性も考

えられる。 

 開放坑道への乾燥環境の持ち込みによる支保工や岩盤への影響 

先に述べた支保工や岩盤への空気成分の供給は、支保工や岩盤が水で飽和している場合は

緩慢であると考えられるが、開放坑道に乾燥環境が持ち込まれると、坑道壁面から水が蒸発

し、岩盤内に不飽和領域が形成される可能性がある。不飽和領域が形成されると、気体透過

率が大きくなることにより支保工や岩盤への空気成分の供給が促進され、影響の表れ方が顕

著になるとともに、その影響の残留期間も長くなる可能性がある。 
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b 検討方針 

 検討対象とする事項 

本年度は、先に挙げた化学的影響として懸念される事項のうち、坑道への地下水の引き込

みによる岩盤や支保工への影響について、数値解析による検討を行うこととした。具体的に

は、地下水の流れと地球化学的反応を単純化した一次元モデルによる検討を行う。なお、開

放坑道を介した空気成分の供給による支保工や母岩への影響と、開放坑道への乾燥環境の持

ち込みによる支保工や岩盤への影響については、モデルを単純化することが困難であり、ひ

いては数値解析の負荷が非常に高くなると予想されることから、今年度は今後の検討に備え

た具体的な解析手順の検討を行うこととした。 

 考慮するメカニズム 

本年度の検討では、物質輸送と化学反応とを同時に考慮できるように、水理―熱―化学を

連成させた解析モデルが必要であるため、連成を考慮した解析モデルにおいて考慮されるべ

きメカニズムを取り入れる。考慮されるべきメカニズムは、間隙流体の移動、流体を媒体と

した物質輸送、化学物質の収脱着、種々の化学反応である（詳細は第 3分冊参照）。ただし今

年度は、化学物質の吸脱着についてはパラメータの設定が複雑であることから考慮していな

い。また、熱については一定温度下での検討を行い、熱の影響については検討の対象とはし

なかった。 

 解析モデルの次元 

浸透流による物質輸送と地球化学的反応を連成させた解析は、計算の負荷が非常に大きい

ことから、本年度は地表から坑道までの主要な流れの経路に着目した一次元モデルを構築し、

一次元の解析を行うこととした。 

 

c 解析モデルの構築と解析条件の設定 

地盤中の流体流れによる物質輸送と地球化学的反応を連成させた解析コードとして様々なも

のが存在している。地球化学的反応の解析コードとしては、豊富な機能を有する PHREEQC[10]

が主流となっており、これを利用した物質輸送との連成解析コードもいくつか存在する。代表

的なものとして PHAST[11]があり、地層処分分野では第 2次 TRUレポート[12]の検討で使用

された PHREEQC-Trans[13]が挙げられる。 

上記のうち、PFLOTRAN は、三次元多孔質媒体中の多相流、化学反応、吸脱着、熱輸送等

を考慮可能な比較的新しい連成解析コードである。PFLOTRAN の特徴として、次のようなも

のが挙げられる。本検討では、今後モデル規模を拡大したり、様々なメカニズムを考慮した検

討を行ったりする可能性があることから、大規模並列計算に対応しており、解析できる事象が

多く、かつ今後の発展性が望める PFLOTRANを採用することとした。 

今年度の検討は、坑道への地下水の引き込みによる岩盤や支保工への影響と、再冠水後の地

下水組成の回復を検討するための、地表から坑道までを含む一次元ファーフィールドモデルを

構築した。図 3.3.3-8 に、モデルの構造の概念図を示す。モデルは、地表から 500m 下の処分

坑道壁面までを鉛直一次元でモデル化したものである。下端の処分坑道の近傍には、支保、EDZ、



 

3-38 
 

グラウト領域がモデル化されており、これらの幅（一次元モデル上の長さ）は水理解析での設

定と同一である。なお、グラウトの影響に関する検討を実施しないため、この領域の物性は岩

盤と同一とした。また、コンクリートの透水係数は岩盤相当とした。覆工コンクリートなどの

透水係数は、これよりも低い透水係数であるが、ここでは、吹付コンクリートを対象としたた

め、通常より高い透水係数を設定した。このほかの、解析必要なパラメータや以下に述べる解

析モデルのパラメータ等の詳細は第３分冊を参照されたい。 

 
図 3.3.3-8 ファーフィールドモデルの概念図 

 

2) 坑道への地下水の引き込みによる母岩や支保工への影響の検討 

a 坑道開放時 

(a) 母岩への影響検討 

坑道開放時における地表からの地下水の引き込み状況について、モデル上端の地下水組成

が高 Cl‐濃度、高 CO32‐の場合と、低 Cl‐濃度、低 CO32‐の場合の 2ケースについて解析を

実施した（地下水の組成は第３分冊参照）。この解析は引き込みの状況が明確になるよう、コ

ンクリートの透水係数を標準のケースよりも 1桁高く（3×10-8 m/s）設定している。元の地

下水が高 Cl−濃度である場合について、坑道掘削からの各時点における岩盤中の黄鉄鉱と方

解石の体積割合、地下水の pHと ORP（Eh値）の分布ならびに Ca2+及び HCO3−（炭酸水素

イオン）の分布を図 3.3.3-9に示す。 

黄鉄鉱の体積割合の分布、及び方解石が溶解・消失する範囲ともに、ごく表層に限られて

いた。また、本ケースでは地表から供給された地下水中の酸素がごく表層で消費されるため、

岩盤中の ORPはほぼ元の値に維持されると予想された。 

処分坑道

約
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0
0
m
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岩
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50
0
.0

m

グラウト*
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岩盤
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t 0.2m
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地下水の pHと Ehの分布に着目すると、pHの前線は時間の経過とともにモデル深部へ進

行し、100 年後には先端が坑道付近に達している。これは、移流分散による表層地下水の移

動現象を反映したものと考えられる。また、Ehは pHとほぼ対応した分布になっており、元

の値から大きく変化せず、還元状態のままであった。 

元の地下水が低 Cl−濃度である場合についても同等の状況を示したが、このケースでは元

の地下水の Ehと表層地下水のそれとに差があるため、変化の幅が高 Cl−のケースよりは大き

くなったが、全体的に還元状態のままであることには変わりがなかった。 

地下水の引き込みによる母岩への影響が大きくなるシナリオとして、坑道開放によって地

下水位が低下し、岩盤内に不飽和領域が形成されて、酸素が気体の状態で岩盤中へ浸入する

場合が考えられる。PFLOTRAN を用いてこのような検討を行うには、間隙流体の流れを二

相流として取り扱う必要がある。 

 

   

 
 

図 3.3.3-9 岩盤中の黄鉄鉱と方解石の体積割合、地下水の pHと Eh 

並びに Ca2+及び HCO3−の分布 （透水係数：高透水，高 Cl−濃度地下水） 

 

(b) 支保工への影響検討 

坑道への地下水の引き込みによる支保工の吹付けコンクリートの変質を検討した結果につ

いて、高 Cl‐と低 Cl-のケース、同組成で速度論係数（化学反応の速度の指標）が標準の場

合と速いケース、それぞれについて透水係数が高い場合と標準（3×10-9 m/s）のケースにつ

いて解析を実施した。 

高 Cl−濃度地下水、速度論係数が標準の場合の結果を図 3.3.3-10に示す。高透水のケース

では支保工の吹付けコンクリート内の pH は地下水相当の値まで急激に低下し、100 年以降
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に徐々に上昇していく傾向を示した。また、ポルトランダイトは 60年後までに消失した。な

お、pHが 100年以降に上昇するのは、表層地下水と混合した地下水が到達するためである。

一方、同様の設定で透水係数が小さいケースでは、pHの低下は段階的でゆるやかであり、か

つ方解石（カルサイト）の沈殿が多く生じるという傾向を示した。これは、透水係数が低い

場合、岩盤中の pH の低い地下水の浸入が抑えられるために間隙水の pH の低下が起こりに

にくいことと、方解石の沈殿が起こりうる pHが維持されたためと考えられる。 

低 Cl−濃度地下水、速度論係数が標準の場合の結果を図 3.3.3-11 に示す。支保工の吹付け

コンクリート内の pH は各セメント鉱物の溶解に対応して段階的に低下する結果となった。

また、セメント鉱物のうち、ポルトランダイトは高 Cl−濃度地下水と同様に 60年後までに消

失した。高 Cl−濃度地下水のケースと異なり、pHが急速に低下しないのは、地下水の pHが

比較的高いことと、地下水の炭酸濃度が小さく、緩衝能が低いために、セメント鉱物の溶解

によって pHが維持されるためと考えられる。 

同様の設定で透水係数が小さいケースの場合は、セメント鉱物の溶解と pH の低下がさら

にゆるやかであった。また、速度論係数と透水係数の両方を小さくしたケース、pHはほとん

ど変化せず、セメント鉱物の溶解はさらに小さかった。 

以上のように、支保工の吹付けコンクリートの変質は、元の岩盤中の地下水組成、岩盤の

透水係数の設定、及び速度論係数の設定によって異なる結果となった。これは、化学的影響

の検討において、これらのパラメータの設定が重要な意味を持つことを示唆している。鉱物

の溶解速度には岩盤の透水係数と速度論係数が、溶解・沈殿する鉱物の種類や pH の変化に

は、岩盤中の地下水組成が大きく関係していると推察される。 

なお、本年度の検討では、支保工の透水係数を岩盤と同一の大きめの値とし、かつ支保工

内を地下水が通過する設定としているため、セメント鉱物の溶脱を過剰に評価している可能

性があると考えられる。 
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b 再冠水時 

再冠水後のケースについても 2種の地下水（元の地下水が高 Cl−濃度、及び低 Cl−濃度）につい

て、坑道掘削からの各時点における地下水の pHと ORP（Eh値）の分布ならびに Ca2+及び HCO3−

（炭酸水素イオン）の分布を得た。透水係数は 3×10-8 m/sである。 

 

図 3.3.3-12に高 Cl−濃度のケースの結果を示す。いずれのケースも地下水の流れがなく、物質

移行は拡散によって生じるのみなので、坑道上部の地下水組成が変化する範囲は、1000年後でも

岩盤の下端から 18 m程度に限られる結果となった。 

本年度の検討では、再冠水の前後で地下水位が変化せず、坑道周辺に地下水の流れが生じないた

め、岩盤中の地下水が周辺の元の地下水と混合するのには長い時間を要する結果となった。また、

地球化学的反応の考慮対象とする母岩の鉱物が限られていたため、pHの変化は緩慢であった。考

慮対象とする岩盤中の鉱物の種類を増やすことにより、pHの変化がより現実的になるものと予想

される。 

 

  

  

 
図 3.3.3-12 再冠水時の岩盤地下水の pHと Ehならびに Ca2+及び HCO3−の分布 

（透水係数：3×10-8 m/s，高 Cl−濃度地下水） 
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(3) 力学的影響評価 

化学的影響評価の結果を基に、昨年度までの力学的解析の条件としていた支保工等のパラメータの

妥当性を検討する。また、技術検討項目「埋め戻した坑道の再利用時の健全性」についての検討とし

て、回収時に再利用する坑道内の作業空間の安全性に関連して、再掘削時の力学的影響評価方法につ

いても検討を行う。 

 

1) 支保工等のパラメータの妥当性の検討 

a 検討の背景 

処分坑道の掘削後に、支保工が時間経過とともに劣化すると、強度や剛性が低下することから、

支保工の内圧効果が減少して坑道周辺岩盤の長期的な変形挙動に影響を与えると考えられる。よっ

て、支保工の劣化は、坑道安定性の保持期間に影響を与えることが想定されている。 

支保工の構成材料であるコンクリートには、地下水との接触によるセメント水和物の成分の溶脱、

鋼材の腐蝕膨張によるひび割れ、アルカリ骨材反応によるひび割れ、CO2の浸透による中性化など

の劣化現象が起きる。このようなセメント系材料の劣化現象に関して、昨年度までの検討[4]、[6]

では地下水との接触によるセメント水和物からのカルシウムの溶脱の影響を支保工の剛性の低下

として考慮した。コンクリートの溶脱特性については、既往の研究[14]を参考に設定していた。ま

た、昨年度の検討で、このコンクリートの溶脱特性が坑道安定性の保持期間に対して大きな影響を

与えることが明らかになったことから、その特性を把握することは予測精度向上のためには重要で

あることが示されている[4]、[6]。 

そこで、前節の化学的影響評価の検討の結果を基にして、コンクリートの溶脱に伴う力学特性を

評価し、昨年度まで用いていた支保工のパラメータの妥当性を検討することとした。 

昨年度までの検討では、山本らの研究[14]を基に人工バリアのコンクリート系材料の溶脱速度を

吹付けコンクリートの溶脱速度に適用している。吹付けコンクリートのヤング率は初期値の 1/10

になるものとしている。経時変化を図 3.3.3-13 に示す。また、溶脱進行中の物性値については、

線形補間することにして、溶脱完了後は一定となると仮定していた。 

 
 

図 3.3.3-13 吹付けコンクリートのヤング率の経時変化 
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b 化学的影響評価の結果に基づくパラメータの妥当性の検討 

(a) 既存の室内試験による溶脱率とコンクリートの力学特性の関係 

化学的影響評価では、吹付コンクリートの鉱物組成の経時変化を例示した。この結果を基に、

力学特性を算出することが必要となる。 

カルシウムの溶脱率と一軸圧縮強度の関係に関して、西村らの研究[15]では、戸井田ら[16]の

室内試験結果に基づく「第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ」[12]の成果を導入して、

カルシウム溶脱によるコンクリートの一軸圧縮強度の低下を以下の式で評価している。 ߪ௖ = ௖଴expߪ ቆln ൬ ௖ሺ୫୧୬ሻ൰ߪ௖଴ߪ × ቀ  100ቁቇܥܮ
式 3.3.3-1 

ここに、ߪ௖は一軸圧縮強度、ߪ௖଴は初期一軸圧縮強度、ߪ௖ሺ୫୧୬ሻは最小一軸圧縮強度、ܥܮはカル
シウムの溶脱率[%]である。なお、最小一軸圧縮強度については、西村らの研究[15]と同様に、

初期値の 1/100になると仮定した。 

戸井田ら[16]は、供試体から溶け出したカルシウム量から、溶脱率を以下の様に定義している。 

溶脱率ሾ%ሿ＝ 溶脱量

初期試料中に含まれるカルシウム量
× 100 式 3.3.3-2 

ここに、溶脱量=液相中のカルシウム濃度×作用水量、初期試料中に含まれるカルシウム量=

供試体体積×初期試料中の単位セメント量×セメント中に含まれるカルシウムの質量割合であ

る。また、コンクリートのヤング率は、一軸圧縮強度との関係から以下のように示される[17]。 ܧ = ଴ܧ × ൬  ௖଴൰଴.ହ 式 3.3.3-3ߪ௖ߪ

ここに、ܧはある任意時点におけるヤング率、ܧ଴は初期ヤング率、ߪ௖はある任意時点における
一軸圧縮強度、ߪ௖଴は初期一軸圧縮強度である。 

したがって、化学的影響評価の結果から、吹付けコンクリートからのカルシウムの溶脱率を求

めることができれば、式 3.3.3-1と式 3.3.3-3より、吹付けコンクリートのヤング率を推定する

ことができる。 

 

(b) 化学的影響評価に基づくカルシウム量の推移 

化学的影響評価の結果から得られた高 Cl‐地下水のケースを基に、吹付けコンクリートの単

位体積当たりの各鉱物の存在割合の経時変化を表 3.3.3-1に示す。得られた鉱物の存在割合に対

して、表 3.3.3-2に示した各鉱物の吹付けコンクリート単位体積中のモル数と 1モルあたりのカ

ルシウム数を掛けると、鉱物ごとの単位体積当たりのカルシウム量が得られる。カルシウム量を

初期鉱物と二次鉱物に分類して集計すると、初期鉱物または二次鉱物に含まれる吹付けコンクリ

ート単位体積当たりのカルシウム量が得られる。さらに、それらを初期のカルシウム量で除する

ことで、初期量に対する比率が得られる。 

カルシウム量の初期量に対する比率を図 3.3.3-14 に示す。この図において、カルシウム量の

比率の合計が、1とならないのは、カルシウムが地下水に溶けて流出したためである。初期鉱物

と二次鉱物に含まれるカルシウム量の比率の合計と初期量の差が、カルシウムの溶脱率となる。 
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図 3.3.3-14 鉱物に含まれるカルシウム量の初期量に対する比率 

（高 Cl−濃度地下水，速度論係数：標準, 透水係数：3×10-9） 

 

図 3.3.3-14に示したように、経過時間 500年以降、初期鉱物に含まれるカルシウム量は 0

にならず、その変化が止まっている。これは、初期鉱物中の反応に寄与する鉱物、ポルトラ

ンダイト等が全てなくなり、反応に寄与していなカルシウム鉱物だけが残ったためである。 

また、このケースでは二次鉱物に含まれるカルシウムの量が多く、溶脱率が比較的小さく

なる結果になった。これは、二次鉱物の方解石（カルサイト；CaCO3）が生成されて支保工

の中に析出したためと考えられる（表 3.3.3-1 参照）。ここで示した高 Cl−濃度地下水，速度

論係数：標準, 透水係数：3×10-9ケースは、他の高 Cl−濃度のケースよりも、地下水の流速、

反応速度、pHのバランスが取れていたと考えられる。 

化学的影響評価で設定した各ケースについて溶脱率を算出したところ、岩盤と支保工の透

水係数が大きい場合は、溶脱率は大きくなる傾向があること、また、セメント鉱物の速度論

係数が大きい場合も、溶脱率は大きくなる傾向があること、さらに、地下水組成が高 Cl‐濃

度の場合も溶脱率は大きくなる傾向があることが分かった。 

 

(c) 化学的影響評価から得られたパラメータとの比較 

上述したように、式 3.3.3-1、式 3.3.3-3を用いると、化学的影響評価による溶脱率から吹

付けコンクリートのヤング率を推定することができる。化学的影響評価の結果から得られた

ヤング率と力学的影響評価で想定したヤング率の比較を図 3.3.3-15に示す。この結果は、高

Cl-地下水の場合の結果である。この結果より、化学的影響評価の結果から推定した吹付けコ

ンクリートのヤング率の経時変化は、地下水組成などの条件によって大きく変わることが分

かった。透水係数が 3×10-9の場合が黄色の線であり、3×10-9と大きく差があることがわか
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る。透水係数の影響が最も大きいという結果であった。 

 

 
図 3.3.3-15 高 Clケースのヤング率と力学的影響評価に用いたヤング率の比較 

 

2) 再掘削時の力学的影響評価方法の検討 

a 検討の背景と目的 

R&R 検討会が提示した技術検討項目の一つに、「埋め戻した坑道の再利用時の健全性」が挙

げられている。これは、処分坑道に廃棄体を定置して埋め戻した後、何らかの理由により廃棄

体を回収することを決定し、一度埋め戻した坑道の再掘削／再利用を行う場合、回収時に再利

用する坑道内の作業空間の安全性確保から、坑道の安定性について評価や検討を行うことを示

している。昨年度までは、開放した状態や埋め戻した状態での坑道の健全性、埋め戻し材の膨

潤圧の影響や支保効果については検討を行ってきた。一方、再利用時については、その影響評

価方法の検討も含めて検討を実施していなかった[4]、[6]。 

一度埋め戻した坑道の再掘削／再利用した時の坑道の力学的影響については、再掘削という

工程が加わるものの、従来から行われている坑道の掘削解析や昨年度まで実施してきた「開放

坑道の健全性（空間安定性）」の検討方法の延長線上で評価することができると考えられる。こ

こでは、具体的な検討手順や課題を示すことを目的とした。 

 

b 再掘削時の力学的影響評価方法 

(a) 検討方針 

再掘削時の力学的影響評価方法は、昨年度まで検討してきた力学的影響評価方法と同様に、

回収可能性維持期間中の力学的安定性を評価できる必要があることから、時間依存性を考慮

することができる解析手法であることが求められる。坑道の力学的安定性は周辺岩盤と支保

工が一体となって機能することにより確保されることから、岩盤や支保工の材料ごとに、一

般的に用いられている安定性の評価指標に基づく判定により、坑道安定性の保持期間を検討

するものとする。 
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(b) 評価対象及び考慮する現象 

再掘削を行う場合、処分場地下施設の建設、廃棄体の定置・埋め戻し、再掘削、開放状態

の継続という工程が想定される。しかし、定置・埋め戻しまでは、既に昨年度までに検討が

なされていることから、ここでは、再掘削から回収完了まで開放状態が継続されている期間

の、岩盤や支保工の変形の進行による坑道安定性を評価対象とする。 

この場合、再掘削時の力学的影響評価において考慮しなければならない要素は岩盤と支保

工となる。岩盤に関して、主に考慮する現象として昨年度までの検討と同じとすれば、長期

的なクリープ変形と変形に伴う透水性変化が挙げられる。また、支保工に関して、主に考慮

する現象としては、地下水との接触に伴うカルシウムイオンの溶脱による支保工の剛性の低

下が挙げられる。 

 

(c) 再掘削の考慮方法 

再掘削時の力学的影響評価では、再掘削時に坑道内にあった埋め戻し材を撤去するという

事象が新たに加わることから、その事象をどの様に力学的影響評価方法に組み込むかがポイ

ントとなる。 

処分坑道を埋め戻した直後では、埋め戻し材にはその自重しか作用しておらず、坑道壁面

からの作用力は無い状態となっている。その後、周辺岩盤のクリープ変形により坑道の内側

に変形が進むようになると、埋め戻し材には坑道壁面からの圧縮力が作用するようになる。

一方、坑道壁面には、この圧縮力の反作用力が働いている状態となっている。このような応

力状態は、従来の坑道掘削解析における掘削前の状態と同様ともいえる。したがって、再掘

削のタイミングで埋め戻し材の再掘削に伴う等価な荷重、すなわち掘削解放力を坑道壁面に

作用させれば、解析上、再掘削を考慮できたことになる。再掘削に伴う掘削解放力の算定に

は、従来からの二次元の掘削解析の方法[18]を準用することができる。解析手法については、

第３分冊を参照されたい。 
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3.4 回収容易性に関する検討 

 

 検討方針と検討項目の概要 3.4.1

OECD/NEAの Reversibility and Retrievabilityプロジェクト（以下、「R&Rプロジェクト」

という。）では、高レベル放射性廃棄物及び使用済燃料の深地層処分のための可逆性と回収可能性

に関し、その概念に関する問題の範囲と考え方について NEA 加盟国による調査・議論が行われ

た。この R&Rプロジェクトの議論をとおして、地層処分が有する特徴や概念に対して、“閉鎖後

の一定期間までは回収が技術的に可能である”との国際的な共通認識がある。そのような認識の

もと、 回収の実現性に関する議論が回収の容易性に関する議論へと帰結する可能性が示唆される

とともに 、回収可能性の実現性を示しいくうえでの技術的な取組の方向性（回収可能性に関する

戦略）が示されている[19]。R&R検討会では、この回収可能性に関する技術的な取組の方向性を

我が国でも採用し得るものとして、次の２つの共存可能な技術的アプローチが存在し得るとして

まとめた[4]。 

技術的アプローチ１：回収方法（技術･装置）の開発に重点をおくアプローチ 

技術的アプローチ２：回収をより容易にするための方法を設計に考慮するアプローチ 

技術的アプローチ１は、処分場の設計の種類や内容を問わず、回収実施の際に必要となる回収方

法（技術・装置）を開発しておくアプローチで、処分孔竪置き定置方式を対象に塩水を利用した

緩衝材除去技術の実証試験が実施され、緩衝材除去システムの整備、技術の適用性等が評価され

た[3]。また本事業においても、処分坑道横置き定置方式を対象に、PEM－坑道間の充填材の除去

技術や重量物である PEMの回収技術の整備及び適用性評価を進めている[20]。一方、技術的アプ

ローチ２は、回収の容易性を設計（開発）に考慮するアプローチで、回収をより容易にするため

の方法や程度との関係で、表 3.4.1-1に示すような多様な考え方や方法が想定されている[4]。 

 

表 3.4.1-1 回収の容易性を設計に考慮する際の多様な方法の例[4] 

設計への考慮の考え方 設計への考慮の方法の例（操業手順の設定等を含む） 

①回収可能性の維持期間内

において、廃棄体へのアク

セスを容易にしておく 

②回収可能性の維持期間内

において、可能性のある将

来の回収作業が容易とな

るようにしておく 

○回収の容易性を坑道の埋め戻し状態を工夫することで考慮す

る（廃棄体を完全に埋め戻さない設計など） 

○操業手順を工夫する 

○回収時に解体・破壊しやすい地下構造物を導入する（材料選

定の工夫など） 

○回収の容易性を念頭に置いたレイアウトや坑道寸法設計、定

置方法を工夫する、など 

 

3.1.2項で述べたように、R&R検討会で示された定量化に必要な技術検討項目（表 3.1.2-1）に

は、上述した回収可能性に関する技術的アプローチ２に対応した項目が「２．回収の容易性」に

まとめられている。表 3.1.2-1の「1）より合理的な回収作業の実現に向けた技術検討／技術開発」

に関しては、上述したように処分坑道横置き定置方式を対象に本事業の“地下環境での搬送定置・

回収技術の高度化開発”で進めていることから、ここでは“回収可能性の維持についての検討”
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の一環として、表 3.1.2-1の「2）より回収の容易性を高めた処分場の設計開発」に着手すること

とした。そのような検討の進め方として、次の 2つの方針に基づき検討を進めることとした。 

 検討方針１：現時点で有望とされる２つの処分概念（以下、「基本概念」という。）を前提に、

埋め戻し状態のバリエーションや開放坑道の水没オプション等の設計オプションに関す

る有効性や優劣の比較検討に着手する 

 検討方針２：新たな代替設計オプションの検討に向けて、諸外国の処分概念やこれまでに検討

された処分概念、ならびに多様な設計オプションを調査・整理し、回収の容易性を高め

ることに資する代替設計オプションを抽出する 

   （有効性の検討では、トレードオフの関係を定量化して総合的に判断する必要がある） 

なお、R&Rプロジェクトで示されたように、回収の実現性に関する議論が回収の容易性に関す

る議論へと帰結する可能性があることから、今後のサイト選定の進捗に応じたステークホルダと

の議論に向けた準備として、回収の容易性を高めた設計オプションの検討を進めておく必要があ

る。ただし、このような設計オプションの検討では、事業の進展に伴い最適化される処分場設計

の開発プロセスのなかで、操業時及び閉鎖後長期の安全性を確保するだけでなく、可逆性・回収

可能性に関する社会のニーズの変化への対応などに留意しつつ、柔軟に進めていく必要がある。 

NUMOの「設計オプション」の定義では、現時点で有望な処分概念の１つとしている「竪置き

方式」における人工バリア構成要素（基本概念ではベントナイトブロック、鋼製オーバーパック、

ガラス固化体の組み合わせ）の仕様を、周辺環境や要件に対応させて変化させた代替案を設計オ

プションと呼ぶこととしている。また、処分場レイアウトも重要な検討対象とはなるが、地質環

境が具体化されていないジェネリックな現段階では、処分深度や断層や破砕帯の空間分布に考慮

した処分場レイアウトを具体化できないため、本検討では、定置方法のみを対象とした代替摂家

オプションの技術的な検討を進めることとする。 

 

以上の検討方針を踏まえて、より回収の容易性を高めた処分場の設計開発を行うために、図 

3.4.1-1 に示す検討の流れに沿って検討を進める。なお、図には、平成 31 年度までを見据えた検

討の流れを示している。この流れに沿って、今年度の検討の概要を以下に述べる。 
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図 3.4.1-1 回収の容易性に係る検討の流れ 

 

 

 回収の容易性を高めることの考え方の整理 3.4.2

(1) 回収の容易性向上の視点の整理 

ここでは、より回収の容易性を高めた処分場の設計開発を進めていく上で、回収の容易性の考

え方として、回収の容易性として何を高めるか、また何を変えることでその容易性が高まるのか

等の検討を行い、回収の容易性向上を考えるうえでの視点の整理を行った。 

前述の定量化に必要な技術検討項目の「２．回収の容易性」の定量化の対象として、“回収作業

時間”を設定されていること、OECD/NEAの検討では、“廃棄体の回収作業”を容易にすること

が重要とされていることを踏まえると、より回収の容易性を高めた処分場の設計開発を進めてい

く上では、“廃棄体の回収作業時間”を短縮することが指標の１つになり得ると考えられる。しか

し、ジェネリックな検討を行う現段階においては、全ての廃棄体を回収するための時間を定量的

に示すことはできないことから、回収時間を他の視点に置き換える必要がある。そこで、前節の

表 3.4.1-1にも示した、 

①回収可能性の維持期間内において、廃棄体へのアクセスを容易にしておく 

②回収可能性の維持期間内において、可能性のある将来の回収作業が容易と

なるようにしておく 

の２つについて、設計への考慮の考え方を基に、①を“アクセス性”、②を“ハンドリング性“と

して、それらに関する回収容易性向上の視点を以下のように整理した。 

 

 

(1) 回収の容易性を高めることの考え方の整理 

(2) 既存処分概念等の整理 

(3) 回収の容易性を高めた工夫のポイントの抽出 

(5) 回収の容易性を高めた代替設計オプションの抽出 

H30 年度 

(6) 代替設計オプションの評価検討及び具体化 H31 年度 

(7) 有力な代替設計オプションに関する技術開発課題の抽出 

(4) 処分坑道の状態設定に関する検討 
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① 廃棄体へのアクセス性の向上 

廃棄体へのアクセスが容易であれば、廃棄体の回収作業の容易性が高まり、結果として回収作

業時間の短縮も可能であると考えられる。廃棄体へのアクセス性の向上を図るには、次のような

要素が考慮事項としてあげられる。なお、本検討では、処分場レイアウト設計は検討の対象外と

したことから、ここでのアクセス性とは、処分坑道から廃棄体までのアクセス性となる。 

 

・処分坑道から廃棄体までのアクセス経路を確保するための作業量の少なさ 

・処分坑道から廃棄体までの物理的な距離 

 

それぞれの要素における考慮対象物や考慮事項の例を表 3.4.2-1 に示す。この表に示すような

考慮事項を踏まえながら、アクセス性が向上する代替設計オプションの検討を進めていくことと

する。ただし、「廃棄体までの物理的な距離」に大きく関与するのは処分場のレイアウトであるこ

とから、本検討におけるアクセス性に関しては、主として「廃棄体までのアクセス経路を確保す

るための作業量の少なさ」となると考えられる。 

 

表 3.4.2-1 アクセス性向上の要素における考慮事項の例 

アクセス性向上の

要素 
容易性向上に対する考慮事項の例 

廃棄体までのアク

セス経路を確保す

るための作業量の

少なさ 

・埋め戻し材や緩衝材等の撤去する作業量 

（撤去物の物量・重量・形状・状態、等を考慮） 

・坑道の安定性を確保するための作業量 

（坑道の大きさ・形状、支保工の耐久性、等を考慮） 

・アクセスまでの環境を確保するための作業量 

（排水、換気、維持管理、等を考慮） 

廃棄体までの物理

的な距離の短さ 

・処分場レイアウトの工夫 

（※本検討では検討対象外） 

・1本の処分坑道／処分孔の短縮 

 

②廃棄体のハンドリング性向上 

廃棄体までのアクセスが確保できた後に、廃棄体の回収作業自体の容易性が高まれば、回収作

業時間の短縮もできると考えられる。廃棄体のハンドリング性の向上を図るには、作業性が重要

であり、「物量」、「重量と形状」、「健全性」「動線」、「環境」という要素が考えられる。これらの

要素は以下のよう解釈となる。 

 

・物量：回収対象物の少なさ 

・重量と形状：回収対象物の扱いやすさ 

・健全性：回収対象物の健全性 

・動線：回収対象物の動作の少なさ 
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・環境：作業環境の確保 

 

ハンドリング性向上の各要素における考慮対象物や考慮事項の例を表 3.4.2-2 に示す。アクセ

ス性と同様に、この表の考慮事項を踏まえて、ハンドリング性が向上する代替設計オプションの

検討を進めていくこととする。また、「動線」及び「環境」については、処分場レイアウトにも関

与するため検討対象外とし、本検討においては主として処分坑道や処分孔に対する「動線」及び

「環境」が検討となる。 

 

表 3.4.2-2 ハンドリング性向上の要素における考慮事項の例 

ハンドリング性

向上の要素 
要素の解釈 容易性向上に対する考慮事項の例 

作
業
性 

物量 回収対象物の少なさ 1回の回収作業で扱う廃棄体の本数 

重量と形状 
回収対象物の扱いや

すさ 

1 回の回収作業で扱う PEM 等の重量、大き

さ、形状、 

健全性 回収対象物の健全性 オーバーパックや PEM等の健全性 

動線 
回収対象物の動作の

少なさ 
回収時の方向転換、上下運動、往復等の回数 

環境 作業環境の確保 作業空間の大きさ、作業環境の維持 

 

以上のような廃棄体へのアクセス性およびハンドリング性に加えて、回収の維持期間における

坑道等の維持管理が容易にできるか、ということも代替概念オプションの検討では重要な指標と

なると考えられることから、本検討では、回収維持期間中における維持管理作業の容易性につい

ても念頭に置くこととする。 

 

(2) 我が国の処分環境条件として求められる事項の整理 

1) 設計因子と要求事項への対応性 

NUMOの包括的技術報告書（レビュー版）[21]で示された設計因子と要求事項は、処分場や人

工バリアの仕様設定に至る設計フローのなかで考慮すべき上位の要件である（図 3.4.2-1）。回収

可能性については、施設の最終閉鎖までの回収可能性維持期間による短期・長期の安全性に有意

な影響を及ぼさないことが要求事項となっている。 

本検討を通して抽出される代替設計オプションを対象に、我が国の処分環境条件に即している

かを評価する場合、これらの設計因子と要求事項を満足できる見通しがあること（対応性）が必

要となる。 
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図 3.4.2-1 設計仕様設定までの流れ（[21]に一部加筆） 

 

 

2) 処分システムに期待する安全機能への適合性 

NUMOの包括的技術報告書（レビュー版）[21]には、閉鎖前及び閉鎖後長期の安全性を確保す

るうえで処分システム（或いはシステムを構成するここの要素）に期待する安全機能と構成要素

が示された。例えば、閉鎖後長期の安全性に関する安全機能を維持させるという観点から個々の

バリア等に対する設計要件や仕様が設定される。回収の容易性を高めた代替設計オプションの抽

出においては、施工品質が適切なレベルにできるか（品質保証）、施工された人工バリア等が閉鎖

後の長期にわたり期待通りの性能を発揮するか（性能評価）という点について確かめる必要があ

り、閉鎖前及び閉鎖後長期の安全性に関する安全機能の維持の観点から、その代替設計オプショ

ンの適合性を示す必要がある。 

 

3) 本事業段階で考慮すべき評価事項への適合性 

1)で述べたように、設計の流れは、設計因子を基軸として設定した要求事項に対して、それを

満足させるための処分場の構成要素を設定し、構成要素ごとに要求事項で示される必要な性能が

確保されるように設計要件を設定することとなる。従って、回収の容易性を高めた代替設計オプ

ションでも同様に、地下施設設置深度、人工バリア、坑道等の設計要件に対する適合性や対応性

を確認していく必要がある。一方で、代替設計オプションを抽出・具体化していく（人工バリア

や坑道等の設計を具体化）過程においても、可能な範囲で適合性の評価を行うことで、有力な代

替設計オプションの抽出検討を進めることができると考えられる。そこで、本事業における検討

の段階から、先行的に考慮することが可能な評価事項を以下に挙げる。 

 

1) 坑道安定性評価：NUMOの包括的技術報告書（レビュー版）によれば、地下施設設置深度

における坑道に対して、現実的な支保工の設計（設定仕様）で坑道の力学的安定性を確保

することとされている。また坑道の設計要件として、建設・操業が安全かつ円滑に行われ

るように坑道の力学的安定性が確保されるべきことが示されている。 
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2) ベントナイト制限温度評価：地下施設設置深度の設計要件では、緩衝材に対して地温の増

大に伴う温度上昇も考慮した上で、合理的な廃棄体占有面積で緩衝材の温度が制限温度

（100℃）を超えないように抑える必要がある。 

 

3) 湧水量評価：閉鎖前の安全性に関する安全機能として、排水能力があり、オーバーパック

の設計要件である耐食性にも影響する可能性がある。湧水量の評価は、想定される坑道内

への湧水量をレイアウト設計に対応させて解析的に求めて、排水システムの設計を行うこ

ととなる。坑内湧水量は、処分場サイトの地質環境条件に依存するものであるが、仮想地

質モデル等を利用して、代替設計オプションに対して処分坑道の湧水量の評価が可能であ

る。 

 

4) 工学的成立性の評価：処分概念の工学的成立性の要求事項としては、建設・操業・閉鎖の

各工程が計画期間中に完了すること、適用する技術の性能が実証されていることがある。

現状の利用可能な技術（および開発の見通し）から、それらを評価することが可能である。 

 

 既存処分概念等の整理 3.4.3

国内外でこれまでに検討されてきた処分概念（ここでは、処分場概念と定置・回収概念をいう）

を調査し、前項で設定したアクセス性とハンドリング性の回収容易性向上の視点から、回収の容

易性を高めていると考えられる設計考慮事項、または回収の容易性を意図して定置概念を開発し

ていなくても、結果として回収の容易性が高まっている事項等について整理を行った。 

 

(1) 海外の処分概念の調査 

海外の処分概念の調査は、報告書が公表されている以下の 8か国を対象とした。 

① フランス 

② 米国 

③ スウェーデン 

④ フィンランド 

⑤ スイス 

⑥ ベルギー 

⑦ ドイツ 

⑧ カナダ 

調査の対象とした上記の国は、ガラス固化体、使用済燃料の地層処分を基本概念とし、多重バ

リアシステムによる安全確保、母岩の地質環境特性に対応した処分・定置概念の構築、何らかの

方法で回収可能性を考慮している。なお上記の国のうち、回収容易性を意図して定置概念を構築

している国は、フランスのみとなる。 

各国の処分概念の調査の詳細については、第３分冊を参照されたい。 

 



 

3-57 
 

(2) 国内の処分概念の調査 

これまでの我が国における処分概念（処分場、定置・回収概念をいう）の開発や設計検討は、

以下の報告書に取りまとめられている。 

 第１次取りまとめ（動力炉核燃料開発事業団（平成 4年）「高レベル放射性廃棄物地層処

分研究開発の技術報告書―平成 3年度―」 PNC TN1410 92-081） 

 事業化電共研レポート（電力中央研究所、電気事業連合会（平成 11年 9月）「高レベル

放射性廃棄物地層処分の事業化技術」 

 第２次取りまとめ（核燃料サイクル機構（平成 11年 11月）「わが国における高レベル放

射性廃棄物地層処分の技術的信頼性—地層処分研究開発第２次取りまとめ— 」JNC 

TN1410 99-020） 

 NUMO（2004）「高レベル放射性廃棄物地層処分の技術と安全性」NUMO-TR-04-01 

 NUMO （ 2004 ）「 Development of Repository Concepts for Volunteer Siting 

Environments」TR-04-03 

 NUMO （2011）「地層処分事業の安全確保（2010 年度版） － 確かな技術による安全

な地層処分の実現のために －」 NUMO-TR-11-01 

 

これらの報告書において、何らかの形で回収可能性に言及したのは、2002年以降に開始された

NUMOの処分概念オプションの検討からである（成果は、NUMO-TR-04-03[22]にまとめられて

いる）。それまでの処分概念の検討では、回収可能性について概念開発上考慮されていない（1990

年代ではガラス固化体の地層処分の実現性明示に着目しており、回収可能性の議論は使用済燃料

の直接処分の問題であると考えられていたことも背景にある）。 

本検討では、回収可能性に関しての記載がある 2004 年以降の報告書に関して、処分概念を調

査し、容易性向上の視点からの整理を行った。詳細は第３分冊を参照されたい。 

 

(3) 国内外の処分概念の調査のまとめ 

国内外の既往処分概念からのアクセス性とハンドリング性の視点で回収容易性向上に寄与して

いると判断されたポイントを一覧表として、表 3.4.3-1 国内外の処分概念における回収の容易性

向上の視点からのポイントにまとめた。 

海外の処分概念においては、各国とも母岩の特性を考慮してバリアシステムと定置概念を構築

していることから、表に示すような回収の容易性向上の視点からのポイントの全てが、我が国の

処分環境において適用できるポイントとはならないことに注意が必要である。 
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表 3.4.3-1 国内外の処分概念における回収の容易性向上の視点からのポイント 

調査対象 
アクセス性向上の視点 

からのポイント 

ハンドリング性向上の視点 

からのポイント 

フランス 

・埋め戻し材を必要としない小口径坑
道への横置き定置 

・小口径定置坑道に設置するケーシン
グの長期健全性の確保 

・大口径坑道から小口径坑道への廃棄
体定置時と逆動線となる回収による
作業性確保 

・廃棄体容器外周のセラミックランナ
ーによるケーシング内の移動容易性

・廃棄体容器の長期健全性の確保 

米国 

・埋め戻し材を必要としない横置き定
置 

 

・複数の廃棄体を格納する大型容器に
よる作業物量の減少 

・定置時と逆動線となる回収による作
業性確保 

・廃棄体容器の長期健全性の確保 

スウェーデン 

・埋め戻し材を必要としない小口径横
孔への横置き定置 

・緩衝材の除去が不要と考えられるベ
ントナイト緩衝材とキャニスターを
組み合わせたスーパーコンテナー 

・大口径作業坑道から小口径坑道への
廃棄体定置時と逆動線回収による作
業性確保 

・高い耐腐食性容器による長期健全性
の確保 

フィンランド 
※スウェーデンと同様
の定置概念、フィンラ
ンドのみのポイント
を記載 

・撤去しやすいベントナイトブロック
と粒状ベントナイトでの処分坑道埋
め戻し 

・比較的短い（60m 程度）定置坑道の
櫛型配置 

・なし

スイス ・撤去しやすい粒状ベントナイトを用
いた埋め戻し 

・大口径の定置坑道での作業性確保

ベルギー 

・定置坑道支保工のセグメント利用に
よる長期間の坑道安定性の確保 

・小口径坑道による埋め戻し材量削減
・緩衝材の除去が不要と考えられるス
ーパーコンテナー 

・スーパーコンテナーによる健全性の
向上 

・大口径坑道から小口径坑道への複数
廃棄体定置と逆動線となる回収によ
る作業性確保 

ドイツ 

・長さの短い大口径坑道への定置 ・廃棄体容器の長期健全性の確保
・複数の廃棄体を格納する容器による
作業物量の減少 

・大口径定置坑道による作業空間確保

カナダ 
・埋め戻し材量が削減できる矩形バッ
ファーボックスを用いた矩形坑道断
面定置 

・矩形坑道断面に矩形バッファーボッ
クスの２段定置と逆動線となる回収
作業単純化 

NUMO-TR-04-03 

NUMO-TR-11-01 

・緩衝材除去の削減が期待できる PEM
・乾燥ベントナイト（温度への耐久性
を向上）の利用による埋設密度の増
加（坑道距離の短縮＝埋め戻し材撤
去作業量の削減） 

・処分坑道の埋め戻し材の撤去量が減
る 1処分孔の複数廃棄体定置 

・複数の固化体のオーバーパック格納
による作業物量の減少 

・大口径の定置坑道による作業性確保

 

 

 回収の容易性を高めた工夫のポイントの抽出 3.4.4

本項では、回収の容易性向上の視点、及び、前節の国内外の既往処分概念からアクセス性とハ

ンドリング性の視点で回収容易性向上に寄与していると判断されたポイントを踏まえて、回収の

容易性を高めた定置方法に関する工夫のポイントの抽出を行った。抽出した工夫のポイントの例
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を表 3.4.4-1 に示す。表に示すような工夫のポイントを組み合わせていくことで、代替設計オプ

ションの検討を進めることができると考えられる。表 3.4.4-1に示す工夫のポイント例の中から、

以下の 6つについて、工夫のポイントのイメージ例と合わせて特徴と留意事項について整理した。 

それぞれの工夫のポイントについては、第３分冊を参照されたい。 

① 小口径坑道への定置 

② 高耐久性のセグメント 

③ 高耐久性のケーシング 

④ 複数のガラス固化体格納容器 

⑤ 大規模空洞 

⑥ 集積定置 

なお、廃棄体までのアクセス性向上の工夫のポイント例の中で、埋め戻しをしない、すなわち埋

め戻しの状態設定については、3.4.5項で述べる。また、工夫のポイントは、ここに挙げた例が全

てではないと考えられ、代替オプションの検討を進めながら、さらに付加される可能性がある。 

工夫のポイントの例として、①小口径坑道への定置の例を示す。 

 

① 工夫のポイント例：大口径作業坑道から小口径坑道への定置 

回収の容易性向上の視点からの工夫のポイント例として、大口径作業坑道から小口径の定置坑

道のイメージ例を図 3.4.4-1 に示す。廃棄体を定置する坑道の断面積を小さくすることで、埋め

戻し材や緩衝材等の撤去量が削減し、撤去のための作業量も削減することとなる。一方で、埋め

戻し材や緩衝材等の撤去作業量を削減するために小口径坑道にすると、回収時の作業性を高める

ための空間を確保ができなくなることからハンドリング性が悪くなってしまう。そこで、図のイ

メージ例は、大口径の作業坑道と小口径の定置坑道への定置を取り入れたものとなっており、こ

れにより定置・回収装置を据え付ける作業坑道は、回転、方向転換などの作業性を十分確保でき

ると考えられる。また定置する小口径坑道の長さを短くすることで、廃棄体の回収時におけるス

タックの防止効果もある。なお、定置する小口径坑道に複数の廃棄体を定置する場合は、熱の評

価が必要となる。加えて、横置きの場合は作業坑道が長くなり、縦置きの場合は荷重に対する容

器等の耐圧性といったことも留意事項として考えられる。 

 
図 3.4.4-1 工夫のポイントのイメージ例：大口径作業坑道から小口径坑道への定置 

定置装置

小口径定置坑道

定置装置

横置き

竪置き
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表 3.4.4-1 回収の容易性向上の視点からの工夫のポイント例 

回収容易性向上の視点 容易性向上のポイント 工夫のポイント例 

廃 棄 体 ま

で の ア ク

セ ス 性 向

上 

廃棄体ま

でのアク

セス経路

を確保す

るための

作業量の

少なさ 

・埋め戻し材や緩衝材

等の撤去作業量を削

減 

・埋め戻しをしない（埋め戻しの状態設定）

・撤去が容易な材料の使用 

・小口径定置坑道、小口径処分孔の採用 

・PEMタイプの一体型廃棄体の使用 

・温度耐久性を向上させた材料使用による廃

棄体の高埋設密度定置 

・1 処分孔に複数の廃棄体を定置する定置方

法の採用 

・坑道や処分孔の安定

性を確保するための

作業量を削減 

・高耐久性の支保工の設置 

・高耐久性のケーシングの設置 

・保守作業、維持管理をしやすい坑道形状の

採用 

廃 棄 体 の

ハ ン ド リ

ン グ 性 向

上 

物量 

・1 回の回収作業にお

ける廃棄体本数を増

加 

・ガラス固化体を複数格納できる容器の使用

重量と 

形状 

・回収対象物の形状を

扱いやすくる 

・人工バリアの合理化（PEM の緩衝材厚さ

の減少など） 

・金属容器の材質変更（チタン等） 

・矩形容器の使用 

・把持のための冶具を取り付けた容器の採用

健全性 
・回収対象物の健全性

を確保 

・高耐久材料の容器の使用 

・厚くした容器の使用 

動線 
・回収対象物の動作を

削減 

・廃棄体の定置時と逆動線となる定置方法の

採用 

・大口径の作業坑道と小口径の定置坑道を組

み合わせた定置方法の採用 

環境 
・作業性を高めるため

の空間を確保 

・大口径の定置坑道の採用 

・大口径の作業坑道と小口径の定置坑道の採

用 

・放射線防護を考えた定置方法の採用 
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 処分坑道の状態設定に関する検討 3.4.5

前項の廃棄体までのアクセス性向上の工夫のポイント例の中で、埋め戻し材、回収作業を阻害

するものであることから、埋め戻しをしない方が回収の容易性の点では向上することとなる。従

ってここでは、処分坑道の埋め戻しの状態設定が回収容易性向上に対してどのようなメリット・

デメリットがあるか、技術的な観点から検討した。 

 

(1) 処分坑道の状態設定 

本節では、平成 27年、28年度の回収可能性維持の影響検討[5]、[6]で検討した状態設定に処分

坑道を水没させた場合を追加し、図 3.4.5-1 に示す横置き PEM 方式を対象に、回収するケース

と回収しないケースを考慮して回収容易性向上の観点から技術的なメリットとデメリットを吟味

する。 

 

 
図 3.4.5-1 処分坑道の状態設定のイメージ（横置き PEM方式の場合） 

 

(2) 状態設定の展開と特徴 

それぞれの状態設定に対して、建設から回収可能性維持期間、回収する場合、回収しない場合

の作業展開を以下のように仮定し、作業の特徴を整理した。なお、建設から閉鎖までの作業につ

いてはまだ明確に規定されていないものも多いため、現時点で考えられる以下の条件を仮定して

検討を行った。 

・PEMが定置された処分坑道は放射線管理下にあるものとした。 

・状態設定ごとの整理と比較のため、状態設定①の埋め戻し状態における PEM 定置後の埋め

戻し作業は回収可能性維持期間の作業に含めることとした。 

・水没状態について、強制的に注水して水没させる方法や坑道内への湧水により自然に水没さ

せる方法などがあるが、ここでは方法は限定しないこととした。 

・全ての状態設定について、回収作業後は現状復旧の観点から坑道を埋め戻すこととした。 

 

1) 状態設定①（基本ケース）：PEM定置後処分坑道を埋め戻した状態で回収可能性を維持 

状態設定①は、NUMOレビュー版における回収可能性維持の基本ケースとしている状態と設定

した。この状態では処分坑道に PEM 定置後、坑道は埋め戻され、坑道端部には力学プラグが設

置される。（図 3.4.5-2）。PEM定置後の処分坑道端部には力学プラグが設置されることから、本

検討では処分坑道に対する回収可能性維持期間中の維持作業は行われないと設定した。 
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図 3.4.5-2 状態設定①：PEM定置後処分坑道を埋め戻し状態とした場合の作業展開 

 

2) 状態設定②：PEM定置後処分坑道を開放状態で回収可能性維持 

状態設定②は、処分坑道に PEM を定置したのち、閉鎖措置が決定されるまで処分坑道を開放

した状態に置くことで回収可能性を維持する状態である（図 3.4.5-3）。 

 

 

図 3.4.5-3 状態設定②：PEM定置後処分坑道を開放状態とした場合の作業展開 

 

3) 状態設定③：PEM定置後処分坑道を開放状態で回収可能性維持 

状態設定③は、処分坑道に PEM を定置したのち、坑道内を水没させて回収可能性を維持する

状態である（図 3.4.5-4）。 

水没状態の対象範囲は、処分場の全地下坑道を対象とする場合と一部の坑道を対象とする場合

が考えられる。全地下坑道を対象とする場合は、例えば、地下施設の坑口まで水没させることが

想定される。一部の坑道を対象として部分的に水没状態とする場合としては、例えば、アクセス

坑道、主要坑道を開放したままで、処分坑道のみを水没させることなどが想定されるが、水没領

域を限定するためには処分坑道の端部にバルクヘッド（隔壁）を設置する必要がある。 

前者のように全地下坑道を水没させた後、再開した事例はほとんど見当たらないが、国内では
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北海道の幌内炭鉱（1977年）で 2年間水没させた例が記録に残されている[23]。後者のように一

部の坑道を水没させる例は、青函トンネルの大出水事故（1974年 12月）でバルクヘッドの設置

により、全坑道の水没を防いだ例がある。どちらの例も水没させることを意図した設計はなされ

ておらず、水没の与える影響についても評価されていない。 

このように、PEM定置後に処分坑道を水没状態にした後の維持作業については、長い回収可能

性維持期間中に水没状態にある坑道内でどのような事象が発生するかは経験がなく、また評価事

例もないため、坑道安定性等の維持作業の必要性や必要な技術を判断するのに十分な情報がない

のが現状である。従って、水没後の維持作業について具体的に想定することは難しく、本検討に

おいて十分に検討できない可能性もあることに注意が必要である。ここでは、処分坑道のみを部

分的に水没させる状態を考え、想定される追加作業を整理した（詳細は第３分冊を参照）。 

 

 

図 3.4.5-4 状態設定③：PEM定置後地下施設全体を水没状態とした場合の作業展開 

 

(3) 各状態設定で想定した作業に伴う負荷と安全性への影響 

状態設定の違いを把握するために、前項で整理した作業の展開を踏まえて、以下の作業への負

荷、及び安全性への影響について検討を行った。 

 維持作業の負荷 

 回収作業への負荷 

 閉鎖前の安全性への影響 

 長期安全性への影響（回収可能性を維持しつつ最終的に回収しない場合に相当） 

 

以上の状態設定の違いによる維持作業、回収作業への負荷、閉鎖前と閉鎖後長期への安全性へ

の影響について、表 3.4.5-1に取りまとめた。 
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3-65 
 

(4) 状態設定のまとめと技術課題 

回収容易性向上の視点から、廃棄体へのアクセス性の観点から廃棄体を定置した処分坑道の状

態設定３種類について、様々な条件を仮定し、それに基づき想定される作業に関する概略の定性

的な検討を実施した結果を以下にまとめる。 

 

 回収可能性維持期間中の作業への負荷は、坑道を開放状態におく状態設定では狭隘空間及

び放射線影響下ではあるものの、作業自体は可能であり、負荷は大きい。埋め戻し状態で

は維持作業が行われないと想定して負荷が最も小さくなる。水没状態は処分坑道内に対す

る維持作業は発生しないが、処分坑道端部のバルクヘッドの維持作業が発生するため、埋

戻し状態よりも作業負荷は増えると考えられる。ただし、水没状態については、維持作業

の必要性と作業内容が不明なため現時点では判断できない。 

 回収する場合の作業は、埋め戻し状態と水没状態で坑道を開放する作業が発生するため、

負荷が大きく、開放状態の場合は最も負荷は小さくなる。 

 回収しない場合、開放状態と水没状態では作業が発生する。開放状態では埋め戻し作業が

あるが、維持管理されてきた坑道での作業であり、埋め戻し状態における PEM 定置時の

埋め戻しと同様となる。水没状態では、埋め戻し前に排水作業と排水の処理作業が発生し、

また排水時に急激に材料品質の変質と劣化が開放状態や埋め戻し状態より速く進む可能性

があり、埋め戻し前の確認が必要となるため作業負荷は大きいと考えられる。 

 閉鎖前の安全性は、維持及び回収時、埋め戻し時の作業数と作業の種類に依存する。最も

安全性に影響を及ぼす作業は、PEMが定置された処分坑道の安定性確認と補修に係る作業

となる。長く狭隘な空間かつ放射線影響下での作業では、遠隔操作ロボット等を用いて安

全性への影響を低減する必要がある。 

 閉鎖後長期の安全性に係る影響については、特に水没状態の影響についての情報がなく、

現状では評価が難しい。埋め戻し状態では基本概念と同様である。開放状態では維持期間

の長さに応じて影響が生じる可能性があるが、一方で人工バリア等に関する情報を得られ

る手段を講じやすいという利点がある。 

 

前項で整理した作業への負荷や安全性への影響を踏まえて、状態設定の違いによる施工性の観

点からの技術課題を整理した。 

 

〇埋め戻し状態においては、狭隘空間かつ放射線管理下での回収作業に対する難易度が高いこと

から、以下の技術課題が考えられる。なお、下記のうち上 2 つの項目の一部については、本事

業の“地下環境での搬送定置・回収技術の高度化開発”で実証中である。 

・狭隘空間かつ放射線管理下での遠隔操作による埋め戻し材の機械的な撤去技術の実証 

・PEMの回収技術（難易度は PEM容器の健全性に依存）の実証 

・埋め戻し材撤去後の狭隘空間かつ放射線管理下での遠隔操作による坑道安定性点検・補修技

術の開発と実証 
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〇開放状態においては、狭隘空間かつ放射線管理下での回収維持作業に対する難易度が高いこと

から、以下の技術課題が考えられる。 

・長い処分坑道で狭隘空間かつ放射線管理下での遠隔操作による坑道安定性点検・補修技術の

開発と実証 

 

〇水没状態については、狭隘空間かつ放射線管理下での回収作業、及び回収しないで埋め戻す作

業に対する難易度が高いが、まずは回収可能性維持期間中に水没させることで生じる事象や影

響の検討、維持作業の必要性及び必要となる具体的な作業や技術の検討を要する。現段階で施

工性の観点からの技術課題は以下が考えられる。 

・バルクヘッド設計と構築、排水、解体技術の開発と実証 

・回収の有無にかかわらず水没状態から開放状態とする段階での遠隔による処分坑道の安定性

点検・補修技術の開発と実証 

 

以上の結果をまとめると、全ての状態設定で想定される狭隘空間かつ放射線管理下での坑道安

定性維持および埋め戻し時の作業困難性への対応策として、遠隔操作による点検・補修・更新及

び埋め戻しに係る技術課題が最も重要と考えられる。また上述したような回収に関連する施工性

の課題とは異なるが、全ての状態設定で想定される狭隘空間かつ放射線管理下での埋め戻し時の

作業困難性への対応策として、遠隔操作による埋め戻し充填に係る技術課題も考えられる。処分

坑道を水没状態においた場合は、上記の技術課題に加えて、水没させることで生じる事象や影響

の検討、維持作業の必要性及び必要となる具体的な作業や技術の検討とバルクヘッドに関する技

術課題も生じることとなる。 

 

 回収容易性に関する今後の検討 3.4.6

本年度に得られた上記の成果を踏まえ、今後、回収の容易性を高めた代替設計オプションの抽

出や具体化等を行っていく予定である。本年度に抽出した定置方法に関する工夫のポイントの例

については、採用するうえでトレードオフの関係となるものも存在する。従って、代替設計オプ

ションを検討していく上では、どちらの工夫のポイントを採用した方が廃棄体の回収作業時間を

短縮できるかの定性的な判断は難しいことから、回収容易性だけではなく、実現可能性、操業及

び閉鎖後長期の安全性、維持管理の容易性等について総合的に判断しながら、代替設計オプショ

ンの抽出を行っていくこととする。そして、抽出した代替設計オプションに対しては、坑道安定

性、ベントナイト制限温度、湧水量、工学的成立性といった、現時点で評価が可能なものについ

ての評価を行う。このような検討を進めることにより、有力な代替設計オプションをさらに抽出

できると考えられる。特にベントナイト制限温度に関しては、処分場サイトの地質条件に大きく

依存しないことから、現時点での評価が可能で、影響の程度によっては対策の検討等も実施でき

ると考えられる。また、工学的成立性についても評価し、適用する技術の性能を実証していくこ

とを考える必要がある。小口径定置坑道を構築する工法（掘削、ケーシング設置）、大規模空洞の

構築方法の検討、使用する材料の選定とその耐久性評価のための試験、基本概念よりも重量のあ

る PEM やオーバーパックを扱う場合の遠隔操作による定置・回収作業時の技術・装置や安全性
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といった検討など行っていくことが想定される。将来的には、有力な代替設計オプションの構築

及び操業で用いられる各技術に対して、試作や小規模実証試験などによる工学的な成立性の確認

に加え、回収に係る各作業や工程に要する所要時間（サイクルタイム）を実証試験などにより把

握して、回収の容易性を示していく必要がある。また、実証試験により得られた結果を分析して

回収の作業手順の中で、回収時間に影響が大きい工程を把握することは、回収作業や工程の工夫

や、回収装置を高度化するための有用な情報になると考えられる。 
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